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平成 30 年度補助金に関する調査結果の見方について 

 

１．補助金に関する調査に当たっての調査手法 

第 1回補助金等審議会における資料５「補助金等審議会の審議手法につい

て」において、前回の補助金見直し検証シートと同様の検証シートが必要と

の説明をした。 

当室において協議し、これまでの法令等交付の根拠や目的、交付の経緯な

どに加え、補助金の効果や補助金を廃止した場合の問題点、所管課としての

考え方など、さまざまな観点から考察できるよう調査表を整えた上で、平成

30 年度の補助金交付に関し、各課の調査を行うこととした。 

平成 30 年度の歳出科目のうち、補助金及び交付金に該当する 109 事業 

 

２．調査結果                    （補助額単位：千円） 

課名 所管コード数 対象補助金数 30 年度補助額 

総務課 8 9 13,135 

危機管理課 4 5 6,292 

福祉課 9 10 48,879 

市民課 1 1 2,939 

長寿介護課 4 4 35,573 

健康増進課 3 4 1,222 

子育て支援課 6 6 12,114 

農林水産課 14 24 93,254 

都市住宅課 5 6 25,965 

土木管理課 1 1 1,602 

農業振興課 19 30 178,849 

経済雇用戦略課 16 18 66,394 

環境保全課 4 5 1,682 

水道課 2 2 9,937 

議会事務局 1 1 1,983 

学校教育課 4 6 7,715 

社会教育課 8 19 15,783 

合 計 109 151 523,318 

補助金・補助額ともに農業振興課が多い。部門別では、産業建設部 84 件

367,746 千円（70.3%）、市民福祉部 25 件 100,727 千円（19.2%）、教育委員会

事務局 25 件 23,498 千円（4.5％）となっている。 
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３．補助金の調査結果一覧について 

補助金に関する調査は多岐にわたる項目であるため、この一覧では、１つ

の補助金に対して見開き４ページに収まる表示項目に絞った。 

 １ページ目：補助金の基本項目（その１） 

補助金名、担当部課、補助金の種類、事業内容、補助目的、期待される効

果 

 ２ページ目：補助金の基本項目（その２） 

補助金を廃止した場合の問題点、H28～H30 の決算額及び R1 の予算額、補助

金の構成（財源）、交付先の特定化（既得権化）、申請応募方法 

 ３ページ目：補助金に対する所管課の考え 

必要性、公益性、有効性、公平性 

 ４ページ目：廃止及び縮小の判断 

伊予市補助金等の見直し基準（平成 18 年 11 月）に基づき、調査結果から

推測される廃止基準、縮小基準に該当すると判断しうるものを「○」で表示。

該当しないものは「×」で表示した。 

 

● 廃止 

① 既に施策が普及し事業効果が明確で補助の目的が達成されたもの 

② 社会情勢の変化により、事業の効果が薄れているもの 

③ 長期にわたり継続している補助事業でありながら、その効果が現れず、ま

た、今後補助を続けることによる効果が期待されないもの 

④ 補助事業の目的や求める効果があいまいで不明確なもの 

⑤ １０年以上にわたり継続している団体育成補助 

⑥ 本来、国・県・民間等で負担すべきもので、市の負担が適当でないもの 

⑦ 最終補助金額が５万円未満のもの又は補助率が１０％未満の小額、低率補

助のもの 

⑧ 融資、貸付事業等への転換で、費用対効果の最適化が図れるもの 

⑨ 補助事業が収益を伴うもので、他の措置により十分目的が達成できるもの 

⑩ 行政が関与すべきでないもの又は公益性に乏しいもの 

● 縮小 

① 継続される補助事業で、毎年多額の剰余金又は積立金が生じているもの 

② 事業の財源の大半が補助金であるもの 

③ 過大な計画又は単年度での執行が難しいと判断されるもの 

④ 補助率が５０％を超えるもの 

⑤ 毎年定められる市の予算編成方針に基づくもの 

 



番号

予算

番号

補助金名 担当部課

補助の種

類

事業内容 補助目的 期待される効果

1 1

ＩＲＣ会員年会

費

総務課

その他事

業費補助

研修の情報提供及び研修割

引、人材育成情報の提供、研

修事業実施

研修の情報提供及び研修割

引、人材育成情報の提供

研修機会の増加による

職員の人材育成

2 1

職員視察研修

助成金

総務課

その他事

業費補助

他県等に赴き、行政事務、諸

事業の調査・研究及び行政関

連セミナーへの参加

職員の視野を広げ、自己啓

発意欲の高揚を図るととも

に、職場における事務能率の

増進、市民サービスの向上に

資することを目的とする。

知識の習得、自己啓発

意欲の高揚及び職場に

おける事務能率の増進

等による市民サービス

の向上

3 2

伊予市広報区

長研修助成金

総務課

その他事

業費補助

伊予市広報区長会が行う研

修事業

広報区長の資質の向上と区

長間の連携強化

住民自治意識の醸成と

地域コミュニティ活動の

効率的な運営、強化

4 3

伊予市国際交

流事業支援補

助金

総務課

イベント・

大会補助

外国人と住民の交流、国際理

解、国際協調を推進しようと

する事業

市民の国際交流活動の活性

化と拡大を図ること

市民の国際交流活動の

活性化と拡大

5 4

伊予市コミ

ニュティ助成

事業補助金

総務課

その他事

業費補助

一般財団法人自治総合セン

ターの定める地域コミュニティ

事業

地域活動の充実・強化を図る

ことにより、地域社会の健全

な発展と住民福祉の向上に

寄与する。

地域社会の健全な発展

と住民福祉の向上

6 5

伊予市女性

リーダー育成

委員会補助金

総務課

その他事

業費補助

⑴　日本女性会議、その他会

合への参加及び先進地施策

研修

⑵　女性人材の発掘・育成支

援

⑶　その他男女共同参画社

会づくり推進に関すること

女性人材発掘・育成・指導者

養成事業に要する経費に対

し、補助を行うことで男女協働

参画の推進を図る。

様々な職種、各層の女

性にリーダーとなる人物

を育成することで、女性

が活躍できる風土を草

の根的に育て広げてい

く。

7 6

番号制度関連

事務に係る交

付金

総務課

義務的補

助

特定個人情報の提供の求め

等に係る電子計算機の設置

等関連事務

委任事務に係る費用

全国の地方公共団体が

共同して運営することに

よる費用軽減

8 7

伊予市魅力あ

る地域づくり

事業補助金

総務課

その他事

業費補助

⑴　地域の生活環境の改善、

自然環境の保全その他の環

境問題について取り組む活動

⑵　特産品の研究開発及び

地域の産業振興に伴うイベン

ト等に取り組む活動

⑶　地域の伝統、文化、郷土

芸能等を継承し、振興を図る

ために取り組む活動

⑷　食育・食文化の調査、研

究、推進等に取り組む活動

市民の主体的・創造的な地域

づくりの気運を醸成するととも

に、地域の特性や資源を活か

した個性豊かな魅力ある地域

づくり活動の支援

住民自治意識の醸成及

び地域の活性化

9 8

伊予市集会所

改修等事業費

補助金

総務課

建設事業

補助

１ 集会所の改修又は修繕(備

品は除く。)

　　５０万円から３００万円まで

対象事業費の２分の１以内

２ 集会所の改修又は修繕（設

備のみ）

 　２０万円から１００万円まで

対象事業費の２分の１以内

集会所の改修費の補助

改修費の補助を行うこと

で、効率的または計画

的な改修を促し、集会

所の長寿命化を図る。

10 9

交通安全運動

推進費助成金

危機管理課

団体運営

費補助

春・秋・年末交通安全運動、

その他交通安全を推進する

事業

市内における交通事故の防

止を図り、市民の安全で快適

な生活の実現に資すること。

交通安全推進活動の活

性化

11 10

自主防災組織

活動事業費補

助金

総務部危機

管理課

団体運営

費補助

地域防災活動事業（啓発、訓

練、研修）

防災資機材整備事業

自主防災組織の自主的で自

発的な防災活動を助長し、組

織の育成を図ること

自主的で自立的な自主

防災組織を育成できる

こと
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補助金名

ＩＲＣ会員年会

費

職員視察研修

助成金

伊予市広報区

長研修助成金

伊予市国際交

流事業支援補

助金

伊予市コミ

ニュティ助成

事業補助金

伊予市女性

リーダー育成

委員会補助金

番号制度関連

事務に係る交

付金

伊予市魅力あ

る地域づくり

事業補助金

伊予市集会所

改修等事業費

補助金

交通安全運動

推進費助成金

自主防災組織

活動事業費補

助金

廃止した場合の問題点 H28決算 H29決算 H30決算 R1予算

補助開始

年度

補助金の

構成等

交付先の

特定化

申請応募

方法

特になし 11 11 11 0

平成26年

度

市単独補

助

結果とし

て固定化

特定の団

体対象

職員の質の低下、業務意欲の降下

及び自己啓発に対する無気力化

290 84 160 300

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

誰でも申

請可

現在、地域が抱える問題の多様化

や難題化が区長の負担になってい

るが、研修を実施することで先進地

の解決事例を知ったり、区長同士の

繋がりを作ることができている。当

該補助を廃止することで、地域コ

ミュニティ活動の低下が懸念され

1,080 419 458 600

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

本市の国際交流事業に対する補助

は、本補助制度に限られているので

継続すべきと考えます。また、補助

に際しては予算の範囲としているこ

とから、予算要求及び予算査定に

おいて十分制御できていると考えま

す。

4,596 6,000 5,000 5,000

平成18年

度

市単独補

助

特定・固

定してい

ない

誰でも申

請可

地域活動のための補助がなくなるこ

とで、地域コミュニティの衰退が進む

6,500 4,000 3,800 0 平成17年

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

男女共同参画事業の推進を図るた

めには女性リーダーの育成、増加も

重要項目であるため、廃止すること

で当該事業の減退が懸念される。

160 193 135 199

平成18年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

コンピュータシステムの構築・管理・

運用に係る事務を本市が主体とな

り実施することになります。また、全

ての地方公共団体が同様に事務を

委任しており、本市が離脱すること

は不可能と思われます。

0 1,444 2,030 5,313

平成29年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

550 550 250 0

平成22年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

受益戸数の少ない地域にあっては

特に改修費用のねん出が難しくなっ

てきており、改修が後手となる結果

改修費用が膨らんだり、最小限の

改修でとどめたりと、建物の適正な

維持管理や長寿命化に影響を及ぼ

すものと懸念する。

2,801 3,752 1,291 0

平成22年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

交通安全協会地区支部の財源は、

この補助金の他には、地区の事情

に合わせて住民からの負担金等が

あると見込まれるところ、本補助金

が廃止されると住民の負担増を招く

結果となる。

周期交通安全運動は全国で展開さ

れるので、地区支部の財政事情に

鑑みれば、地区支部のこの運動へ

の参画には金銭的補助が必要であ

る。

646 516 455 646

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

自主防災組織の母体は広報区であ

り、活動資金は広報区費≒住民の

負担金であることから、住民負担の

増加に結びつき、活動の足を引っ張

る結果につながるおそれがある。

854 930 1,213 1,400

平成21年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象
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補助金名

ＩＲＣ会員年会

費

職員視察研修

助成金

伊予市広報区

長研修助成金

伊予市国際交

流事業支援補

助金

伊予市コミ

ニュティ助成

事業補助金

伊予市女性

リーダー育成

委員会補助金

番号制度関連

事務に係る交

付金

伊予市魅力あ

る地域づくり

事業補助金

伊予市集会所

改修等事業費

補助金

交通安全運動

推進費助成金

自主防災組織

活動事業費補

助金

必要性 必要性説明 公益性 公益性説明 有効性 有効性説明 公平性 公平性説明

やや低い

研修機会の増加や相互

交流による人材育成を

図ったが、財政的に実

施が困難であり、会員と

してのメリットは減少し

ている。

やや高い

地域の経済を担う先進

的な団体であり、公益性

は高いと思われる。

やや低い

財政的な部分を考慮し

ない場合、有効性は高

いと考えられる面もあ

る。伊予市の財政事情

を考えると、会員として

効果的な利用は難しい

と思われる。

やや高い

職員研修では、県内で

もトップクラスの効果を

あげている団体であり、

実績はある。

非常に高

い

多様化する行政ニーズ

に対応できる職員を個

人的な負担を可能な限

り少なくし、市として積極

的に育成する必要があ

る。

非常に高

い

組織が人を育て、人が

組織に貢献する仕組み

を作り、公務員として、

更に一人の人間として

豊かに成長するための

事業である。

非常に高

い

行政のプロとしての自

覚と責任を持ち、自己啓

発と自己実現により自ら

成長しようとする人材の

育成が期待できる。

非常に高

い

より多くの職員の研修

機会の確保のため、重

複した申請は受付しな

いこととし、未利用者を

優先して決定している。

非常に高

い

区長は地域のリーダー

としての役割があり、研

修により資質を向上させ

ることでよりよい住民自

治活動につながると考

える。

非常に高

い

習得した知識を地域活

動に生かしたり、区長間

で連携することで効率

的な広報広聴が可能と

なると考える。

非常に高

い

新任区長にとっては大

変有益であるし、研修で

得た知識、人脈は区長

退任後も地域活動に生

かしてもらえると考え

る。

非常に高

い

補助金の性質から対象

者は特定されており、公

平性は保てれていると

考える。

やや高い

他団体から補助要望が

あれば検討できる。

やや高い

豊富な国際交流活動の

実績を有する団体に補

助金交付している。

非常に高

い

豊富な国際交流活動の

実績を有する団体に補

助金交付している。

やや高い

補助を要望する団体に

対して、予算の範囲内

で補助金交付できてい

る。

非常に高

い

地域コミュニティの衰退

を防止するうえで重要な

補助と考える。

非常に高

い

地域活動に寄与するも

のへの補助のため、公

益性は高い。

非常に高

い

自治総合センターが実

施する宝くじの社会貢

献事業であり、委託や

直接執行はなじまない。

やや高い

交付決定はセンターが

行うものであるが、市か

ら申請団体の交付履歴

等を考慮の上、優先順

位を付けて申請すること

により適正な交付に努

めている。

非常に高

い

男女共同参画は国の政

策、市の基本計画ともに

推進することとしてお

り、今後とも継続する必

要がある。

非常に高

い

女性リーダーが増えるこ

とで、いろいろな場面で

女性がものを言いやす

い、又は活躍の場が増

える。

非常に高

い

補助対象者は委員会へ

の加入希望者であるた

め、事業を継続すること

で委員の増加を図るこ

とができ、効果的に参画

の理念を広めていくこと

ができる。

やや低い

本委員会の事業をもっ

と周知し、他の女性団

体委員が本会にも加入

してもらうことで、より効

果的に実施できる可能

性がある。

やや高い

法律の規定による委任

事務である。

やや高い

法律の規定による委任

事務である。

やや高い

法律の規定による委任

事務である。

やや高い

法律の規定による委任

事務である。

非常に高

い

住民自治意識の醸成

や、地域の活性化に効

果がある。

非常に高

い

対象事業がすでに公益

性の高いものに指定さ

れている。

やや低い

補助期間を5年度と定め

ており、採算性の伴わな

い事業には不向きであ

る。

非常に高

い

補助金の性質から対象

者、対象事業ともに特定

されており、交付決定は

要綱に沿って行うため

適正に行われている。

非常に高

い

集会所の長期利用には

定期的な修繕は必須で

あり、特に受益戸数の

少ない地域にとっては

補助制度の重要性が大

きいと考える。

非常に高

い

事業対象が集会施設で

あり、公益性は保たれて

いると考える。

非常に高

い

集会所の適正な維持管

理、長寿命化に寄与し

ていると考える。また、

維持管理は地域が行う

ことから、直接執行には

馴染まない。

やや高い

同程度の改修工事で

あっても受益戸数によっ

て自己負担部分に差が

出ることが想定される。

やや高い

交通安全の保持に向け

て必要な事業である。

非常に高

い

交通安全の保持は市民

の利益につながるもの

やや高い

事業費に対して補助金

だけでは賄えず支部の

負担も見られることから

費用対効果は認められ

る。住民参画による交

通安全の保持を志向す

れば、補助によることが

適当。

非常に高

い

制度の目的から補助対

象者が特定されている

こと、均等割と人口割に

よる積算方法から公平

性は担保される。

非常に高

い

自主防災会には自立的

で自主的な活動展開を

期待するものの、団体

間の格差が著しく、組織

の育成に向けた行政か

らの働きかけが引き続

き必要と認めるもの。

非常に高

い

自主防災組織の活動自

体が公益性を有するも

の。

やや高い

金銭面からの支援と併

せて職員の派遣など人

的支援を取り組むことで

自主防災組織の活動の

活性化が期待できる。

やや高い

自主防災組織の構成員

は全ての住民であるの

で、この団体への補助

にその他団体や市民と

の間に不公平を生じせ

しめる要素はない。
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補助金名

ＩＲＣ会員年会

費

職員視察研修

助成金

伊予市広報区

長研修助成金

伊予市国際交

流事業支援補

助金

伊予市コミ

ニュティ助成

事業補助金

伊予市女性

リーダー育成

委員会補助金

番号制度関連

事務に係る交

付金

伊予市魅力あ

る地域づくり

事業補助金

伊予市集会所

改修等事業費

補助金

交通安全運動

推進費助成金

自主防災組織

活動事業費補

助金

廃止② 廃止⑤ 廃止⑦ 縮小① 縮小② 縮小④ 該当数

○ × ○ ○ × ○ 4

× × × × ○ × 1

× × × × × × 0

× × × × ○ × 1

× × × × × × 0

○ × × × × × 1

× × × × ○ × 1

○ × × × × × 1

× × × × × × 0

× ○ × × × × 1

× ○ × × × × 1
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番号

予算

番号

補助金名 担当部課

補助の種

類

事業内容 補助目的 期待される効果

12 11

防犯灯設置費

補助金

総務部危機

管理課

その他事

業費補助

防犯灯設置工事

犯罪防止による明るいまちの

実現

犯罪防止

13 12

伊予市消防団

団本部及び分

団本部運営費

補助金

総務部危機

管理課

団体運営

費補助

消防団が開催する団本部協

議会又は分団本部協議会

伊予市消防団の円滑な活動

を促進すること

消防団での協議が活発

に行われることは、市民

の生命及び財産の安全

の確保に通じるところが

ある。

14 12

伊予市幼年消

防クラブ、伊

予市少年消防

クラブ及び伊

予市婦人防火

クラブの活動

補助金

危機管理課

団体運営

費補助

幼年・少年・婦防クラブが、消

防機関の指導の下で、自主

的に行う防災訓練等、伊予

市、消防機関主催による火災

予防等に伴う知識の習得、普

及啓発、防災訓練等への参

加等及び婦人防火クラブで組

織する伊予市婦人防火クラブ

連絡協議会が行う行事

伊予市幼年消防クラブ、伊予

市少年消防クラブ及び伊予市

婦人防火クラブの円滑な活動

を促進する。

火災予防の知識を習得

し、初期消火や通報・避

難などの知識を身に付

け、一般家庭の火災を

防止しすること、またこ

れらの活動を通じて地

域の協力体制と連携意

識の高揚につなげ、安

全・安心な地域社会づく

りに寄与する。

15 13

民生委員協議

会補助金

福祉課

団体運営

費補助

伊予市民生児童委員協議会

の活動に要する経費

伊予市民生児童委員協議会

の活動活性化を図るため

地域に暮らす身近な相

談相手として、さまざま

な課題を抱える市民の

ニーズを行政や専門機

関につなぎ解決に結び

つける役割を担う民生

児童委員の資質向上に

より、誰もが安心して暮

らせる地域づくりを推進

することが期待される。

16 14

伊予市社会福

祉協議会補助

金

福祉課

団体運営

費補助

伊予市社会福祉協議会が実

施する法人運営事業、福祉

サービス利用援助事業、法人

後見事業等に要する経費

伊予市社会福祉協議会が地

域福祉の安定運営を図るた

め。

地域福祉の充実

17 15

伊予地区保護

司会補助金

福祉課

団体運営

費補助

伊予地区保護司会が行う、犯

罪予防活動等に要する経費

伊予地区の保護司相互の連

絡協調を助長し、伊予地区保

護司会活動の発展を図り、犯

罪予防活動に寄与することを

目的とする。

・再犯防止施策の推進

に向けた行政と連携し

た取組みの強化

・更生保護に関する広

報、啓発活動に努め、

地域住民に対する更生

保護思想の普及に努め

る。　等

18 16

人権相談運営

補助金

福祉課

団体運営

費補助

伊予市で開設される人権相

談所を円滑に運営するために

要する経費

人権擁護員相互の連絡強

調・自己研修を助長し人権擁

護活動に寄与すること。

人権擁護委員による人

権擁護活動の活性化及

び円滑な推進により、誰

もが安心して暮らしなが

ら相互に支え合う思い

やりのある地域づくりが

寄与される。

19 17

伊予市更生保

護女性会補助

金

福祉課

団体運営

費補助

伊予市内の更生保護女性会

が行う、研修会、施設訪問に

要する経費など犯罪予防活

動等に要する経費

伊予市内の更生保護女性会

相互の連絡協調を助長し、更

生保護女性会活動の発展を

図り、更生保護事業に寄与す

ることを目的とする。

・保護司会と連携した更

生保護に関する啓発活

動に努め、市民に対す

る更生保護の普及に努

める。　等

20 18

伊予市遺族会

補助金

福祉課

団体運営

費補助

伊予市遺族会が行う活動に

要する経費

遺族会会員相互の連絡協調

を助長し、遺族会活動の発展

を図り、遺族援護事業に寄与

することを目的とする。

次世代への継承

21 19

愛媛県人権対

策協議会伊予

市支部運営費

補助金

福祉課

団体運営

費補助

今なお存在する部落差別の

実態を把握し、地域住民の権

利と自由を確保するために団

体が実施する啓発活動、研

修に要する経費

同和問題を正しく理解し、一

人一人の人権が尊重される

社会の実現を目指す。

人権・同和問題に関す

る意識の高揚

22 20

障害者団体補

助金(視覚障

害者協会）

福祉課

団体運営

費補助

伊予市視覚障害者協会の活

動に係る事業

伊予市視覚障害者協会活動

発展を図るため

伊予市内の視覚障害者

相互の連絡・協調を助

長し、活動の発展を図る

ことができる。

23 20

障害者団体補

助金（手をつ

なぐ育成会）

福祉課

団体運営

費補助

伊予市手をつなぐ育成会の

活動に係る事業

伊予市手をつなぐ育成会活

動発展を図るため

伊予市内の知的障害者

相互の連絡・協調を助

長することを目的に組

織する手をつなぐ育成

会の活動の発展を図る

ことができる。

24 21

伊予市障害者

地域活動支援

センター送迎

サービス事業

費補助金

福祉課

義務的補

助

障害者地域活動支援セン

ターⅢ型事業を行う事業者が

実施する送迎サービス事業

障害者地域活動支援セン

ター事業利用者の送迎を行

う。

障害者の日中活動の場

である地域活動支援セ

ンターへの通所手段の

一つであり、利用者増

加につながることが期

待できる。

7



補助金名

防犯灯設置費

補助金

伊予市消防団

団本部及び分

団本部運営費

補助金

伊予市幼年消

防クラブ、伊

予市少年消防

クラブ及び伊

予市婦人防火

クラブの活動

補助金

民生委員協議

会補助金

伊予市社会福

祉協議会補助

金

伊予地区保護

司会補助金

人権相談運営

補助金

伊予市更生保

護女性会補助

金

伊予市遺族会

補助金

愛媛県人権対

策協議会伊予

市支部運営費

補助金

障害者団体補

助金(視覚障

害者協会）

障害者団体補

助金（手をつ

なぐ育成会）

伊予市障害者

地域活動支援

センター送迎

サービス事業

費補助金

廃止した場合の問題点 H28決算 H29決算 H30決算 R1予算

補助開始

年度

補助金の

構成等

交付先の

特定化

申請応募

方法

防犯灯等整備対策要綱（昭和36年3

月31日閣議決定）で市町村に求め

られる努力を全うできないおそれが

あること。

3,306 3,929 3,958 4,005

平成17年

度

市単独補

助

特定の団

体対象

消防団本部及び分団本部の協議会

の運営が困難になる。

720 720 486 486

平成１７

年度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

団体の維持が困難になる。 180 180 180 180

平成１７

年度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

事業の必要性・公益性は非常に高

く、職務に要する費用弁償はされる

ものの、民生・児童委員は給与支給

されないﾎﾞﾗﾝﾃｨｱであり、民生委員

協議会への補助が廃止されると、

民生・児童委員としての活動の範囲

が縮小される懸念がある。

2,500 4,503 2,519 2,856

平成17年

度

市単独補

助

結果とし

て固定化

特定の団

体対象

収入の殆どを市補助金で賄ってお

り、補助金を廃止した場合、社協の

事業運営全体の存続が危ぶまれ

る。

41,290 37,043 36,893 26,768

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

更生・自立を目的とするボランティア

団体であり、営利を目的とした収入

が全くなく主に補助金を元に活動し

ており、補助金を廃止した場合団体

の存続が危惧される。

848 848 848 848

平成１７

年度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

事業の必要性・公益性は非常に高

く、職務に要する費用弁償はされる

ものの、人権擁護委員活動は給与

支給されないﾎﾞﾗﾝﾃｨｱであり、人権

相談開設に係る会場使用料や県外

先進地等への視察研修費用等への

補助が廃止されると、人権擁護委

員としての活動の範囲が縮小され

る懸念がある。

350 350 350 315

平成１７

年度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

更生保護を目的とするボランティア

団体であり、営利を目的とした収入

が全くなく主に補助金を元に活動し

ており、補助金を廃止した場合団体

の存続が危惧される。

298 298 298 298

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

県遺族会、護国神社への負担金が

支出額の大半を占めることから、補

助金を廃止した場合、負担金の納

付ができないこととなり市遺族会の

存続が危惧される。

706 706 706 706

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

人権・同和問題啓発の拠点として活

動しており、補助金が廃止された場

合、組織の存続事態が危ぶまれ

る。

6,240 6,037 6,300 6,141

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

視覚障害者相互の連絡・協調の機

会である会合が減少するおそれが

ある。

20 20 20 20

平成１７

年度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

手をつなぐ育成会は、国・県育成会

の活動に参加する他、伊予市障害

者団体連合会の一翼を担い、活動

している。補助金を廃止した場合、

活動低下のおそれがある。

200 200 200 200

平成１７

年度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

障害者地域活動支援センターは、

障害者等の地域生活支援の促進を

図る目的で運営されており、通所手

段の確保のため送迎サービスは必

要である。

745 745 745 745

平成２２

年度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象
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補助金名

防犯灯設置費

補助金

伊予市消防団

団本部及び分

団本部運営費

補助金

伊予市幼年消

防クラブ、伊

予市少年消防

クラブ及び伊

予市婦人防火

クラブの活動

補助金

民生委員協議

会補助金

伊予市社会福

祉協議会補助

金

伊予地区保護

司会補助金

人権相談運営

補助金

伊予市更生保

護女性会補助

金

伊予市遺族会

補助金

愛媛県人権対

策協議会伊予

市支部運営費

補助金

障害者団体補

助金(視覚障

害者協会）

障害者団体補

助金（手をつ

なぐ育成会）

伊予市障害者

地域活動支援

センター送迎

サービス事業

費補助金

必要性 必要性説明 公益性 公益性説明 有効性 有効性説明 公平性 公平性説明

非常に高

い

防犯灯等整備対策要綱

（昭和36年3月31日閣議

決定）の趣旨に鑑みて

市が補助すべきもので

ある。

非常に高

い

防犯灯整備の主目的は

公衆の安全を図ること

にあるので、高い公益

性を有する事業である。

非常に高

い

防犯灯設置の動機付

け、維持費縮減を期した

LED化の進展に寄与で

きている。

直接設置している自治

体もあるが、本市のよう

に一部受益者負担を取

り入れることも認められ

るものと考えられる。

非常に高

い

設置費の一部、維持費

の全額が地元負担＝受

益者負担であり、市民

間での公平性に問題は

ない。交付先は地元広

報区であり適正である。

やや高い

消防業務においては消

防団に代わる団体はな

く、協議の運営を助成す

ることは消防団の育成

に資するものとなり、市

民が安全で安心して暮

らせるまちづくりの実現

につながるもの。

やや高い

定期に開催する協議会

にて消防団の運営方針

等を決定するものであ

り、消防業務の適正執

行につながることで公益

性が認められる。

やや高い

本団や分団の運営に関

して団員が協議し意思

決定をするもので、経費

（団本部―15,500円/

月、分団―2,500円/月）

に対して見込まれる効

果は大きい。

やや高い

原則月1回開催される協

議会の経費、団本部―

15,500円/月、分団―

2,500円/月は、決して高

額ではなく他の団体と均

衡を欠くものではない。

非常に高

い

団体に収入源がなく、団

体を維持するために欠

かせられない。

非常に高

い

団体の事業内容が防火

の啓発という公益に資

するものであり、団体の

維持のために補助する

ことが公益にかなうも

の。

やや高い

団体の運営のほか啓発

事業に使われており費

用対効果は認められ

る。

住民による共助の側面

から補助によることが適

当。

非常に高

い

補助制度の趣旨から対

象者は特定されている。

金額面で他の団体と均

衡を逸してはいない。

非常に高

い

高齢化や多様な世帯構

成で複雑な課題を抱え

る人が増加する中、民

生・児童委員の役割は

重要になっており、その

活動支援の必要性は非

常に高い。

非常に高

い

民生・児童委員の活動

を支援・調整する団体で

あり市の福祉施策に

沿った活動を行っており

公益性は非常に高い。

非常に高

い

諸施策の実施にあた

り、同協議会との協力

連携が不可欠であり有

効性は非常に高い。

非常に高

い

民生委員法に設置が規

定された団体であり本

協議会への交付以外に

交付先はないため、公

平性は高いと言える。

非常に高

い

地域福祉の安定運営を

図るために、必要な補

助である。

非常に高

い

地域福祉の充実を図る

ため、今までの経験を

活かし、地域に根ざした

福祉法人となることが期

待できる。

非常に高

い

交付要綱に基づき交付

決定を行っており、事業

実現性は高い。法人の

安定運営の観点から直

接執行は馴染まない。

非常に高

い

社会福祉法人が行う福

祉事業であり、公平性

は保たれている。また交

付要綱に基づき、適正・

公平に決定している。

非常に高

い

更生・自立活動を行うた

めに、必要な補助であ

る。

非常に高

い

保護司は法務大臣から

委嘱を受けた非常勤の

国家公務員であること

から、民間事業者では

実施することが出来な

い。

やや高い

要綱に沿った交付決定

を行っており、事業実現

性は高い。犯罪や非行

に陥った人の更生を任

務とすることから、委託

や直接執行は馴染まな

い。

やや高い

対象者は特定されてい

ないが、更生を任務とす

ることから、公平性は保

たれている。また交付要

綱を元に適正・公平に

決定している。

非常に高

い

人権問題が複雑化・巧

妙化していく中で、市民

の様々なニーズに対応

するためにも、人権擁護

委員の役割は今後ます

ます重要になってくる。

非常に高

い

人権擁護委員は、人権

擁護委員法に基づき法

務大臣が委嘱する民間

のボランティアであり公

益性は非常に高い。

非常に高

い

人権課題は多様化して

おり、相談活動に加え、

人権に対する関心を高

めるため啓発活動も重

要になっている。

非常に高

い

人権擁護体制充実に向

けた公職として自由人

権思想の普及啓発に努

める使命をもった団体で

あり、他の団体・市民へ

の交付と比較することは

難しいが、適正な交付

決定はされている。

やや高い

更生保護活動を行うた

めに、必要な補助であ

る。

非常に高

い

保護司会との連携を図

り活動することで、更生

保護活動が期待でき

る。

やや高い

要綱に沿った交付決定

を行っており、事業実現

性は高い。更生保護活

動は数値に表れにくい

業務であり、委託や直

接執行は馴染まない。

やや高い

対象者は特定されてい

ないが、更生保護活動

の取組内容から、公平

性は保たれている。また

交付要綱を元に適正・

公平に決定している。

やや高い

戦争の惨事を次世代に

継承していくためにも、

遺族会に対する必要な

補助である。

やや高い

遺族会の性質上民間事

業者で実施できる者で

はない。

やや高い

要綱に基づき交付決定

を行っており、事業実現

性は高い。遺族会の性

質上、委託や直接執行

は馴染まない。

やや高い

交付要綱に基づき、適

正・公平に決定してい

る。

非常に高

い

人権・同和問題の啓発

をするためにも必要な

補助である。

非常に高

い

人権・同和問題のリー

ダー的存在となることが

期待できる。

非常に高

い

要綱を基に交付決定を

行っており、事業実現性

は高い。事業の性質

上、委託や直接執行は

馴染まない。

非常に高

い

事業の公平性は保たれ

ていると考える。また要

綱に基づき、適正・公平

に決定している。

やや高い

視覚障害者相互の連

携、活動の維持に必要

である。

やや高い

特定の団体に対する補

助金であるため、民間

事業者では実施されな

い。

非常に高

い

視覚障害者相互の連携

をとることにより、生きが

い、未来への希望につ

ながる。

やや高い

要綱に基づき、適正に

決定されている。

非常に高

い

知的障害者にとって手

をつなぐ育成会は必要

不可欠であり、継続支

援が必要である。

やや高い

特定の団体に対する補

助金であるため、民間

事業者では実施されな

い。

やや高い

知的障害者の将来の生

きがい、未来への希望

につながる活動が期待

できる。

やや高い

要綱に基づき、適正に

決定されている。

非常に高

い

地域活動支援センター

は、障害者の日中活動

の場の一つであり、中

山地区にあることから、

通所手段として必要で

ある。

非常に高

い

地域活動支援センター

の運営を行う事業者へ

の補助であり、民間事

業者では実施されな

い。

非常に高

い

障害者にとって、送迎が

あることにより日中の活

動の場への参加につな

がりやすくなる。

非常に高

い

要綱に基づき、適正に

決定されている。
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補助金名

防犯灯設置費

補助金

伊予市消防団

団本部及び分

団本部運営費

補助金

伊予市幼年消

防クラブ、伊

予市少年消防

クラブ及び伊

予市婦人防火

クラブの活動

補助金

民生委員協議

会補助金

伊予市社会福

祉協議会補助

金

伊予地区保護

司会補助金

人権相談運営

補助金

伊予市更生保

護女性会補助

金

伊予市遺族会

補助金

愛媛県人権対

策協議会伊予

市支部運営費

補助金

障害者団体補

助金(視覚障

害者協会）

障害者団体補

助金（手をつ

なぐ育成会）

伊予市障害者

地域活動支援

センター送迎

サービス事業

費補助金

廃止② 廃止⑤ 廃止⑦ 縮小① 縮小② 縮小④ 該当数

× × × × × × 0

× ○ × × ○ × 2

× ○ × × ○ × 2

× ○ × × ○ × 2

× ○ × × ○ × 2

× ○ × × × × 1

× ○ × × ○ × 2

× ○ × × × × 1

× ○ × × ○ × 2

× ○ × × ○ × 2

× ○ ○ × ○ × 3

× ○ × × × × 1

× × × × × × 0
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番号

予算

番号

補助金名 担当部課

補助の種

類

事業内容 補助目的 期待される効果

25 22

個人番号カー

ド関連事務等

の委任に係る

交付金

市民課

義務的補

助

地方公共団体情報システム

機構がマイナンバーの通知

カード及びマイナンバーカード

を発行するために要する経費

マイナンバーの通知カード及

びマイナンバーカードの発行

マイナンバーの通知

カード及びマイナンバー

カードの発行により、マ

イナポータルの利用や

コンビニで住民票・印鑑

登録証明書・戸籍の取

得ができ、自治体ポイン

トの活用もできる。

26 23

伊予市敬老会

実施事業費補

助金

長寿介護課

その他事

業費補助

敬老週間を中心に広報区等

の団体が敬老会を開催する。

地域社会の進展に寄与され、

豊富な知識と経験を有する高

齢者を敬愛し、併せて長寿を

慶祝し豊かで生きがいのある

老後の生活を祈念するため。

豊かで生きがいのある

老後の生活及び地域に

おける支え合いの体制

づくりを推進

27 24

伊予市シル

バー人材セン

ター事業費補

助金

長寿介護課

団体運営

費補助

高齢者の就業機会の確保と

雇用の安定を図るため、当該

事業を担う伊予市シルバー人

材センターに対し補助する。

高齢化の急速な進展に対応

するため、高齢者の意欲と能

力に応じた社会参加を促すと

ともに、短期的な就業を希望

する高齢者の就労の機会を

提供する。

高齢者の能力を活かし

た就労による社会参加

活動の促進及びその理

解と活用の向上

28 25

伊予市老人ク

ラブ育成事業

補助金

長寿介護課

団体運営

費補助

伊予市老人クラブ連合会に対

し定額を、市内老人クラブに

対し会員数に応じた補助金を

支給する。

老人クラブの活動を支援する

ことにより、会員の健康と生き

がいづくりを図ると共に、地域

社会の中で互いに助け合い

のできる人間関係を築く。

高齢者が仲間と共に地

域活動へ積極的に参加

することで、活動する者

の生きがいにつながり、

共に支えあう地域づくり

の推進が行われる。

29 26

伊予市老人福

祉施設整備費

及び設備整備

事業費補助金

長寿介護課

建設事業

補助

社会福祉法人が行う老人福

祉施設整備及び設備整備事

業

当該地域の介護サービスの

継続を図り、老人福祉の増進

に寄与するため。

当該地域高齢者の身体

機能等の向上や福祉の

増進を図る

30 27

妊婦一般健診

料金助成金等

（①妊婦一般

健康診査費助

成）

健康増進課

義務的補

助

対象者が県外で妊婦一般健

康診査及び新生児聴覚検査

の受診に要した経費

健診費用を助成する事で経

済的負担を軽減し、安心して

妊娠中や出生後必要な健診

を受けることができるようにす

るため

妊娠期に必要な妊婦健

診を受けることで、安心

して妊娠期を過ごし無

事出産できる。

また、新生児聴覚検査

を受け難聴児を早期発

見・早期療育につなげ

る。

31 27

妊婦一般健診

料金助成金等

（②特定不妊

治療費助成）

健康増進課

その他事

業費補助

対象者が特定不妊治療を行

うために要する経費

特定不妊治療を受けた市民

行っている夫婦に対し、費用

の一部を助成することにより

経済的負担の軽減を図るた

め

不妊で悩む夫婦が、経

済的負担が軽減するこ

とで不妊治療に取り組

み、妊娠・出産につなが

り出生数が増える。

32 28

伊予市食生活

改善推進協議

会助成金

健康増進課

団体運営

費補助

対象者が協議会活動を行うた

めに要する経費

伊予市食生活改善推進協議

会の活動を促進し、住民の健

康づくりと福祉の向上を図る

ため

食生活を中心とした健

康づくりに関する実践活

動を継続的に地域で行

うことにより、市民の健

全な食生活や生活習慣

の定着につながってい

る。また、五色姫まつり

やおやこふれあい教室

他講座、通学合宿など、

市の事業への協力を得

ている。

33 29

予防接種費補

助金

健康増進課

義務的補

助

対象者が県外での予防接種

に要した経費

予防接種の接種機会を確保

し、感染予防と重症化を予防

するため。

市民の健康の保持増進

と医療費の抑制

34 30

伊予市放課後

児童交流支援

事業助成金

子育て支援

課

団体運営

費補助

交流に関する活動の推進と

組織の育成に要する経費

児童クラブに所属する児童の

福祉向上に関する事業に要

する経費

放課後児童クラブの交流の

促進を図ることで、活動を展

開している児童クラブの運営

発展及び児童クラブに所属す

る児童の福祉向上に寄与す

ること

児童クラブの交流の促

進が図られることによ

り、特に入所が少ないク

ラブの発展や児童発達

に資することが期待でき

る。

35 31

放課後児童健

全育成事業施

設整備費等補

助金

子育て支援

課

団体運営

費補助

事業実施団体が施設整備等

に要する経費

放課後の保育に欠ける小学１

年生～６年生までの児童の、

放課後の安全な生活環境を

確保し、健全な心身の発達を

図るために必要な施設の整

備を行う。

事業所開設が補助がな

い場合に比較してより促

進されると考えている。

36 32

地域組織活動

育成事業補助

金

子育て支援

課

団体運営

費補助

　⑴　親子及び世代間の交流

並びに文化事業

　⑵　児童養育に関する研修

事業

　⑶　児童の事故防止に関す

る事業

　⑷　前３号に掲げるものの

ほか児童福祉の向上に寄与

する事業

保育所と連携しながら自分た

ちの力で地域社会に根ざした

ボランティア活動を推進する

地域組織（以下「クラブ」とい

う。）が実施する事業に要する

経費に対し、補助金を交付

し、子どもたちの健全な育成

に寄与する。

ボランティア活動等が活

発化し、更なる子どもた

ちの健全育成つなが

る。
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補助金名

個人番号カー

ド関連事務等

の委任に係る

交付金

伊予市敬老会

実施事業費補

助金

伊予市シル

バー人材セン

ター事業費補

助金

伊予市老人ク

ラブ育成事業

補助金

伊予市老人福

祉施設整備費

及び設備整備

事業費補助金

妊婦一般健診

料金助成金等

（①妊婦一般

健康診査費助

成）

妊婦一般健診

料金助成金等

（②特定不妊

治療費助成）

伊予市食生活

改善推進協議

会助成金

予防接種費補

助金

伊予市放課後

児童交流支援

事業助成金

放課後児童健

全育成事業施

設整備費等補

助金

地域組織活動

育成事業補助

金

廃止した場合の問題点 H28決算 H29決算 H30決算 R1予算

補助開始

年度

補助金の

構成等

交付先の

特定化

申請応募

方法

地方公共団体情報システム機構が

マイナンバーの通知カード及びマイ

ナンバーカードを発行するために要

する経費であるため廃止はできな

い。

2,635 6,138 2,939 4,398

平成27年

度

国・県の

み

高齢者を地域で支えるという住民意

識が希薄になることが考えられ、地

域コミュニティのつながりが減少して

いくおそれがある。

12,383 12,656 12,618 13,674

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

廃止した場合、繰越がマイナスとな

り、伊予市シルバー人材センターの

運営そのものに支障を来たす恐れ

がある。

8,800 8,800 8,800 8,800

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

単位老人クラブの活動休止が相次

ぐことにより、単位老人クラブの自

主的活動による健康増進、生きが

いづくりの推進が停滞する。

4,870 4,857 4,155 4,155

平成18年

度

県・市

要綱等で

特定

特定の団

体対象

市の施設で実施していた介護サー

ビス事業の実施が困難になり、当該

地域の介護サービスの低下につな

がる。

0 0 10,000 0

平成３０

年度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

経済的理由で必要な妊婦健診を受

けないまま妊娠期を過ごすことで、

出産時のリスクが高まる。

また、新生児聴覚検査の助成が無く

なれば、自費で検査を受ける児が

減り、早期に難聴を発見する機会を

逃す。

187 98 206 273

平成21年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

誰でも申

請可

子どもを持つことを希望する夫婦

が、不妊治療費が高額でその経済

的負担も重いことから子どもを諦め

ざるを得なくなる。出生数が減少す

る。

300 950 950 750

平成2７

年度

市単独補

助

要綱等で

特定

誰でも申

請可

食生活改善推進協議会の活動支援

は、食育基本法や健康増進法、行

政栄養士の基本指針にもうたわれ

ており、本協議会は、行政だけでは

難しい活動を地域で継続して実施し

ている団体である。生活習慣病予

防や薄味や適量などの正しい食生

活などの行動変容は、容易ではな

く、仲間とともに継続的に活動する

ことで身についていく。また、そのよ

うな食生活改善推進協議会の活動

は、地域の通いの場ともなってい

る。そのための活動に使われる補

助金は、必要である。

50 50 50 50

平成18年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

事情があり伊予市で予防接種が受

けられない人が、県外で予防接種

法に基づく定期接種を受けられなく

なる。

74 16 16 196 平成24年

市単独補

助

要綱等で

特定

誰でも申

請可

児童クラブ間の交流の促進に資す

る事業のため、廃止によって、児童

クラブ間の交流停滞が予想され、特

に児童の入所が少ない地域（僻地）

のクラブに影響が出る。

185 128 134 230

平成28年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

民間事業者の参入阻害 - 8,472 699 0

平成29年

度

国・県・市

要綱等で

特定

特定の団

体対象

地域でのボランティア活動等が衰退

する。

812 680 525 579

平成１７

年度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象
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補助金名

個人番号カー

ド関連事務等

の委任に係る

交付金

伊予市敬老会

実施事業費補

助金

伊予市シル

バー人材セン

ター事業費補

助金

伊予市老人ク

ラブ育成事業

補助金

伊予市老人福

祉施設整備費

及び設備整備

事業費補助金

妊婦一般健診

料金助成金等

（①妊婦一般

健康診査費助

成）

妊婦一般健診

料金助成金等

（②特定不妊

治療費助成）

伊予市食生活

改善推進協議

会助成金

予防接種費補

助金

伊予市放課後

児童交流支援

事業助成金

放課後児童健

全育成事業施

設整備費等補

助金

地域組織活動

育成事業補助

金

必要性 必要性説明 公益性 公益性説明 有効性 有効性説明 公平性 公平性説明

やや高い

マイナンバーの通知

カード及びマイナンバー

カードの発行により「国

民の利便性の向上」「行

政の効率化」「公平・公

正な社会の実現」が実

施される。

やや高い

マイナンバーの通知

カード及びマイナンバー

カードの発行により不特

定多数にサービスが提

供される。

やや高い 事業実現性は高い。 やや高い

補助金の性質から、対

象者は特定されている

ことから、公平性は保た

れている。

やや高い

高齢者を地域で支える

という住民意識の向上

や高齢者の地域コミュ

ニティ参加を推進する基

本的な事業として必要

である。

やや高い

75歳以上を対象とした

事業であるが、地域の

つながりを醸成すること

から実施主体が広報区

等の団体である意義は

あると考える。

やや高い

地域主体で実施するこ

とにより、地域での支え

合いの体制づくりに寄与

している。

やや高い

地区全体の高齢化によ

り実施できない地域が

一部あるが、おおむね

全地域で実施されてい

る。

やや高い

高齢化の進展に伴い、

働く意欲のある高齢者

の労働機会の確保は欠

かすことができない。

やや高い

伊予市シルバー人材セ

ンターが高齢者の雇用

機会の確保に取り組ん

でいることは広く市民に

浸透していることから適

正である。

やや高い

高齢就労者の確保、就

労の場の提供などにお

いて、多大な経験とニー

ズ把握ができており、補

助により支援することが

最適である。

やや高い

伊予市シルバー人材セ

ンターへの補助であるこ

とからその対象者は広く

高齢者に開かれてお

り、公平性は確保されて

いる。

やや高い

高齢者が仲間とともに

地域活動へ積極的に参

加できる事業の推進に

欠かせない。

やや高い

市内で広く活動している

各老人クラブや伊予市

老人クラブ連合会に対

して支援することは適正

である。

やや高い

地域の特色ある活動を

実施するためには補助

による支援が適切であ

る。

やや高い

市内で広く活動している

各老人クラブや伊予市

老人クラブ連合会に対

して支援することは適正

である。

やや高い

市の施設の老朽化を受

け、新施設を建設するこ

とにより、引き続き地域

に根ざした介護サービ

スを継続するために必

要な補助である。

やや高い

引き続き介護サービス

を提供することにより、

当該地域の高齢者の在

宅生活の継続が期待で

きる。

やや高い

社会福祉法人が地域住

民に説明会を実施し理

解を得ており、有効性は

高い。

やや高い

当該地域に同事業がな

く、事業継続が成される

ことにより他地域と同等

のサービス継続が見込

まれる。

非常に高

い

妊婦の健康管理、新生

児難聴の早期発見のた

め必要である。

非常に高

い

妊婦の負担軽減を行う

ことで、少子化対策につ

ながる。

非常に高

い

必要な健診を、適切な

時期に受けることで健

康管理につながってい

る。

非常に高

い

健診を受ける場所に

よって、健診費用の助

成が受けられなくなるの

は不公平である。

非常に高

い

治療費の助成を行うこと

で、不妊治療を行う夫婦

の経済的負担の軽減と

なり、治療継続につな

がっている。

やや高い

少子化対策の一環と

なっている。

非常に高

い

治療費の助成を行った

者の一部は、実際に妊

娠・出産につながってお

り効果があったと考え

る。

やや高い

所得制限・回数制限・治

療効果の得られ易い年

齢制限など対象者の審

査を行い、適正に決定し

ている。

非常に高

い

食生活改善推進協議会

が地域で活動するため

に必要な補助金であ

る。

非常に高

い

食生活改善推進協議会

の活動は、本人、家族、

お隣さんと身近な人間

関係から広げていく活

動である。また、食以外

の地域活動においても

リーダー的存在となって

いる。

非常に高

い

食生活改善推進協議会

のリーダーは、自ら考え

て自主的に活動するこ

とができる人材で、ボラ

ンティア活動であるた

め、直接執行はなじまな

い。

非常に高

い

本団体の市民への啓蒙

活動や市事業への協力

を見れば、その活動へ

の補助金は必要である

と考える。他の団体の

補助金額と比べるとむし

ろ、少ないくらいではな

いかと思う。

非常に高

い

事情があり県外に滞在

する市民が予防接種を

受けやすくなるために必

要である。

非常に高

い

予防接種により感染症

の流行を抑制するた

め。

非常に高

い

予防接種費用の助成を

受けることで、接種者数

を増やすことができる。

非常に高

い

定期接種対象者が公平

に、居住地以外の市町

村でも定期接種を受け

る機会を確保できるた

めに必要である。

やや高い

特に、入所が少ない僻

地クラブの交流が重要

であると考えているの

で、継続が必要である。

やや高い 同上 やや高い 同上 やや高い 同上

やや高い

放課後児童クラブの需

要は増加傾向にあり、

民間参入促進を考える

と必要である。ただし、

開設後は不要と考えて

いる。

やや高い 同上 やや高い 同上 やや高い 同上

やや高い

子どもたちの健全育成

つながる事業であるた

め。

やや高い

子どもたちの健全育成

つながる事業であるた

め。

やや高い

子どもたちの健全育成

つながる事業であるた

め。

やや高い

子どもたちの健全育成

つながる事業であるた

め。
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補助金名

個人番号カー

ド関連事務等

の委任に係る

交付金

伊予市敬老会

実施事業費補

助金

伊予市シル

バー人材セン

ター事業費補

助金

伊予市老人ク

ラブ育成事業

補助金

伊予市老人福

祉施設整備費

及び設備整備

事業費補助金

妊婦一般健診

料金助成金等

（①妊婦一般

健康診査費助

成）

妊婦一般健診

料金助成金等

（②特定不妊

治療費助成）

伊予市食生活

改善推進協議

会助成金

予防接種費補

助金

伊予市放課後

児童交流支援

事業助成金

放課後児童健

全育成事業施

設整備費等補

助金

地域組織活動

育成事業補助

金

廃止② 廃止⑤ 廃止⑦ 縮小① 縮小② 縮小④ 該当数

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× ○ × × × × 1

× ○ × × × × 1

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× ○ ○ × × × 2

× × ○ × × × 1

× × × ○ × × 1

× × × × × ○ 1

× ○ × × × × 1
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番号

予算

番号

補助金名 担当部課

補助の種

類

事業内容 補助目的 期待される効果

37 33

愛顔の子育て

応援事業補助

金

子育て支援

課

義務的補

助

平成29年４月１日生まれ以降

の出生で、第２子以降の子を

持つ保護者に対し、５万円分

（1,000円×50枚）の紙オムツ

購入補助券を交付する。保護

者が、市内のドラッグストア等

登録店舗で、指定のメーカー

の紙オムツを購入時に紙オム

ツ購入補助券使用する。登録

店舗は、毎月使用した紙オム

ツ購入補助券を請求書に添

付し、市へ補助金の請求を

し、市は審査後、登録店舗へ

補助金を交付する。

子どもを持ちたい人が安心し

て生み育てられることができ

る環境を整えるため、子育て

世帯への経済的支援を行う

事業を実施することにより、福

祉の向上及び少子化対策を

促進するとともに、併せて地

域経済の活性化に資すること

を目的とする。

子育て世帯への経済的

支援、出生数の増加

38 34

延長保育事業

補助金

子育て支援

課

団体運営

費補助

地方公共団体以外の者が設

置する保育所、認定こども

園、小規模保育事業所等が

実施する延長保育事業に要

する経費

市内において地方公共団体

以外の者が設置する保育

所、認定こども園、小規模保

育事業所等が実施する延長

保育事業に要する経費の負

担を軽減し、もって子ども・子

育て支援の着実な推進を図

る。

延長保育事業に要する

経費の負担を軽減し、

もって子ども・子育て支

援の着実な推進を図

る。

39 35

母子家庭等自

立支援給付費

子育て支援

課

その他事

業費補助

母子家庭の母又は父子家庭

の父が就業に結びつきやす

い資格を取得するための養

成機関での修業期間中にお

ける生活の不安の解消を図

り、もって安定した修業環境を

確保し、資格取得を容易にす

るために高等職業訓練促進

給付金を支給するとともに、

養成機関への入学時におけ

る負担を考慮し高等職業訓練

修了支援給付金を終了後に

支給することにより、生活の

負担の軽減を図り、資格取得

を容易にすることを目的とす

る。

母子家庭の母又は父子家庭

の父に対し、母子及び父子並

びに寡婦福祉法施行令（昭和

３９年政令第２２４号）第２７条

に規定する自立支援教育訓

練給付金（以下「訓練給付

金」という。）を支給することに

より、母子家庭の母又は父子

家庭の父の主体的な能力開

発の取り組みを支援し、もっ

て、母子家庭及び父子家庭

の自立の促進を図る

母子家庭及び父子家庭の自

立の促進を図る

資格取得をすることによ

り、高収入の得られる職

に就くことができ、生活

の負担の軽減を図る。

40 36

伊予市中山そ

ば生産組合活

動事業費補助

金

農林水産課

団体運営

費補助

伊予市中山そば生産組合

が、そばの生産振興により耕

作放棄地解消を推進し、農業

経営の安定向上を図るため

に実施する事業

そばの生産振興により耕作放

棄地解消を推進し、農業経営

の安定向上を図ることを目的

とする。

耕作放棄地解消の推進

及び農業経営の安定向

上

41 37

伊予市土地改

良事業原材料

費等補助金

農林水産課

建設事業

補助

農村地域の農道・用排水路

等の整備を行うための原材料

費等の補助金を交付する

伊予市内における農業基盤

整備を促進するとともに農業

経営の合理化を図り、もって

農業の生産性向上と地域の

環境整備を促進する

各地域内の農道、水路

等の維持管理に係る農

家負担の軽減を図るこ

とで、営農の継続が期

待される

42 38

国営造成施設

管理体制整備

促進事業補助

金

農林水産課

団体運営

費補助

国営造成施設管理体制整備

促進の内、管理体制整備強

化支援事業

農業水利施設の多面的機能

を発揮する整備及び環境へ

の配慮や安全管理の強化な

ど高度な管理体制の整備を

行うことを目的とする。

事業実施主体である道

後平野土地改良区が、

農業水利施設の整備及

び管理体制の整備を行

うことにより、多面的機

能の発揮及び安全管理

の強化等を図ることが

できる。

43 39

農地維持活動

支援交付金・

資源向上活動

（質的向上）支

援交付金

農林水産課

義務的補

助

農地、水路、農道等の地域資

源の保全管理や長寿命化、

農村環境保全等のために地

域共同で行う活動に対して支

援を行う。

農業・農村が有する多面的機

能の維持・発揮を図る

農村環境の保全を図る

ため、地域ぐるみで農村

景観を守る活動が行わ

れるとともに、老朽化し

た施設の補修・更新等

により農業生産基盤の

機能が維持される。

44 40

資源向上支払

交付金（長寿

命化）

農林水産課

義務的補

助

農地、水路、農道等の地域資

源の保全管理や長寿命化、

農村環境保全等のために地

域共同で行う活動に対して支

援を行う。

農業・農村が有する多面的機

能の維持・発揮を図る

農村環境の保全を図る

ため、地域ぐるみで農村

景観を守る活動が行わ

れるとともに、老朽化し

た施設の補修・更新等

により農業生産基盤の

機能が維持される。

45 41

推進組織推進

交付金

農林水産課

義務的補

助

農地、水路、農道等の地域資

源の保全管理や長寿命化、

農村環境保全等のために地

域共同で行う活動に対して支

援を行う。

農業・農村が有する多面的機

能の維持・発揮を図る

農村環境の保全を図る

ため、地域ぐるみで農村

景観を守る活動が行わ

れるとともに、老朽化し

た施設の補修・更新等

により農業生産基盤の

機能が維持される。
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補助金名

愛顔の子育て

応援事業補助

金

延長保育事業

補助金

母子家庭等自

立支援給付費

伊予市中山そ

ば生産組合活

動事業費補助

金

伊予市土地改

良事業原材料

費等補助金

国営造成施設

管理体制整備

促進事業補助

金

農地維持活動

支援交付金・

資源向上活動

（質的向上）支

援交付金

資源向上支払

交付金（長寿

命化）

推進組織推進

交付金

廃止した場合の問題点 H28決算 H29決算 H30決算 R1予算

補助開始

年度

補助金の

構成等

交付先の

特定化

申請応募

方法

愛媛県の補助事業であり、全県下

で実施しているため、愛媛県の補助

が継続する期間は、効果を評価しな

がら継続する。

1,589 6,718 8,000

平成29年

度

県・市

要綱等で

特定

特定の団

体対象

子ども・子育て支援制度の開始後、

年々利用する保護者が増加してお

り、廃止はありえない。

1,942 1,942 2,105

平成２７

年度

国・県・市

要綱等で

特定

特定の団

体対象

母子福祉の向上のための国の補助

事業であり、今後も継続すべき事業

である。

1,091 2,917 2,096 2,171

平成21年

度

国・市

要綱等で

特定

特定の団

体対象

補助金は、そばの刈取・乾燥業務

の費用に充てられているため、廃止

した場合には、農家の負担が増加

することにより、耕作放棄地の増加

及び伊予市中山産のそば生産量の

減少が懸念される。

251 282 283 385

平成26年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

6,151 3,961 1,118 600

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

道後平野土地改良区で実施してい

る国営造成施設管理体制整備促進

事業については、受益地である市

町で事業費を配分しており、伊予市

だけが脱退することはできない。ま

た、道後平野土地改良区の事業に

ついては、伊予市の農業用水の維

持管理のためにも欠かせない事業

である。

1,529 1,529 1,529 1,529

平成17年

度

国・県・市

要綱等で

特定

特定の団

体対象

農地・農業用水等の資源は、食料

の安定供給や農業の多面的機能を

発揮させるための基盤となる社会

共通資本であるが、過疎化・高齢

化・混住化に伴う集落機能の低下

により、適切な保全管理が困難とな

る。

34,409 34,091 33,792 33,800

平成19年

度

国・県・市

要綱等で

特定

特定の団

体対象

農地・農業用水等の資源は、食料

の安定供給や農業の多面的機能を

発揮させるための基盤となる社会

共通資本であるが、過疎化・高齢

化・混住化に伴う集落機能の低下

により、適切な保全管理が困難とな

る。

25,525 16,805 20,323 25,100

平成19年

度

国・県・市

要綱等で

特定

特定の団

体対象

農地・農業用水等の資源は、食料

の安定供給や農業の多面的機能を

発揮させるための基盤となる社会

共通資本であるが、過疎化・高齢

化・混住化に伴う集落機能の低下

により、適切な保全管理が困難とな

る。

1,838 1,594 1,522 2,400

平成19年

度

国・県・市

要綱等で

特定

特定の団

体対象
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補助金名

愛顔の子育て

応援事業補助

金

延長保育事業

補助金

母子家庭等自

立支援給付費

伊予市中山そ

ば生産組合活

動事業費補助

金

伊予市土地改

良事業原材料

費等補助金

国営造成施設

管理体制整備

促進事業補助

金

農地維持活動

支援交付金・

資源向上活動

（質的向上）支

援交付金

資源向上支払

交付金（長寿

命化）

推進組織推進

交付金

必要性 必要性説明 公益性 公益性説明 有効性 有効性説明 公平性 公平性説明

やや高い

子育て世帯への経済的

支援、出生数の増加え

を目的とした事業であ

り、愛媛県の補助事業

でもあるため。

やや高い

子育て世帯への経済的

支援、出生数の増加え

を目的とした事業であ

り、愛媛県の補助事業

でもあるため。

やや高い

子育て世帯への経済的

支援、出生数の増加え

を目的とした事業であ

り、愛媛県の補助事業

でもあるため。

やや高い

子育て世帯への経済的

支援、出生数の増加え

を目的とした事業であ

り、愛媛県の補助事業

でもあるため。

非常に高

い

子ども・子育て支援の着

実な推進を図るために

必要な事業であるため。

非常に高

い

子ども・子育て支援の着

実な推進を図るために

必要な事業であるため。

非常に高

い

子ども・子育て支援の着

実な推進を図るために

必要な事業であるため。

非常に高

い

子ども・子育て支援の着

実な推進を図るために

必要な事業であるため。

非常に高

い

国の制度であり、母子

家庭及び父子家庭の自

立の促進を図るため

に、必要な事業であるた

め。

非常に高

い

国の制度であり、母子

家庭及び父子家庭の自

立の促進を図るため

に、必要な事業であるた

め。

非常に高

い

国の制度であり、母子

家庭及び父子家庭の自

立の促進を図るため

に、必要な事業であるた

め。

非常に高

い

国の制度であり、母子

家庭及び父子家庭の自

立の促進を図るため

に、必要な事業であるた

め。

やや高い

そばの生産性向上と就

労環境の改善を図るた

めにも必要な補助であ

る。

やや高い

機械施設の共同利用営

農体系を確立し、地域

農業の振興に寄与す

る。

やや高い

そばの収量増加による

農村集落の活性化を図

る。

やや高い

補助金の性質から、対

象者は特定されている

ことから、公平性は保た

れている。

非常に高

い

農業基盤の整備を促進

し、農業経営の合理化

と農業生産性の向上、

農山村地域の環境整備

を促進するために必要

な事業である。

やや高い

地元の共同作業による

農業用施設の改修に対

し原材料費を支給し、営

農経費・維持管理の軽

減を図る。

非常に高

い

農道、水路等の施設維

持に係る農家負担の軽

減を図り、農業・農村の

維持・保全を図る。

非常に高

い

補助金の性質から、対

象者は特定されている

ことから、公平性は保た

れている。

非常に高

い

農業水利施設の維持管

理を行っていく上で、管

理主体である土地改良

区の管理体制の整備・

強化を図ることが重要

である。そのため本事

業を実施し、支援するこ

とは必要である。

非常に高

い

農村部の都市化・混在

化に伴い農業水利施設

の機能を享受する地域

住民が増加していること

から事業の役割が重く

なってきている。

非常に高

い

　農業水利施設が持つ

水資源の涵養や洪水防

止機能な どの多面的機

能を発揮するために、

地域住民など非農 家の

管理への参加の枠組み

が作られ、土地改良区

の管 理体制の整備・強

化が図られている。

非常に高

い

維持管理を行っていく上

で、管理主体である土

地改良区の管理体制の

整備・強化を図ることが

本事業の目的である。

補助金の性質から、対

象者は特定されている

ことから、公平性は保た

れている。

非常に高

い

地域住民による自主的

な農道・水路の維持管

理活動の向上を図って

いくうえで必要な事業で

ある。

非常に高

い

多面的機能支払交付金

実施要綱にも地方公共

団体の役割が明記され

ており、行政の関与が

必須である。

非常に高

い

活動計画に基づき、施

設周辺の草刈や美化活

動を計画的に実施し、

農地・農業用水等の資

源の適切な管理がなさ

れ、地域共同の効果も

高まった。

非常に高

い

本事業は、活動組織を

つくり対象地域を設定し

た上で、共同活動に取り

組んでいくものであり、

目的とした対象者に対し

ては広く便益が提供さ

れる。

非常に高

い

地域住民による自主的

な農道・水路の維持管

理活動の向上を図って

いくうえで必要な事業で

ある。

非常に高

い

多面的機能支払交付金

実施要綱にも地方公共

団体の役割が明記され

ており、行政の関与が

必須である。

非常に高

い

活動計画に基づき、施

設周辺の草刈や美化活

動を計画的に実施し、

農地・農業用水等の資

源の適切な管理がなさ

れ、地域共同の効果も

高まった。

非常に高

い

本事業は、活動組織を

つくり対象地域を設定し

た上で、共同活動に取り

組んでいくものであり、

目的とした対象者に対し

ては広く便益が提供さ

れる。

非常に高

い

地域住民による自主的

な農道・水路の維持管

理活動の向上を図って

いくうえで必要な事業で

ある。

非常に高

い

多面的機能支払交付金

実施要綱にも地方公共

団体の役割が明記され

ており、行政の関与が

必須である。

非常に高

い

活動計画に基づき、施

設周辺の草刈や美化活

動を計画的に実施し、

農地・農業用水等の資

源の適切な管理がなさ

れ、地域共同の効果も

高まった。

非常に高

い

本事業は、活動組織を

つくり対象地域を設定し

た上で、共同活動に取り

組んでいくものであり、

目的とした対象者に対し

ては広く便益が提供さ

れる。
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補助金名

愛顔の子育て

応援事業補助

金

延長保育事業

補助金

母子家庭等自

立支援給付費

伊予市中山そ

ば生産組合活

動事業費補助

金

伊予市土地改

良事業原材料

費等補助金

国営造成施設

管理体制整備

促進事業補助

金

農地維持活動

支援交付金・

資源向上活動

（質的向上）支

援交付金

資源向上支払

交付金（長寿

命化）

推進組織推進

交付金

廃止② 廃止⑤ 廃止⑦ 縮小① 縮小② 縮小④ 該当数

× × × × × ○ 1

× × × × × ○ 1

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× ○ × × ○ ○ 3

× × × × ○ × 1

× × × × ○ × 1

× × × × ○ × 1
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番号

予算

番号

補助金名 担当部課

補助の種

類

事業内容 補助目的 期待される効果

46 42

伊予椎茸生産

組合活動事業

費補助金

農林水産課

団体運営

費補助

伊予椎茸生産組合が実施す

る栽培技術の研究、情報交

換、研修会の開催等の事業

活動に要する経費

原木椎茸の生産振興を図る

ため

原木椎茸の生産振興に

よる生産量の増加、生

産者の増加

47 42

伊予市緑の少

年隊活動事業

費補助金

農林水産課

団体運営

費補助

結成装備整備事業：結成に必

要な装備の整備に要する経

費

結成団体活動事業：結成年

度における少年隊活動に必

要な経費

団体活動事業：少年隊活動に

必要な経費

自然豊かな住みよい郷土づく

りの一環として、自然愛護活

動の実践により自然を愛する

心豊かな少年・少女を育てる

ため

伊予市内の緑の少年隊

の育成及び円滑な活動

の実施

48 43

伊予市原木し

いたけ優良品

種導入事業費

補助金

農林水産課

その他事

業費補助

くぬぎ等地域森林資源を活用

した高品質原木しいたけの栽

培に要する経費

原木しいたけの生産振興と農

林業経営の安定向上を図る

ため

種駒購入補助による原

木しいたけの生産振興

49 43

伊予市除間伐

材出荷促進対

策事業費補助

金

農林水産課

その他事

業費補助

・除間伐材出荷促進費

　当該年度に伐採した桧及び

杉材の出荷に要する経費

・推進事務費

　本事業の推進に当たり必要

な事務経費

森林資源の有効利用と木材

生産量の増加を図るため、杉

や桧の搬出間伐を推進し、一

年を通して間伐材を地元原木

市場へ出荷することにより、

原木市場の価格安定を目指

す。

森林資源の有効利用と

木材生産量の増加及び

原木市場の価格安定。

50 43

伊予市森林環

境保全整備事

業費補助金

農林水産課

その他事

業費補助

愛媛県造林事業補助金交付

規程に基づき、①森林経営計

画区域内で行う森林整備②

森林所有者の自助努力のみ

では適切な整備ができない森

林において行う森林整備に対

し、補助金を交付する。

森林施業の集約化や路網整

備を通じて施業の低コスト化

を図りつつ森林整備を計画的

に推進するとともに、森林の

有する多面的機能の維持・増

進を図る。

施業の低コスト化、計画

的な森林整備の推進、

森林の有する多面的機

能の維持・増進。

51 43

木造新築住宅

建築支援事業

費補助金

農林水産課

その他事

業費補助

地域材を主要部材に体積の

おおむね50％以上使用し、か

つ居住部分の延床面積が66

㎡以上の住宅

在来工法により建築される住

宅

建築物における木材利用の

拡大を促し、林業の活性化、

建築関係産業の振興及び定

住促進を図るため。

地域材の利用促進、建

築関係産業の振興、定

住促進

52 44

伊予市森林・

山村多面的機

能発揮対策支

援事業費補助

金

農林水産課

その他事

業費補助

１．活動推進費（初年度のみ）

２．地域環境保全タイプ（里山

林保全）

３．地域環境保全タイプ（進入

竹除去・竹林整備）

４．森林資源利用タイプ

５．森林機能強化タイプ

森林の多面的機能が効果

的、効率的に発揮されるよう、

長期にわたって手入れをされ

ていない里山林を優先的に実

施する取組を支援し、森林及

び山村の活性化を図る。

森林の多面的機能が効

果的、効率的に発揮さ

れる。森林及び山村の

活性化。

53 45

伊予市機構集

積協力金

農業振興課

その他事

業費補助

農地中間管理機構へ自作地

を貸し付けた農業者（・農業部

門の減少により経営転換する

農業者・リタイヤする農業者・

農地の相続人（自ら農業を行

わない者））が、一度に全農地

又は一つの経営部門の全農

地を機構に貸付け、かつ機構

から担い手に貸し付けられた

場合に支払われる集積協力

金

農地中間管理機構を通じて

地域の農業の担い手へ農地

を貸し付けた農業者等に対し

て機構集積協力金を交付す

ることで、農地の集積・集約

化を図ることを目的とする。

担い手の農地集積、集

約化による農業振興

54 46

林道整備事業

原材料費等補

助金

農林水産課

その他事

業費補助

受益対象森林面積は、おお

むね２ヘクタール以上で受益

戸数が２戸以上の共同施行

にかかる事業

１．林道（幅員2.5メートル以

上）及び作業道（幅員1.6メー

トル以上2.5メートル未満）の

舗装事業

２．排水事業（トラフ及び

ヒューム管の布設）

３．その他市調が特に必要が

あると認める事業

林道の整備を促進するととも

に、林業経営の合理化を図

り、もって林業の生産性向上

と地域の環境整備を促進する

ため。

林業の生産性向上と地

域の環境整備の促進

55 47

伊予市森林整

備地域活動支

援交付金

農林水産課

その他事

業費補助

森林施業の集約化のための

計画の作成に必要な森林調

査及び間伐の実施に関する

合意形成活動。

低コストで効果的な森林整備

を進めるためには、森林施業

地の集約化が必要であること

から、小規模で分散している

森林をとりまとめ、計画的か

つ一体的な森林施業を実施

するため

森林施業地の集約化に

よる低コストで効果的な

森林整備の実施。

56 48

伊予市漁業近

代化資金利子

補給金

農林水産課

利子補給

補助

漁業振興施設に必要な資

金、漁船の建造、改造又は購

入に必要な資金、漁具の取

得に必要な資金、漁場改良に

必要な資金につき1％以内の

利子補給をする。

漁業者が本市漁業近代化事

業に必要な資金の貸付けを

金融機関から受けるとき、当

該融資機関に対し、その利子

を補給することにより漁業経

営の近代化と合理化を図るこ

とを目的とする。

漁業者及びその組織す

る団体に対し、低利資

金の融資を円滑にする

措置を講じることによ

り、漁業経営の近代化

と合理化を図り、その振

興に資する。
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補助金名

伊予椎茸生産

組合活動事業

費補助金

伊予市緑の少

年隊活動事業

費補助金

伊予市原木し

いたけ優良品

種導入事業費

補助金

伊予市除間伐

材出荷促進対

策事業費補助

金

伊予市森林環

境保全整備事

業費補助金

木造新築住宅

建築支援事業

費補助金

伊予市森林・

山村多面的機

能発揮対策支

援事業費補助

金

伊予市機構集

積協力金

林道整備事業

原材料費等補

助金

伊予市森林整

備地域活動支

援交付金

伊予市漁業近

代化資金利子

補給金

廃止した場合の問題点 H28決算 H29決算 H30決算 R1予算

補助開始

年度

補助金の

構成等

交付先の

特定化

申請応募

方法

椎茸生産者の減少、高齢化が進ん

でいる中、組合人数によって変動す

る補助金は、意欲向上に必要であ

り、補助金が無ければ椎茸生産者

の意欲減少、さらなる椎茸生産者の

減少が懸念される。

225 230 215 230

平成19年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

市内に当該事業を行う団体は無く、

森林の保全・緑化推進の後退につ

ながる。

320 320 320 320

平成20年

度

県・市

結果とし

て固定化

特定の団

体対象

原木しいたけは価格低迷の中にあ

るため、しいたけ生産者の意欲も減

少している状態である。そのため、

補助金を提示できなければしいたけ

生産者の減少が予想される。

1,760 1,304 1,860 2,000

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

杉や桧の搬出間伐が減少し、森林

資源の有効利用の減少が懸念され

る。原木市場の価格が減少する恐

れがある。

17,151 10,515 7,527 13,200

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

適切な森林管理が困難となり、森林

の有する多面的機能が低下するお

それがある。

10,759 6,001 11,379 15,000

平成17年

度

県・市

要綱等で

特定

特定の団

体対象

地域材の利用減少、建築関係産業

の衰退、定住者の減少が懸念され

る。

2,307 3,555 2,013 2,000

平成25年

度

市単独補

助

特定・固

定してい

ない

誰でも申

請可

森林環境の荒廃を防止するために

は、継続して保全管理を実施する必

要があるが、県市の支援がなされな

ければ、事業の採択が危惧される。

― 988 893 1,482

平成29年

度

国・県・市

要綱等で

特定

特定の団

体対象

農地中間管理権の設定のための国

策であり、市段階での廃止検討の

余地は無い。

0 338 105 0 平成25年

国・県の

み

特定・固

定してい

ない

誰でも申

請可

林業経営の合理化が図れなくなり、

林業の生産性の減少と地域の環境

整備の衰退が懸念される。

5,100 3,300 900 300

平成17年

度

市単独補

助

特定・固

定してい

ない

誰でも申

請可

森林施業地の集約化が困難とな

り、森林整備箇所が分散され、施業

の高コスト化が懸念される。

1,140 1,140 1,140 1,140

平成19年

度

県・市

結果とし

て固定化

特定の団

体対象

漁業者の負担を増大させることとな

り、本市の漁業の振興に影響する

可能性がある。

212 158 99 380 不明

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象
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補助金名

伊予椎茸生産

組合活動事業

費補助金

伊予市緑の少

年隊活動事業

費補助金

伊予市原木し

いたけ優良品

種導入事業費

補助金

伊予市除間伐

材出荷促進対

策事業費補助

金

伊予市森林環

境保全整備事

業費補助金

木造新築住宅

建築支援事業

費補助金

伊予市森林・

山村多面的機

能発揮対策支

援事業費補助

金

伊予市機構集

積協力金

林道整備事業

原材料費等補

助金

伊予市森林整

備地域活動支

援交付金

伊予市漁業近

代化資金利子

補給金

必要性 必要性説明 公益性 公益性説明 有効性 有効性説明 公平性 公平性説明

非常に高

い

椎茸生産組合が実施す

る栽培技術の研究等を

支援し、原木椎茸の生

産振興を図る。

やや高い

しいたけの生産継続が

図られ、生産量の増加

が期待できる。

非常に高

い

生産量の確保と品質向

上を図るため、生産基

盤の強化と生産者の育

成を行い、県産原木し

いたけの生産振興によ

る山村地域の活性化と

広葉樹林の整備・資源

の有効活用を図る。

やや高い

補助金の性質から、対

象者は特定されている

ことから、公平性は保た

れている。

非常に高

い

緑と親しみ、緑を愛し、

緑を守り育てる活動を

通じて、次代を担う子供

たちが、ふるさとを愛し、

人を愛する心豊かな人

間に育っていくために必

要な事業である。

やや高い

継続的な事業の実施で

成果の維持につながっ

ている。

非常に高

い

自然に親しむ心豊かな

少年少女を育成するこ

とを目的とし、市内の各

小・中学校緑の少年団

活動に対し支援する。

やや高い

補助金の性質から、対

象者は特定されている

ことから、公平性は保た

れている。

非常に高

い

今後も原木しいたけの

振興のために必要な補

助である。生産者の意

欲を減らさないためにも

継続的に補助が必要と

考える。

やや高い

中山間地域の重要な作

目であるしいたけの生

産を促進し、生産量の

増大と品質の向上が期

待できる。

非常に高

い

しいたけの種駒に補助

し、しいたけ生産の活性

化を図る。

やや高い

補助金の性質から、対

象者（種駒購入先）は特

定されていることから、

公平性は保たれてい

る。

非常に高

い

国・県による森林整備に

係る施策も進められて

いることから、今後も

ニーズは増加する。

やや高い

杉や桧の搬出間伐を推

進し、一年を通して間伐

材を地元原木市場へ出

荷することにより、原木

市場の価格安定が期待

できる。

やや高い

森林施業への助成を行

うことで、森林のもつ公

益的機能の高度発揮と

林業の活性化を図る。

やや高い

補助金の性質から、対

象者は特定されている

ことから、公平性は保た

れている。

非常に高

い

森林の適正な管理、健

全な林分の育成、多様

な森林の造成等を展開

する各種の森林施業へ

の助成を行い、森林の

もつ公益的機能の 高度

発揮と林業の活性化を

図るためにも必要な補

助である。

やや高い

水源涵養や土砂流出防

止、二酸化炭素の吸収

固定など公益的機能の

発揮により市民生活に

恩恵を与えている。

非常に高

い

森林を適正な状態に保

つための施業を実施す

ることにより、水源かん

養・土砂の流出の防備・

地球温暖化の防止な

ど、森林の持つ公益的

機能の維持・増進を図

るとともに、木材生産機

能の高い森林を増加さ

せる。

やや高い

補助金の性質から、対

象者は特定されている

ことから、公平性は保た

れている。

やや高い

県産材の利用を促進

し、木材利用を通じた森

林林業の活性化、建築

産業の振興及び定住促

進を図った。

やや高い

木材の需要拡大や木の

良さの普及啓発に大き

な効果を上げている。

やや高い

民間住宅等のすべての

分野で木材利用に対す

る理解を深め、県内に

おける木材需要の拡大

を図る。

やや高い

補助金の性質から、対

象者は特定されている

ことから、公平性は保た

れている。また現地検

査により、適正・公平に

決定している。

非常に高

い

森林の有する多面的機

能を発揮するために、

地域住民等が共同で行

う森林の手入れ等に係

る費用に対し支援する。

やや高い

森林環境の荒廃を防止

するためには、継続して

保全管理を実施する必

要があるが、県市の支

援がなされなければ、

事業の採択が危惧され

る。

やや高い

森林保全や山村活性化

に資する地域組織の活

動に対して支援すること

で、森林の活用を推進

す

ることができた。

やや高い

補助金の性質から、対

象者（地域住民、森林所

有者等が中心となった

活動組織）は特定されて

いることから、公平性は

保たれている。

やや高い

農地の集積、集約に必

要な協力金である。な

お、契約時の1回のみの

交付となる。

やや高い

国策に基づく事業であ

り、民間事業者での実

施には馴染まない。

やや高い

国で定めた交付単価で

あり、効果は期待でき

る。また、事業の性質

上、委託や直接施行で

の実施は考えにくい。

やや高い

一定期間以上の農地の

賃貸借を促進する事業

であり契約に基づき適

正・公平に決定されてい

る。

非常に高

い

林道の整備を促進し、

林業経営の合理化と林

業生産性の向上、農山

村地域の環境整備を促

進するために必要な事

業である。

やや高い

地元の共同作業による

林道の改修に対し原材

料費を支給し、維持管

理の軽減を図る。

非常に高

い

林道の施設維持に係る

負担の軽減を図り、農

業・農村の維持・保全を

図る。

やや高い

補助金の性質から、対

象者は特定されている

ことから、公平性は保た

れている。

やや高い

計画的かつ一体的な森

林施業の実施に不可欠

な施業の集約化等に対

し支援する。

やや高い

森林経営計画の作成及

び施業集約化の促進を

支援することにより、持

続可能な森林経営を確

立することが期待でき

る。

やや高い

森林情報の収集整理、

計画参加への合意取り

付けなどの地域活動に

対して支援することによ

り、森林経営計画作成

に寄与した。

やや高い

補助金の性質から、対

象者は特定されている

ことから、公平性は保た

れている。

非常に高

い

漁業者の設備投資に係

る負担を軽減すること

は、漁業経営の安定に

貢献している。

非常に高

い

漁業経営の安定は、当

市水産業振興上の課題

であり、行政として支援

すべきとして創設された

資金制度である。

非常に高

い

漁業者の設備投資に係

る負担を軽減すること

は、漁業経営の安定に

貢献している。

やや高い

施設整備に係る費用の

多くは、漁業者自らが負

担するものであり、負担

は公平・公正である。
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補助金名

伊予椎茸生産

組合活動事業

費補助金

伊予市緑の少

年隊活動事業

費補助金

伊予市原木し

いたけ優良品

種導入事業費

補助金

伊予市除間伐

材出荷促進対

策事業費補助

金

伊予市森林環

境保全整備事

業費補助金

木造新築住宅

建築支援事業

費補助金

伊予市森林・

山村多面的機

能発揮対策支

援事業費補助

金

伊予市機構集

積協力金

林道整備事業

原材料費等補

助金

伊予市森林整

備地域活動支

援交付金

伊予市漁業近

代化資金利子

補給金

廃止② 廃止⑤ 廃止⑦ 縮小① 縮小② 縮小④ 該当数

× ○ × × × × 1

× ○ × × × × 1

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × × × × × 0
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番号

予算

番号

補助金名 担当部課

補助の種

類

事業内容 補助目的 期待される効果

57 49

伊予市双海町

漁業協同組合

女性部対策事

業費補助金

農林水産課

団体運営

費補助

産業の振興に寄与する事業

公共に寄与する事業

その他市長が必要と認める

事業

伊予市双海地域の漁業協同

組合女性部が組織及び運営

基盤を強化し、女性ならでは

の豊かな発想に基づく企画や

相互間交流等、積極的な事

業活動を行うことにより、地域

の水産業の健全な発展を図

ることを目的とする。

漁港内及び周辺地域の

清掃活動や故紙回収活

動を実施することによ

り、漁村の環境が保全

される。また、地元のイ

ベントに参加し、地元水

産物を加工販売するこ

とにより、地元の魚の消

費拡大を図ることができ

る。

58 49

伊予市双海町

漁業後継者対

策事業費補助

金

農林水産課

団体運営

費補助

産業の振興に寄与する事業

公共に寄与する事業

その他、市長が必要と認める

事業

伊予市双海地域の漁業の担

い手である漁業後継者で構

成する組織が漁業技術の向

上及び漁家経営の強化につ

いての研修や情報交換等積

極的な活動を行うことにより、

地域水産業の健全な発展を

図ることを目的とする。

地域で開催されるイベン

ト等に積極的に参加し、

活魚及び鮮魚の販売を

実施し、地元の魚食普

及を図る。また、漁協及

び周辺の清掃を定期的

に行い、環境美化に努

める。また、漁業技術の

向上を図るため、他県

等の先進地視察研修を

行い、本地区での漁業

経営の強化を図る。

59 49

伊予市魚食普

及活動費補助

金

農林水産課

団体運営

費補助

イベント・

大会補助

魚食普及活動を推進するた

めの事業

水産イベント事業等

伊予市において水産物の食

生活における重要性を見直

し、地域における魚の消費拡

大を図るため、魚食普及活動

を行う経費に対して補助する

ことを目的とする。

伊予地区及び双海地区

で獲れる魚の魚食普及

と消費拡大を図る。ま

た、各種イベントに参加

することにより、体験交

流学習を行い、海や魚

への関心を高める。

60 49

伊予市双海町

若い漁業者自

主研修活動事

業費補助金

農林水産課

団体運営

費補助

その他事

業費補助

産業の振興に寄与する事業

公共に寄与する事業

その他、市長が必要と認める

事業

伊予市双海地域の次世代を

担う若い漁業者で構成する組

織が、伊予市双海地域内に

おいて水産物の安定供給を

図るため当該漁業者が実施

する養殖方法、生産方法、出

荷方法の研修に資することを

目的とする。

先進地視察への参加や

実証試験への取組みに

より、中心的役割を担う

青年漁業者が育成さ

れ、その者を中心とした

グループ活動等により

資質の高い漁業後継者

が育成されている。

61 49

伊予市新規漁

業就業者定着

促進事業費補

助金

農林水産課

その他事

業費補助

漁協が県要領に基づいて新

規漁業就業者に対し、漁船を

取得する経費又は船燃料

代、種苗購入費その他漁業

に必要な消耗品購入費を支

援するのに必要な経費。

新規漁業就業者の定着促進

を図るため。

主力魚種を安定して漁

獲するために漁具に改

良や新たな漁場開拓な

どを実施するとともに漁

獲物の品質向上を図る

ことで漁業収入を増や

し、安定した漁家経営の

実現に寄与する。

62 49

伊予市水産漁

業振興事業補

助金

農林水産課

団体運営

費補助

イベント・

大会補助

漁村開発奨励事業

漁業技術導入事業

漁場整備事業

漁祭魚食普及事業

海岸灯維持管理事業

栽培漁業推進事業

伊予漁業協同組合が組織及

び運営基盤を強化充実し、積

極的な事業活動を行うことに

より、漁業の総合的な改善発

達を図ることを目的とする。

この漁業振興事業は漁

業の経営環境や生活環

境の安定向上に貢献

し、水域の保全による資

源の保護・増殖が推進

され、地域水産業の振

興と漁村地域の活性化

に必要不可欠なものを

なっており、本事業の活

用によって地域の重要

な栄養源供給産業とし

ての機能を高め、地域

経済の維持発展に大き

く貢献する。

63 50

伊予市漁港施

設改修事業費

補助金

農林水産課

建設事業

補助

漁港施設改修事業

施設構造物の撤去及び設置

施設構造物購入

その他市長が必要と認めたも

の

本市の水産業の振興を図る

ことを目的とする。

漁港施設及び施設構造

物等の改修を行うことに

より、作業の効率化及

び漁業の経営環境の安

定向上。

64 50

伊予市農業及

び漁業廃棄物

処理事業費補

助金

農林水産課

その他事

業費補助

漁業生産に伴うプラスチック

系廃棄物処理事業

漁業の振興並びに市民の生

活環境保全を図ることを目的

とする。

漁業生産に伴うプラス

チック系廃棄物を回収

処理経費を一部補助す

ることにより、漁業の振

興及び市民の生活環境

保全、生態系を含めた

海洋環境の保全を図

る。

65 51

浄化槽設置整

備事業補助金

都市住宅課

建設事業

補助

し尿及び生活排水を処理する

ための浄化槽の適正な設置

及び維持管理を行う者に対し

補助金を交付する。

公共用水域の水質保全及び

生活環境の改善を図ること

汚水処理人口の増加に

よる公共用水域の水質

保全及び生活環境の改

善

66 52

伊予市景観形

成推進事業費

助成金

産業建設部

都市住宅課

建設事業

補助

景観計画区域内の建築物の

建築等

景観重要建造物等の維持・

保存

その他良好な景観形成に著

しく寄与する事業

景観計画区域内の良好な景

観を形成する建築物の建築

等の支援

景観計画区域内の良好

な景観を形成する建築

物の建築等の推進
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補助金名

伊予市双海町

漁業協同組合

女性部対策事

業費補助金

伊予市双海町

漁業後継者対

策事業費補助

金

伊予市魚食普

及活動費補助

金

伊予市双海町

若い漁業者自

主研修活動事

業費補助金

伊予市新規漁

業就業者定着

促進事業費補

助金

伊予市水産漁

業振興事業補

助金

伊予市漁港施

設改修事業費

補助金

伊予市農業及

び漁業廃棄物

処理事業費補

助金

浄化槽設置整

備事業補助金

伊予市景観形

成推進事業費

助成金

廃止した場合の問題点 H28決算 H29決算 H30決算 R1予算

補助開始

年度

補助金の

構成等

交付先の

特定化

申請応募

方法

女性ならではの豊かな発想に基づく

企画や相互間交流等が図られなく

なることにより、今まで築かれてきた

漁村の環境及び魚食普及活動が維

持できなくなる可能性がある。

90 90 45 90

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

漁業後継者不足が問題となってい

る現在、漁業後継者の漁業技術の

向上及び情報公開等の機会の減退

を招く恐れがあり、地域の水産漁業

の減退につながる可能性がある。

360 360 360 360

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

市内の各種イベントへの参加や子

供、地域グループを対象とした魚料

理教室を実施することにより、地域

における魚の消費拡大を図り、海や

魚への関心を高め、魚食の普及努

めているため、地域の活性化の減

退及び海や魚への関心の低下につ

ながる可能性がある。

360 360 360 360

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

次代を担う若い漁業者の生産意欲

及び漁業技術の減退に繋がる可能

性がある。

225 225 225 225

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

漁業後継者不足が問題となってい

る現在、新規漁業就業者の定着促

進は対策を講じなければならない課

題である。新規漁業就業者の漁船

を取得する費用や漁船燃料代等を

補助することにより、新規漁業就業

者の負担軽減及び就業意欲の向上

に努めているため、補助金の廃止

により、新規漁業者の定着促進が

図られなくなる可能性がある。

― ― 1,494 4,200

平成30年

度

県・市

要綱等で

特定

特定の団

体対象

伊予市漁業組合では、漁村開発奨

励事業や漁業技術導入事業等様々

な水産漁業振興を行っており、伊予

市の水産漁業の振興及び発展、漁

村地域の活性化に必要不可欠なも

のとなっている。

2,300 2,300 2,300 2,300

平成20年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

漁港施設改修事業及び構造物購入

等については、高額な費用がかか

るため、補助金を廃止すると、漁業

協同組合及び使用者である漁業者

の生産意欲の減退及び漁業の効率

化が図れなくなる。

464 1,652 3,333 3,480

平成18年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

漁業生産に伴うプラスチック系廃棄

物を廃棄するためには、専門業者

への委託が必要であり、高額な費

用が発生する。補助金を廃止する

と、漁業者の負担が増加し、漁業者

の意欲の低下及び適切な処分が行

われなくなり、環境への配慮が怠ら

れる可能性がある。

188 252 224 320

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

公共下水道整備区域、集落排水整

備区域との格差ができる。

8,404 13,753 13,040 17,948

平成17年

度（合併

前平成4

年度）

国・県・市

要綱等で

特定

誰でも申

請可

建築費用の負担増により、景観に

配慮した建築物の建築等が抑制さ

れる。

老朽化した景観重要建造物等の維

持・保存が進まない。

0 0 4,030 0

平成28年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

誰でも申

請可
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補助金名

伊予市双海町

漁業協同組合

女性部対策事

業費補助金

伊予市双海町

漁業後継者対

策事業費補助

金

伊予市魚食普

及活動費補助

金

伊予市双海町

若い漁業者自

主研修活動事

業費補助金

伊予市新規漁

業就業者定着

促進事業費補

助金

伊予市水産漁

業振興事業補

助金

伊予市漁港施

設改修事業費

補助金

伊予市農業及

び漁業廃棄物

処理事業費補

助金

浄化槽設置整

備事業補助金

伊予市景観形

成推進事業費

助成金

必要性 必要性説明 公益性 公益性説明 有効性 有効性説明 公平性 公平性説明

非常に高

い

漁業経営を発展させる

ために女性の経営参画

が必要であり、女性の

能力を発揮させるため

学びの機会確保が重要

である。

やや高い

地元水産物の加工・販

売等の起業的経済活動

に積極的に取り組む漁

村女性グループを育成

する。

非常に高

い

総合的な支援・指導に

より、継続的な活動定

着を図り、地元水産物

の付加価値向上や漁家

経営の安定に結びつけ

る。

やや高い

補助金の性質から、対

象者は特定されている

ことから、公平性は保た

れている。

非常に高

い

漁業の担い手である漁

業後継者で構成する組

織が漁業技術の向上及

び漁家経営の強化につ

いての研修や情報交換

等積極的な活動を行う

ことにより、地域水産業

の健全な発展を図れ

る。

やや高い

他県等の先進地視察研

修を通して、本地区での

漁業経営の強化及び

リーダー的存在となるこ

とが期待できる。

非常に高

い

漁業後継者に対し、将

来を見据えた規模拡大

に対し、補助することに

より、後継者の漁業へ

の意欲を高めることがで

きる。

やや高い

補助金の性質から、対

象者は特定されている

ことから、公平性は保た

れている。

やや高い

伊予地区及び双海地区

で獲れる魚の魚食普及

と消費拡大を図るため

にも必要な補助である。

やや高い

魚食普及活動を行う経

費に対して補助すること

で、地域における魚の

消費拡大が期待でき

る。

やや高い

鱧まつり等イベント開催

やお魚料理教室の開催

し、魚食の普及推進を

図る。

やや高い

補助金の性質から、対

象者（シーフード協議

会）は特定されているこ

とから、公平性は保たれ

ている。

非常に高

い

次代の一次産業を担う

多様な人材の確保育成

を図るためにも必要な

補助である。

やや高い

若い漁業者たちが研修

を通して、地域のリー

ダー的存在となることが

期待できる。

非常に高

い

これからの漁業の担い

手となる青年漁業者に

対し、水産業に関する

技術及び知識の普及教

育を行い、漁業や漁村

の活性化に積極的に取

り組む意欲と能力のあ

る資質の高い漁業者を

育成する。

やや高い

補助金の性質から、対

象者は特定されている

ことから、公平性は保た

れている。

非常に高

い

漁獲物の品質向上を図

ることで漁業収入を増

やし、安定した漁家経営

の実現するためにも必

要な補助である。

やや高い

意欲と能力のある資質

の高い後継者の育成が

期待できる。

非常に高

い

主力魚種を安定して漁

獲するために漁具に改

良や新たな漁場開拓な

どを実施するとともに漁

獲物の品質向上を図

る。

やや高い

補助金の性質から、対

象者は特定されている

ことから、公平性は保た

れている。

非常に高

い

漁業の経営環境や生活

環境の安定向上に貢献

し、水域の保全による資

源の保護・増殖が推進

され、地域水産業の振

興と漁村地域の活性化

に必要不可欠な補助で

ある。

やや高い

地域の重要な栄養源供

給産業としての機能を

高め、地域経済の維持

発展に大きく貢献するこ

とが期待できる。

非常に高

い

漁業の活性化を図るた

め、水産多面的機能発

揮対策に資する取り組

みの推進を図ることが

できる。

やや高い

補助金の性質から、対

象者は特定されている

ことから、公平性は保た

れている。

非常に高

い

水産物の健全な発展及

びこれによる水産物の

安定供給を図るため、

水産基盤整備事業等に

より総合的かつ計画的

に施設整備を実施 して

きたところであるが、近

年、整備後の施設の老

朽化とともに、更新を必

要とする施設が増加し

てきている。

非常に高

い

経年劣化による老朽化

が著しく進行しており、

計画的な改修を行うこと

で漁業施設での危険を

未然に防止でき、漁業

者に安全な施設の提供

を図ることが期待でき

る。

非常に高

い

漁港施設及び施設構造

物等の改修を行うことに

より、作業の効率化及

び漁業の経営環境の安

定向上を図ることができ

る。

非常に高

い

補助金の性質から、対

象者は特定されている

ことから、公平性は保た

れている。

非常に高

い

漁業生産により排出さ

れる漁業廃棄物を適正

に処理を行うため必要

な補助である。

非常に高

い

海域の環境負荷を軽減

し、水質を保全する。

非常に高

い

漁業生産活動に伴うプ

ラスチック系廃棄物回

収・処理を行い、漁業の

振興及び市民生活環境

の保全を図る。

非常に高

い

補助金の性質から、対

象者は特定されている

ことから、公平性は保た

れている。

非常に高

い

汚水処理人口の増加に

より公共用水域の水質

保全及び生活環境の改

善につながる。

非常に高

い

単独浄化槽からの転換

については市民単位で

は生活上の不便はない

ため、補助金の存在が

転換のきっかけになる。

非常に高

い

浄化槽管理を個人管理

に統一したため、補助に

よる。

非常に高

い

公下・集排等の集合処

理地域住民との公平性

が保たれる。

非常に高

い

景観条例に基づく助成

金であり、景観計画区

域内の良好な景観を形

成する建築物の建築等

に必要な支援である。

非常に高

い

景観計画に適合した建

築物の建築等に対する

支援であり、景観計画

区域内の良好な景観の

形成が図られる。

非常に高

い

景観計画に適合した建

築物の建築等に有効で

ある。

個人の建築物に対する

助成であり、委託や直

接執行はできない。

非常に高

い

助成金の対象は、景観

法に基づき定められた

景観計画区域内の事業

としており、適正・公平

に実施されている。
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補助金名

伊予市双海町

漁業協同組合

女性部対策事

業費補助金

伊予市双海町

漁業後継者対

策事業費補助

金

伊予市魚食普

及活動費補助

金

伊予市双海町

若い漁業者自

主研修活動事

業費補助金

伊予市新規漁

業就業者定着

促進事業費補

助金

伊予市水産漁

業振興事業補

助金

伊予市漁港施

設改修事業費

補助金

伊予市農業及

び漁業廃棄物

処理事業費補

助金

浄化槽設置整

備事業補助金

伊予市景観形

成推進事業費

助成金

廃止② 廃止⑤ 廃止⑦ 縮小① 縮小② 縮小④ 該当数

× ○ ○ ○ × × 3

× ○ × ○ × × 2

× ○ × × × × 1

× ○ × × × × 1

× × × × × × 0

× ○ × × × × 1

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × × × × × 0
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番号

予算

番号

補助金名 担当部課

補助の種

類

事業内容 補助目的 期待される効果

67 52

伊予市景観形

成推進組織活

動費助成金

産業建設部

都市住宅課

その他事

業費補助

景観形成のための学集会、

計画づくり等の調査・研究活

動

景観形成のための研修会、

講演会の開催及び広報紙・事

例集作成等の啓発活動

その他良好な景観形成のた

景観計画区域内の良好な景

観の形成に資する活動の支

援

景観計画区域内の良好

な景観の形成に資する

活動の推進

68 53

木造住宅耐震

改修事業補助

金

都市住宅課

建設事業

補助

伊予市の区域内に存する木

造住宅の耐震改修に要する

経費

昭和56年5月31日以前に着工

された住宅の耐震化の促進

地震等による災害から、

市民の生命、身体及び

財産を保護するため、

建築物の耐震化

69 54

木造住宅耐震

診断業務補助

金

都市住宅課

建設事業

補助

・伊予市内に存する木造住宅

の耐震診断に要する経費

・派遣事業は、伊予市内に存

する木造住宅について、、診

断希望者から申請を受けた

市が業務委託契約を締結し

た建築士会に依頼し、耐震診

断技術者を申請者の住宅に

派遣し耐震診断を実施する。

昭和56年5月31日以前に着工

された住宅の耐震化の促進

地震等による災害から、

市民の生命、身体及び

財産を保護するため、

住宅の耐震化を促進す

る。

70 55

老朽空家除却

事業補助金

都市住宅課

建設事業

補助

補助対象者が行う老朽危険

空家の除却事業

老朽化して倒壊等のおそれ

のある危険な空家で、倒壊す

れば道路との境界を越え、避

難等に支障をきたす老朽危

険空き家の除却を促進する。

住環境の改善と地域の

防災力の確保を図る。

71 56

下水放流協力

金

土木管理課

義務的補

助

梢川ポンプ場、安広ポンプ

場、大谷ポンプ場からの放流

水に対する協力費

梢川、安広、大谷の各ポンプ

場から共同漁業権内へ雨水

を放流することについて、漁

業関係者の同意を得ると共

に、漁業振興を図る。

ポンプ場からの雨水排

水の放流に対して、漁

業関係者の合意形成と

漁業振興を図る。

72 57

伊予市次代を

担う若い農林

漁業就業促進

事業費補助金

農業振興課

その他事

業費補助

農業大学等における研修費

用を公益財団法人えひめ農

林漁業振興機構から借り受

けた就農研修資金の償還に

要する経費

新規就農者への研修費用の

償還費補助による定着支援

新規就農者の定着

73 57

伊予市農業及

び漁業廃棄物

処理事業費補

助金

農業振興課

その他事

業費補助

農業協同組合又は漁業協同

組合が、農業又は漁業生産

に伴うプラスチック系廃棄物

を回収処理する経費の一部

についての補助

農業及び漁業の振興並びに

市民の生活環境保全を図る。

産業廃棄物の再生処理

を行い環境保全を行うと

共に、農業・漁業の振興

を図る。

74 58

農業近代化資

金利子補給金

農業振興課

利子補給

補助

JA及び愛媛県と利子補給契

約を行った金融機関から利子

補給を認められた認定農業

者等が貸付を受けた場合の

融資利子に対する補給金

効率的かつ安定的な農業経

営の育成と共に、農業経営の

近代化と合理化による農業振

興を図ることを目的とする。

農業経営の近代化が図

られることによる経営合

理化による農業の生産

振興

75 59

伊予市農業活

性化緊急対策

事業費補助金

農業振興課

その他事

業費補助

・特産果樹の苗木導入（１品

種について、１戸当たり、柑橘

は４０本以上、落葉果樹及び

常緑果樹は１０本以上を導入

し、当該年度内に定植する場

合に限る。）

・堆肥導入（投入する受益面

積は１戸当たり１０ａ以上とす

る。１０ａ当たり投入量　バラ

堆肥２ｔ以上　袋詰堆肥５０袋

以上）

・高齢者栗剪定補助（高齢農

家が農業生産法人等の農作

業受託組織に委託する栗の

剪定作業）

本市独自の農業振興のた

め、特産果樹の優良品種導

入並びに生産技術の向上を

図ることによって産地化を推

進するとともに、消費者が求

める安全な農産物の生産振

興を図るため土づくりを推進

する等を目的とする。

本市独自の多様な農業

振興

76 60

伊予市環境保

全型農業直接

支援事業交付

金

農業振興課

その他事

業費補助

農業振興地域内で取り組む

減農薬や有機農業等の環境

保全型農業

地球温暖化防止、生物多様

性保全に効果の高い農業活

動の普及拡大

環境型農業の普及拡大

77 61

伊予市農業次

世代人材投資

事業費補助金

農業振興課

その他事

業費補助

就農後5年未満の青年等就

農計画の認定を受けた者の

内、補助金交付要綱に掲げる

要件を全て満たした新規就農

者の就農後、5年間の生計費

用

新規就農者の確保による地

域農業振興

新規就農者の確保によ

る地域担い手の育成

78 62

伊予市次世代

ファーマーサ

ポート事業費

補助金

農業振興課

その他事

業費補助

就農準備研修支援

就農定着支援

新規就農者の確保・育成

新たな担い手の支援シ

ステムの構築及び新規

就農者の確保・定着や

優良農地の維持強化に

よる本市の活性化
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補助金名

伊予市景観形

成推進組織活

動費助成金

木造住宅耐震

改修事業補助

金

木造住宅耐震

診断業務補助

金

老朽空家除却

事業補助金

下水放流協力

金

伊予市次代を

担う若い農林

漁業就業促進

事業費補助金

伊予市農業及

び漁業廃棄物

処理事業費補

助金

農業近代化資

金利子補給金

伊予市農業活

性化緊急対策

事業費補助金

伊予市環境保

全型農業直接

支援事業交付

金

伊予市農業次

世代人材投資

事業費補助金

伊予市次世代

ファーマーサ

ポート事業費

補助金

廃止した場合の問題点 H28決算 H29決算 H30決算 R1予算

補助開始

年度

補助金の

構成等

交付先の

特定化

申請応募

方法

地域の自主的な景観活動が縮小す

る。

0 50 10 50

平成28年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

伊予市耐震改修促進計画では、県

計画を踏まえ、現状の住宅の耐震

化約72.0％を平成32年度末に90％

とすることを目標としている。地震等

による災害から、市民の生命、身体

及び財産を保護するため、建築物

の耐震化を継続的に取り組んでいく

事が困難となってくる。

3,420 5,700 3,034 5,700

平成23年

度

国・県・市

要綱等で

特定

公募

伊予市耐震改修促進計画では、県

計画を踏まえ、現状の住宅の耐震

化約72.0％を平成32年度末に90％

とすることを目標としている。地震等

による災害から、市民の生命、身体

及び財産を保護するため、建築物

の耐震化を継続的に取り組んでいく

事が困難となってくる。

40 120 40 200

平成16年

度

国・市

要綱等で

特定

公募

本市においても住宅の老朽化や敷

地内の草木の繁茂等に対する市民

からの相談件数は増加傾向にあ

る。適切な管理がなされていない空

家等は、倒壊等の危険だけでなく、

衛生面、景観面、防犯面等のさまざ

まな問題を地域に引き起こすため、

老朽化した空家の除却を進めること

0 2,340 5,811 8,000

平成29年

度

国・県・市

要綱等で

特定

公募

昭和44年6月4日締結の「下水放流

協定書」を反故することになり、漁業

関係者の反発が起こり協力が得ら

れなくなる。

1,703 1,703 1,602 1,602

昭和44年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

県下各自治体が本事業を実施して

おり、他市町との整合が図れない。

併せて就農意欲の減退に繋がる可

能性がある。

190 120 120 120

平成19年

度

県・市

要綱等で

特定

誰でも申

請可

農業用廃棄プラスチックの再生利用

が図られにくくなる。また焼却処分

等、環境問題が多発する可能性が

高い。

980 911 952 952

平成17年

度

市単独補

助

特定・固

定してい

ない

特定の団

体対象

法で定められた利子補給金である

ため廃止は考えられない。

145 174 135 217

平成17年

度

国・県・市

要綱等で

特定

誰でも申

請可

本市の多様な農業形態に即した唯

一の独自の農業振興支援措置であ

り、本市農業の独自性が損なわれ

る。

4,844 4,882 4,204 5,028

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

誰でも申

請可

法で定められた日本型直接支払制

度であり、廃止検討の余地は無い。

670 777 768 1,206

平成23年

度

国・県・市

要綱等で

特定

誰でも申

請可

本事業は、就農者確保対策での国

策として就農意欲の喚起に大きく貢

献しているものであり、国事業の廃

止による事以外での廃止は考えら

れない。

13,500 14,250 14,625

平成25年

度

国・県の

み

要綱等で

特定

認定新規就農者の早期経営安定の

ための県事業として各市町で取り組

まれており、本市のみが廃止検討

する余地は無い。

5,253 7,939 4,645

平成29年

度

国・県・市

要綱等で

特定

誰でも申

請可
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補助金名

伊予市景観形

成推進組織活

動費助成金

木造住宅耐震

改修事業補助

金

木造住宅耐震

診断業務補助

金

老朽空家除却

事業補助金

下水放流協力

金

伊予市次代を

担う若い農林

漁業就業促進

事業費補助金

伊予市農業及

び漁業廃棄物

処理事業費補

助金

農業近代化資

金利子補給金

伊予市農業活

性化緊急対策

事業費補助金

伊予市環境保

全型農業直接

支援事業交付

金

伊予市農業次

世代人材投資

事業費補助金

伊予市次世代

ファーマーサ

ポート事業費

補助金

必要性 必要性説明 公益性 公益性説明 有効性 有効性説明 公平性 公平性説明

非常に高

い

景観条例に基づく助成

金であり、地域の景観

活動の推進に必要な支

援である。

非常に高

い

景観形成推進組織に対

する支援であり、組織の

育成により地域の自主

的な景観活動が期待で

きる。

非常に高

い

地域の景観活動の推進

に有効である。

地域の自主的な活動を

支援しており、委託や直

接執行はなじまない。

非常に高

い

助成金の対象は、景観

条例に基づき認定され

た組織の活動としてお

り、適正・公平に決定さ

れている。

非常に高

い

地震等による災害から、

市民の生命、身体及び

財産を保護するため、

木造住宅の耐震化を継

続的に取り組んでいく必

要がある。

非常に高

い

伊予市耐震改修促進計

画では、県計画を踏ま

え、現状の住宅の耐震

化約72.0％を平成32年

度末に90％とすることを

目標としており木造住宅

の耐震化を継続的に取

り組んでいく必要があ

る。

非常に高

い

地震に対する住宅の安

全性の向上を図る。

やや高い

補助金の性質から、対

象者は特定されている

ことから、公平性は保た

れている。

非常に高

い

地震等による災害から、

市民の生命、身体及び

財産を保護するため、

木造住宅の耐震化を継

続的に取り組んでいく必

要がある。

やや高い

伊予市耐震改修促進計

画では、県計画を踏ま

え、現状の住宅の耐震

化約72.0％を平成32年

度末に90％とすることを

目標としており木造住宅

の耐震化を継続的に取

り組んでいく必要があ

る。

非常に高

い

地震に対する住宅の安

全性の向上を図る。

非常に高

い

補助金の性質から、対

象者は特定されている

ことから、公平性は保た

れている。

非常に高

い

住宅の老朽化や敷地内

の草木の繁茂等に対す

る市民からの相談件数

は増加傾向にある。老

朽化した空家の除却を

進める必要がある。

やや高い

適切な管理がなされて

いない空家等は、倒壊

等の危険だけでなく、衛

生面、景観面、防犯面

等のさまざまな問題を地

域に引き起こすため、老

朽化した空家の除却を

進める必要がある。

非常に高

い

老朽化して倒壊等の危

険がある空家の除却に

より、地域の住環境の

向上を図る。

非常に高

い

補助金の性質から、対

象者は特定されている

ことから、公平性は保た

れている。また、現地調

査で老朽度を判定し、、

適正・公平に決定してい

る。

やや高い

各ポンプ場設置時に、

生活雑排水を直接海域

に流出させることで漁獲

に影響があると判断し

たため、伊予漁業協同

組合と下水放流協定を

締結しており、漁業関係

者の同意を得ると共に、

漁業振興を図る必要が

ある。

やや高い

協定を結び協力金の支

払いをすることで放流し

ていることから、生活雑

排水の処分に関し公益

性は保たれている。

やや低い

協定を結び協力金の支

払いをすることで放流し

ていることから、生活雑

排水の処分に関し有効

性は保たれている。

やや高い

適正な計算により額を

決定し根拠のある内容

であり、公平に決定され

ている。

やや高い

農業研修経費の償還補

助を行うことは就農者確

保のため必要な事業で

ある。

やや高い

農地の保全管理が図ら

れ多面的機能の維持が

期待できる。

やや高い

就農初期の経営が不安

定な時期での償還金補

助はその後の農業経営

安定化に向け効果的で

あり、委託や直接事業

には馴染まない。

非常に高

い

一定の知識・技術習得

者に対する支援であり、

公平性は保たれてい

る。

非常に高

い

JAえひめ中央管内自治

体と同様に農業廃棄プ

ラスチック処理を実施し

ており、適正処分に必

要な補助である。

やや高い

処理後には再生利用さ

れており、環境保全に

資する効果は高い。

やや高い

廃棄物の一括回収・処

分により効果的な収集

が図れる。また、直営等

には適さない。

やや高い

補助金の特性から、一

次産業従事者に対象が

特定されていることから

公平性は保たれてい

る。

非常に高

い

法・条例・要綱に基づく

契約よる利子補給を行

う裁量の余地がない事

業である。

非常に高

い

継続的な農業経営を促

進することで地域保全

に大きく貢献するもので

ある。

非常に高

い

法・条例・要綱に基づく

事業であり、委託及び

直接執行は考えられな

い。

非常に高

い

法・条例・要綱に基づく

契約よる利子補給を行

う裁量の余地がない事

業である。

非常に高

い

本市独自の農業振興を

図るべき措置であり継

続支援の必要性は高

い。

やや高い

農業振興による関連す

る事業への波及効果は

高く民間事業者では成

し得ない。

非常に高

い

特産品目の精査は叶っ

ており高い効果が得ら

れている。

やや高い

一定以上の受益を要件

としており、公平性は適

正かつ公平に決定され

ている。

非常に高

い

国土・環境保全に資す

る国策であり、必要性は

高い。

非常に高

い

法に基づく国策として全

てに市民が利益の実現

を得るものである。

非常に高

い

委託・直接施工にはそぐ

わない。

非常に高

い

現地確認等により、実

施確認をされており適

正・公平に決定・実行さ

れている。

非常に高

い

就農初期の生計費支給

は、就農意欲を喚起し

新規就農者の確保に大

きく貢献するものであ

り、必要性は高い。

非常に高

い

新たな農業者が地域で

就農することで、地域担

い手の確保に繋がるこ

とが期待される。

非常に高

い

継続し独立自営就農の

妥当性は審査会で審査

しており、高い効果が期

待できる。また、事業の

性質から委託や直営は

馴染まない。

非常に高

い

事業の特性から対象者

は特定されており、審査

会を通じて公平・公正に

決定されている。

非常に高

い

担い手の確保は必要で

あり、本事業が継続され

る期間は活用した支援

の必要性がある。

非常に高

い

事業要綱で定めれた補

助であり、民間事業者

は実施できない。

非常に高

い

事業効果は十分に期待

でき、委託や直接執行

には馴染まない。

非常に高

い

対象者は限定されてお

り、また県の事業計画

の承認を受ける必要が

あるため、適性・公正に

決定されている。
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補助金名

伊予市景観形

成推進組織活

動費助成金

木造住宅耐震

改修事業補助

金

木造住宅耐震

診断業務補助

金

老朽空家除却

事業補助金

下水放流協力

金

伊予市次代を

担う若い農林

漁業就業促進

事業費補助金

伊予市農業及

び漁業廃棄物

処理事業費補

助金

農業近代化資

金利子補給金

伊予市農業活

性化緊急対策

事業費補助金

伊予市環境保

全型農業直接

支援事業交付

金

伊予市農業次

世代人材投資

事業費補助金

伊予市次世代

ファーマーサ

ポート事業費

補助金

廃止② 廃止⑤ 廃止⑦ 縮小① 縮小② 縮小④ 該当数

× × ○ × × ○ 2

× × × × × × 0

× × ○ × × × 1

× × × × × × 0

○ × × × × × 1

× × × × × ○ 1

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × × × × ○ 1

× × × × × × 0
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番号

予算

番号

補助金名 担当部課

補助の種

類

事業内容 補助目的 期待される効果

79 63

伊予市青年農

業者協議会補

助金

農業振興課

団体運営

費補助

団体の活動に要する経費（事

業費、会議費等）

伊予市の農業を担う青年農

業者が、事業や交流、情報・

技術交換などを通して連携を

密にし、地域農業問題の改

善、経営基盤の強化を図るこ

とを目的とする。

自己経営の充実強化を

図ると共に、総合的な研

修や情報交換の実施並

びに組織としての活動

の活性化、会員相互の

連携によりる農業振興

が図られる。

80 63

伊予市中山町

農業者協議会

補助金

農業振興課

団体運営

費補助

団体の活動に要する経費（事

業費、会議費等）

中山町において、農業者協議

会が円滑な活動を実施し会

員の育成を図ることを目的と

する。

中山町において、力強

い農業を担うための組

織的な技術研鑽と情報

交換の実施により、農

業振興が図られる。

81 63

伊予市認定農

業者協議会補

助金

農業振興課

団体運営

費補助

総会等協議、情報交換会、先

進地等視察、研修会開催等

農業経営基盤強化促進法

（以下「法」という。）に基づき

効率的かつ安定的な年間労

働時間及び生涯所得を他産

業並みと同等以上となる農業

経営の確立を目的とする。

農業従事者の生産技術

の向上、経営ロスの是

正、労働日数の抑制等

による一次産業の振興

が図られることで、地域

担い手が育成されること

で市の活性化が得られ

る。

82 63

伊予農業高等

学校農業教育

推進協議会補

助金

農業振興課

団体運営

費補助

農業教育充実事業、人材育

成事業、地域貢献事業、、学

校開放事業

地域に関わりの深い、伊予市

民から必要とされる学校づくり

を進めていくための農業教育

を振興することを目的とする。

農業教育の充実と共

に、地域貢献の意識を

持つ人材育成が図ら

れ、学校開放行事、地

域貢献事業の開催に

よって保育所やその他

公共施設等、地域と密

接な関係を持つ教育現

場の確立により図られ

る本市の活性化

83 63

伊予市農業共

済事業費補助

金

農業振興課

団体運営

費補助

愛媛県農業共済組合が農業

災害補償法（昭和２２年法律

第１８５号）に基づく農作物共

済、家畜共済事業等に要する

経費

農業者の自然災害等による

収入減の緩和により農業経

営の安定を図る。

農業共済組合が効率的

に運営されることで、農

業者の自然災害等によ

る減収が緩和されること

によって得られる農業振

興による本市の活性化

84 64

伊予市生活研

究協議会補助

金

農業振興課

団体運営

費補助

総会等協議、先進地等視察、

研修会開催、農産物販売事

業等

農家生活の改善と農業改良

の学習及び実践を主体的に

行う女性グループが、互いの

技術交換や交流によってより

良い生活と生産の改善を図る

ことを目的とする。

健康で充実した家庭と

活力ある農山漁村社会

の創出

85 64

伊予市農山漁

村男女共同参

画社会づくり

推進協議会補

助金

農業振興課

団体運営

費補助

総会等協議、先進地等視察、

研修会開催

すべての農山漁村女性が一

体となり、社会のあらゆる分

野へ男女が平等に共同して

参画することができる男女共

同参画社会を実現することを

目的とする。

農山漁村における男女

共同参画社会の実現に

向けた意識醸造

86 65

伊予市次世代

につなぐ果樹

産地づくり推

進事業費補助

金

農業振興課

その他事

業費補助

ブランド産品の生産力強化に

つながる高品質生産に必要

な施設等の整備

加工用原料用果実生産コスト

削減のための施設等の整備

省力化、低コスト化、気象災

害、鳥獣害防止等に必要な

施設機械等の整備

キウイフルーツの改植による

伐採に必要な果樹棚の補

修、補強及び再設置

集出荷貯蔵機械、新商品製

造販売機器等の整備

愛媛県果樹農業振興計画

（平成２８年３月策定）の基本

理念のもと、労働力や担い手

の確保、園地力強化、商品力

向上を図り、次世代につなぐ

果樹産地の育成を図ることを

目的とする。

労働力や担い手の確

保、園地力強化、商品

力向上

87 65

伊予市キウイ

フルーツ生産

力強化事業費

補助金

農業振興課

その他事

業費補助

キウイフルーツ改植による伐

採で必要となる果樹棚の補

修・補強等に行う支援

かいよう病の影響や老木園

の増加により生産量が減少

傾向にあるキウイフルーツに

ついて、改植支援等と連携し

た果樹棚の補修・補強等の支

援による産地の維持強化を

目的とする。

キウイフルーツ生産の

維持拡大による農業振

興

88 66

伊予市鳥獣害

防止施設整備

事業費補助金

農業振興課

その他事

業費補助

農作物の被害防止を図るた

め実施する、鳥獣類の被害防

止施設の整備に要する経費

補助

農作物の被害防止による農

業所得の確保

有害鳥獣による農作物

への被害の防止を図る

ことで農業振興を図る。

89 66

伊予市鳥獣被

害防止総合対

策事業費補助

金

農業振興課

その他事

業費補助

ソフト事業（箱わな購入、狩猟

免許初心者講習会受講費、

鳥獣害防止研修会、その他）

有害鳥獣の捕獲活動事業（イ

ノシシなど指定有害鳥獣の捕

獲）

当該補助により野生鳥獣によ

る被害防止対策の充実、強

化を図るとともに、関係機関

の連携の下、総合的な被害

防止体系を確立し、農林業の

被害軽減等に資することを目

的とする。

有害鳥獣による農林業

の被害軽減（市街地で

の市民の安全確保）

90 66

伊予市有害鳥

獣捕獲隊育成

支援事業

農業振興課

その他事

業費補助

捕獲隊等の組織化・機能維

持及び捕獲技術の向上に要

する経費

有害鳥獣捕獲隊等の組織化

の促進及び捕獲技術の向上

の取組を支援することにより、

野生鳥獣による農林作物等

被害の軽減を図ることを目的

とする。

捕獲隊組織の維持・促

進による有害鳥獣の適

切な個体数調整による

農林業の被害軽減（市

街地での市民の安全確

保）
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補助金名

伊予市青年農

業者協議会補

助金

伊予市中山町

農業者協議会

補助金

伊予市認定農

業者協議会補

助金

伊予農業高等

学校農業教育

推進協議会補

助金

伊予市農業共

済事業費補助

金

伊予市生活研

究協議会補助

金

伊予市農山漁

村男女共同参

画社会づくり

推進協議会補

助金

伊予市次世代

につなぐ果樹

産地づくり推

進事業費補助

金

伊予市キウイ

フルーツ生産

力強化事業費

補助金

伊予市鳥獣害

防止施設整備

事業費補助金

伊予市鳥獣被

害防止総合対

策事業費補助

金

伊予市有害鳥

獣捕獲隊育成

支援事業

廃止した場合の問題点 H28決算 H29決算 H30決算 R1予算

補助開始

年度

補助金の

構成等

交付先の

特定化

申請応募

方法

当協議会は伊予地区及び愛媛県組

織の下部組織である。

就農後の研修等の技能及び知識習

得、情報交換等を行っており、就農

後の経営安定を図るために有益な

取組を行っており、その支援が損な

われることで、就農後のアフターフォ

ローに支障が生じる。

225 225 225 200

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

誰でも申

請可

当協議会は、中山地区の高齢者の

栗園地選定作業の受託先であると

共に、農業者のそれぞれ異なる農

繁期の作業の相互支援を展開して

おり、その機能性を損なう可能性が

ある。

180 180 180 160

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

農業経営基盤強化促進法による本

市基本構想に基づく目標達成のた

めに、会員間での情報共有や相互

研鑽、市が行う情報提供の組織的

取組が損なわれることで、農業と

いった閉鎖的事業者が時流に即し

た情勢等の把握体制が損なわれ

る。

270 270 270 240

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

農業後継者の育成を図りつつ、農

業教育の一環として行う各事業は、

本市の行う各種事業に直結してい

るもの以外にも各種団体、期間と連

携して行っているもの多く、事業廃

止による影響は大きい。

1,000 1,000 1,000 900

平成26年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

当事業は、県下全市町が農業共済

が行う事業に要する支援として行っ

ている補助であり県下の統一性が

損なわれる。合併し県下各地域の

共済組合が一つとなったことで、農

業共済事業のより効率的な推進を

図り、農業者支援に努める体制に

支障が生じる。

634 634 511 511

平成28年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

農業振興を図る上で、地域毎の各

種グールプの連携・情報及び意見

交換などにより行う事業の継続が危

ぶまれることで、農村生活における

生活改善に著しい停滞が生じる。

360 360 360 320

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

農産漁村に特定した男女共同社会

の推進は意識醸造が図られにくい。

ただ男女共同参画推進団体として

は市内唯一の団体であるため、当

協議会を包括した組織づくりが望ま

れる。

360 360 300 300

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

県実施事業に基づく補助であり、事

業実施期間で廃止の余地は無い。

10,449 3,194 24,688 8,577

平成28年

度

県・市

要綱等で

特定

特定の団

体対象

平成30年度に創設された県事業で

あるが平成31年度より他事業に包

括されたことから平成30年度をもっ

て廃止

170 0

平成30年

度

国・県の

み

要綱等で

特定

特定の団

体対象

特に中山間地域で多かった有害鳥

獣による農作物被害は、近年では

平地農地にも拡大しており、農業者

の自衛範囲は拡大しているため、継

続支援は不可欠である。

2,891 4,523 1,200 4,895

平成22年

度

県・市

要綱等で

特定

特定の団

体対象

本事業における被害防止は、農作

物への対処にとどまらず、市街地へ

イノシシが現れた場合の対処等、市

民の安全確保に必要不可欠な事業

であり、廃止は考えられない。

7,898 5,949 9,993 7,069

平成22年

度

国・市

要綱等で

特定

特定の団

体対象

狩猟免許更新等に要する経費は猟

友会員の大きな負担となっており、

併せて高齢化が著しい猟友会員数

が激減することが考えられ、捕獲隊

機能の維持が困難となる。

900 948 833 1,052

平成27年

度

県・市

要綱等で

特定

特定の団

体対象
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補助金名

伊予市青年農

業者協議会補

助金

伊予市中山町

農業者協議会

補助金

伊予市認定農

業者協議会補

助金

伊予農業高等

学校農業教育

推進協議会補

助金

伊予市農業共

済事業費補助

金

伊予市生活研

究協議会補助

金

伊予市農山漁

村男女共同参

画社会づくり

推進協議会補

助金

伊予市次世代

につなぐ果樹

産地づくり推

進事業費補助

金

伊予市キウイ

フルーツ生産

力強化事業費

補助金

伊予市鳥獣害

防止施設整備

事業費補助金

伊予市鳥獣被

害防止総合対

策事業費補助

金

伊予市有害鳥

獣捕獲隊育成

支援事業

必要性 必要性説明 公益性 公益性説明 有効性 有効性説明 公平性 公平性説明

非常に高

い

就農後の定着支援を行

う組織的に行う補助であ

り必要性は高い。

やや高い

県・伊予地区組織の下

部組織であり、民間事

業者では実施できない。

やや高い

上部団体主催の研修会

へも積極的に参加し、高

い効果が期待できる。ま

た、委託や直接執行に

は馴染まない。

やや高い

団体の会員は特定され

ており、公平性は保た

れている。

やや高い

中山地域の栗剪定事業

の担い手集団であり、

地域特産品の振興を図

る上で必要な団体であ

る。

やや高い

農業者組織への集団的

な支援は必要な措置で

あり、民間事業者では

実施できない。

やや高い

H30年度においては、地

域ｲﾍﾞﾝﾄへの出店が成

されなかったが、継続し

たｲﾍﾞﾝﾄ出店等による自

主財源の確保と地域振

興を行う予定である。

やや低い

市町合併前から続く旧

町次代からの補助であ

り、伊予市認定農業者

協議会への編入を試み

たが叶わず、独自事業

を行っている。

やや高い

市の基本構想における

目標達成に向け、組織

的な情報の提供や研鑽

場の必要性は高く、継

続支援は必要である。

やや高い

農業者への支援措置と

して、個別支援では効

率性が低いことから、団

体支援は必要である。

また、民間事業者での

実施は難しい。

やや高い

特にJA出荷者以外の農

業者が属する組織は少

なく、当団体での事業効

果は高い。

やや高い

県、伊予地区の下部組

織であるため、県下で行

われる事業参加等、公

的な運用が図れてい

る。

やや高い

農業関連人材の育成と

併せて地域貢献が図ら

れており、市民ニーズに

適応した事業である。

やや高い

県立高校が行う各種事

業であり、広く市民に貢

献するものであり、民間

事業者では成し得な

い。

非常に高

い

市内関係機関・施設等

とも連携・関連する事業

を展開しており、その効

果は高い。

非常に高

い

県立高等学校が行う職

業教育においての拡充

を図る事業であり、公平

性は確保されており、適

性・公平に決定されてい

る。

非常に高

い

農業経営の安定化を図

る事業であり、継続支援

の必要がある。

やや高い

法に基づく共済事業へ

の支援であり、民間事

業者では実施できない。

やや高い

県下市町が全て実施し

ている支援であり、委託

や直接執行には馴染ま

ない。

やや高い

特定の団体への支援で

あり、公平性は保たれて

いる。

やや高い

農産漁村におけるリー

ダーの育成のために

は、実践活動に基づく必

要があり、継続した支援

は不可欠である。

やや高い

市内女性グループ自ら

が行う取組が重要であ

り、民間事業者での実

施は考えられない。

やや高い

効果・効率性を高めた

事業を行っており、会員

の意識高揚による生活

改善が期待でき、委託

や直性施行は馴染まな

い。

やや高い

特定趣旨を持つ団体へ

の補助であるため、公

平性は確保されている。

非常に高

い

農産漁村における男女

共同参画の推進は極め

重要であるが、当該団

体を包括する市全体で

の新たな組織作りが望

まれる。

やや高い

農産漁村の女性自らが

行う取組は重要であり、

民間事業者での実施は

考えられない。

やや低い

現在の事業展開での意

識向上は図りづらく、費

用対効果が期待できる

取組を行う必要はある

が、本来趣旨を鑑みた

場合に委託や直性施行

は馴染まない。

やや低い

特定趣旨を持つ団体へ

の補助であるため、公

平性は確保はされてい

る。

非常に高

い

愛媛県果樹農業振興計

画の達成に向けた県事

業であり、継続支援は

必要である。

非常に高

い

果樹産地づくりとして一

定以上の受益者を要す

るJAへの支援であり、

民間事業者での実施は

難しい。

非常に高

い

一定規模以上の産地維

持・各大の効果が期待

でき、委託や直接施行

には馴染まない。

非常に高

い

愛媛県による事業計画

承認がなされており、適

正・公平な決定がされて

いる。

非常に高

い

県産キウイフルーツ生

産面積維持を図る上で

必要な助成措置であり、

3カ年の限定支援は必

要である。

非常に高

い

振興品目を対象とした

事業であり、公益性は

高く、民間事業者実施

には馴染まない。

非常に高

い

産地維持を図る上で、

高い効果が得られてい

おり、直接執行や委託

での実施は馴染まな

い。

非常に高

い

政策支援措置として公

平性は確保できている。

また、県による事業承認

を得ており適正・公平に

決定されている。

非常に高

い

各大する鳥獣被害を防

止する自衛手段として

必要不可欠な事業であ

る。

非常に高

い

農業者自らが行う自衛

措置への一部補助とし

て公益性は高い。

非常に高

い

農作物の鳥獣被害防止

は、受益者自らが行うこ

とが最も効果が高く、委

託や直接執行には馴染

まない。

非常に高

い

補助金の性質から対象

者は農業者に限定され

ているが、県への計画

承認をうけており適性・

公平に決定されている。

非常に高

い

各大する鳥獣被害への

対処として必要不可欠

な事業である。

非常に高

い

各地域猟友会だけでは

なく、地域一体となった

取組が必要であり、民

間事業者では実施出来

ない。

非常に高

い

有害捕獲は、有資格者

のみ実施できるため委

託・直接執行は適さな

い。

非常に高

い

補助金の性質から対象

者は限定されていること

から公平性は確保され

ている。

非常に高

い

有害鳥獣個体数調整へ

の対処として必要不可

欠な事業である。

非常に高

い

各地域において捕獲隊

が機能することは被害

軽減に重要な事項であ

り、民間事業者では実

施出来ない。

非常に高

い

捕獲隊は、狩猟免許取

得者のみで構成されて

おり委託・直接執行は

適さない。

非常に高

い

補助金の性質から対象

者は限定されていること

から公平性は確保され

ている。
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補助金名

伊予市青年農

業者協議会補

助金

伊予市中山町

農業者協議会

補助金

伊予市認定農

業者協議会補

助金

伊予農業高等

学校農業教育

推進協議会補

助金

伊予市農業共

済事業費補助

金

伊予市生活研

究協議会補助

金

伊予市農山漁

村男女共同参

画社会づくり

推進協議会補

助金

伊予市次世代

につなぐ果樹

産地づくり推

進事業費補助

金

伊予市キウイ

フルーツ生産

力強化事業費

補助金

伊予市鳥獣害

防止施設整備

事業費補助金

伊予市鳥獣被

害防止総合対

策事業費補助

金

伊予市有害鳥

獣捕獲隊育成

支援事業

廃止② 廃止⑤ 廃止⑦ 縮小① 縮小② 縮小④ 該当数

× ○ × × × × 1

○ ○ × ○ × × 3

× ○ × ○ × × 2

× × × × × × 0

× × ○ × × × 1

× ○ × × × × 1

○ ○ × × × × 2

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × × × × ○ 1
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番号

予算

番号

補助金名 担当部課

補助の種

類

事業内容 補助目的 期待される効果

91 67

柑橘放任園害

虫対策事業費

補助金

農業振興課

その他事

業費補助

対象となる害虫対処となる追

加防除に要する薬剤費の一

部及び耕作を放任する柑橘

園地の伐採費の一部の補助

園地の適正管理による柑橘

の生産振興

本市及び本県柑橘の風

評被害の発生抑制

92 68

伊予市紅い

雫・さくらひめ

生産拡大支援

事業費補助金

農業振興課

その他事

業費補助

県推奨品種である苺「赤い

雫」及びデルフィニウム「さくら

ひめ」について、新規栽培時

等の種苗や品質向上技術の

導入及び優良種苗供給体制

の整備を支援

県推奨品種である苺「赤い

雫」及びデルフィニウム「さくら

ひめ」の生産拡大

県推奨品種である苺

「赤い雫」及びデルフィ

ニウム「さくらひめ」の生

産拡大とブランド認知度

の向上による高価格販

売からなる農業振興

93 69

伊予市経営体

育成支援事業

費補助金

農業振興課

その他事

業費補助

①　被災まで使用していた農

業用施設の再建・修繕(農業

用ﾊｳｽ、ﾓﾉﾚｰﾙ、加工施設

等)

②　被災まで使用していた農

業用機械の再取得・修繕(ｺﾝ

ﾊﾞｲﾝ、野菜収獲機、ﾌﾞｰﾑｽﾌﾟ

ﾚｰﾔ等)

③　農業用ﾊｳｽ等に流入した

土砂撤去(他事業の対象と成

らないもの)

④　被災した農産物の生産に

平成30年7月豪雨被害を受け

た農業者が、農業経営を維持

していくために必要な農産物

の生産・加工施設の復旧等

の経費を支援することで、被

災農家の営農継続を図る。

被災農業者の速やかな

営農再開への支援によ

る営農継続

94 69

伊予豪雨被害

営農継続緊急

支援事業費補

助金

農業振興課

その他事

業費補助

１　被害を受けた農作物の樹

（草）勢回復、病害等防除、植

え直し（種苗・農薬・肥料・資

材代等）

２　当年産米の収穫調製等の

委託（コンバイン、乾燥調製

施設等が被災した場合の作

業委託料）

３　防除・かん水作業の委託

又は応急的な代替機械等の

購入

４　被災ほ場等の応急的な復

旧のための機械等のレンタル

平成30年7月豪雨被害を受け

た農業者が、被災園地の復

旧等のための応急的対処に

要する経費を支援すること

で、被災農家の営農継続を図

る。

被災農地への速やかな

応急対処に要する経費

への支援による営農継

続

95 69

伊予市鳥獣害

防止施設復旧

事業費補助金

農業振興課

その他事

業費補助

平成３０年７月豪雨により被

災した、野生鳥獣による農作

物被害を防止するための施

設の再整備

平成30年梅雨期における豪

雨及び暴風雨により破損、損

失した鳥獣害防止施設農業

被害の再整備により野生鳥

獣による農作物被害の防止

機能を維持し、被災農家の営

農継続を目的とする。

平成30年度梅雨期にお

ける豪雨等により被災し

た施設復旧による野生

鳥獣による農作物被害

の防止機能の復旧によ

る農業振興

96 70

伊予市経営所

得安定対策推

進事業費補助

金

農業振興課

義務的補

助

国制度に基づき地域水田農

業の再生を図るために行う

米・麦・飼料作物等、土地利

用型作物及びその他の作物

の計画的生産の推進

国策の推進のために必要な

事務的経費の支出による円

滑な事業推進を目的とする。

地域水田農業の再生及

び振興

97 71

伊予市米政策

改革支援事業

費補助金

農業振興課

義務的補

助

水田フル活用の高度化支援

のためのはだか麦生産拡大

に係る種子購入費への補助

Ｈ30からの新たな米政策を受

け、愛媛県が各市町が行う水

田農業振興の戦略的な展

開、実践のため実施する水田

農業の活力創造を支援し、

以って農家経営の安定化を

図ることを目的とする。

円滑な県産裸麦の品種

転換（マンネンボシ→ハ

ルヒメボシ）

98 72

伊予市中山間

地域等直接支

払交付金

農業振興課

その他事

業費補助

中山間地期において、農用地

を維持・管理してゆくための取

決め（協定）を締結した集落

等が農業生産活動等を行う

場合に面積に応じて一定額を

交付する。

中山間地域の農業・農村おけ

る農業生産行為等の継続と、

水源かん養機能、洪水防止

機能等の役割が果たされ、下

流部を含む多くの住民の生

命・財産と豊かな暮らしを守る

ことを目的とする。

5年間、1ha以上の面積

の農業生産地域の保

全・維持が期待できる。

99 73

伊予市グリー

ン・ツーリズム

推進協議会補

助金

農業振興課

団体運営

費補助

団体の活動に要する経費（事

業費、会議費等）

グリーン・ツーリズムを推進す

るため、実践者と各支援者等

が研鑽を深め、相互連携を図

り、農林漁業の体験や地域の

情報発信等、農山漁村地域

の活性化に寄与することを目

的とする。

都市農村の交流による

本市の農山漁村地域の

活性化

100 74

伊予市有害鳥

獣駆除事業費

補助金

農業振興課

その他事

業費補助

有害鳥獣による農林作物被

害を受けている地域において

生息密度を調整するため、鳥

獣の保護及び管理並びに狩

猟の適正化に関する法律（平

成１４年法律第８８号。以下

「法」という。）第９条の規定に

よる有害鳥獣捕獲等の許可

を受けた者が、銃器又はわな

により行う駆除

有害鳥獣による被害の拡大

に対処するため、鳥獣保護と

の調和を図りながら有害鳥獣

の駆除に対する助成措置を

講じ、有害鳥獣類による農林

作物被害の防止対策を推進

することを目的とする。

農作物への被害軽減

101 75

伊予市中山栗

の特産品開発

事業費補助金

経済雇用戦

略課

その他事

業費補助

・中山栗を原材料とした新し

い加工品の開発及び商品化

に関すること。

・中山栗を原材料とした既存

商品のブラッシュアップに関

すること。

・中山栗を原材料とした加工

品の販路開拓又は知名度及

び評価向上に資すること。

・その他特に市長が認めたも

の

中山町の特産品である中山

栗を原料とした加工品の開発

及び販路拡大並びに伊予市

外における地域の知名度向

上促進

中山町の特産品である

中山栗を原料とした加

工品の開発及び販路拡

大並びに伊予市外にお

ける地域の知名度向上

35



補助金名

柑橘放任園害

虫対策事業費

補助金

伊予市紅い

雫・さくらひめ

生産拡大支援

事業費補助金

伊予市経営体

育成支援事業

費補助金

伊予豪雨被害

営農継続緊急

支援事業費補

助金

伊予市鳥獣害

防止施設復旧

事業費補助金

伊予市経営所

得安定対策推

進事業費補助

金

伊予市米政策

改革支援事業

費補助金

伊予市中山間

地域等直接支

払交付金

伊予市グリー

ン・ツーリズム

推進協議会補

助金

伊予市有害鳥

獣駆除事業費

補助金

伊予市中山栗

の特産品開発

事業費補助金

廃止した場合の問題点 H28決算 H29決算 H30決算 R1予算

補助開始

年度

補助金の

構成等

交付先の

特定化

申請応募

方法

柑橘の県外流通後、消費者の元で

この特定する害虫混入が発見され

た場合、本県産柑橘は風評被害に

晒されかねない。3年間発生0％が

達成出来れば撲滅宣言を行うこと

が出来る。

781 658 462 776

平成20年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

誰でも申

請可

本事業は平成29年度からの3カ年

実施される県事業であり、当該年度

が最終年度となる。

0 672 1,692 0

平成29年

度

国・県の

み

要綱等で

特定

特定の団

体対象

西日本豪雨により国が発動した支

援措置であり、廃止検討の余地は

無い。

0 0 1,819

（繰越）

1042

平成30年

度

国・県・市

特定・固

定してい

ない

誰でも申

請可

西日本豪雨により国が発動した支

援措置を補完する県事業であり、廃

止検討の余地は無い。

0 0 320 0

平成30年

度

県・市

特定・固

定してい

ない

誰でも申

請可

西日本豪雨による復旧事業であり、

廃止検討の余地は無い。

0 0 168 0

平成30年

度

県・市

特定・固

定してい

ない

誰でも申

請可

国制度により、市が設置した農業再

生協議会が行う農業振興施策の推

進事務費であり、JA、農業共済組

合、愛媛県等と連携した事業推進を

図っており、廃止検討の余地は無

い。

2,176 2,100 2,781 2,785

平成23年

度

国・県の

み

要綱等で

特定

えひめ米政策改革支援事業実施要

領及び補助金交付要綱に基づき県

下全域で実施されている事業であ

り、廃止検討の余地は無い。

21 980

平成30年

度

国・県の

み

要綱等で

特定

特定の団

体対象

法で定められた日本型直接支払制

度であり、廃止検討の余地は無い。

85,924 85,835 85,541 85,835

平成17年

度

国・県・市

要綱等で

特定

誰でも申

請可

それぞれの実需者が個々での取組

は脆弱であり、組織的取組の確立

が必要である。

廃止した場合は、中山地区、本庁地

区の実需者の理解と協力が得られ

始めた効果や更なる協力体制整備

に関しての支障は大きい。

400 400 300 300

平成26年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

誰でも申

請可

本事業は、有害鳥獣に個体数調整

への対処にとどまらず、市街地へイ

ノシシが現れた場合の対処等、市

民の安全確保に必要不可欠な事業

であり、廃止は考えられない。

15,966 11,122 17,167 12,500

平成17年

度

県・市

要綱等で

特定

特定の団

体対象

令和元年度で終了予定 0 0 620 2,000

平成30年

度

県・市

要綱等で

特定

特定の団

体対象
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補助金名

柑橘放任園害

虫対策事業費

補助金

伊予市紅い

雫・さくらひめ

生産拡大支援

事業費補助金

伊予市経営体

育成支援事業

費補助金

伊予豪雨被害

営農継続緊急

支援事業費補

助金

伊予市鳥獣害

防止施設復旧

事業費補助金

伊予市経営所

得安定対策推

進事業費補助

金

伊予市米政策

改革支援事業

費補助金

伊予市中山間

地域等直接支

払交付金

伊予市グリー

ン・ツーリズム

推進協議会補

助金

伊予市有害鳥

獣駆除事業費

補助金

伊予市中山栗

の特産品開発

事業費補助金

必要性 必要性説明 公益性 公益性説明 有効性 有効性説明 公平性 公平性説明

非常に高

い

発生が確認されている

地域では、撲滅に向け

た自己努力を行っており

必要な補助である。

JAも市同等の継ぎ足し

を行っており必要性は

高い。

やや高い

個々の農業者の取組が

必要であり、民間事業

者での実施は不可能で

ある。

非常に高

い

年々発生率は低下して

おり、補助の効果は得ら

れている。効果的に事

業を行う上でも委託や

直接執行には適さな

い。

やや高い

事業により発生地域の

拡大防止に努めており

公平性は確保している。

非常に高

い

県オリジナル品種の普

及・拡大を目指す上で

必要な助成措置であり、

3カ年の限定支援は必

要である。

非常に高

い

野菜・花卉栽培農家を

対象とした事業であり、

公益性は高く、民間事

業者実施には馴染まな

い。

非常に高

い

生産拡大は図られ、高

い効果が得られている。

直接執行や委託での実

施は馴染まない。

非常に高

い

政策支援措置として公

平性は確保できている。

また、県による事業承認

を得ており適正・公平に

決定されている。

非常に高

い

豪雨被害により発動さ

れた国庫事業であり必

要な補助である。

非常に高

い

被災の農家への緊急措

置であり、民間事業者で

は実施できない。

非常に高

い

早急な営農再開に向け

た効果は高く、委託や直

接執行の性質ではな

い。

非常に高

い

激甚災害による発動を

受けた事業であり適正

公平に決定されている。

非常に高

い

豪雨被害により発動さ

れた国庫事業を補完す

る県事業であり必要な

補助である。

非常に高

い

被災の農地への緊急措

置であり、民間事業者で

は実施できない。

非常に高

い

早急な営農継続に向け

た効果は高く、委託や直

接執行の性質ではな

い。

非常に高

い

激甚災害による発動を

受けた事業であり適正

公平に決定されている。

非常に高

い

豪雨被害により発動さ

れた事業であり必要な

補助である。

非常に高

い

被災の農家への緊急措

置であり、民間事業者で

は実施できない。

非常に高

い

早急な営農再開に向け

た効果は高く、委託や直

接執行の性質ではな

い。

非常に高

い

激甚災害による発動を

受けた事業であり適正

公平に決定されている。

非常に高

い

国策の推進のため必要

な補助であり、継続支援

の必要性は高い。

非常に高

い

制度により設置を義務

付けされた協議会であ

り、民間事業者では実

施できない。

非常に高

い

制度により設置を義務

付けされた協議会であ

り、委託や直接執行は

認められていない。

非常に高

い

定められた特定の団体

により実施される事業で

あるため、公平性は確

保されている。

非常に高

い

国策の実現に向けた県

事業であり、継続支援

は必要である。

非常に高

い

本県産裸麦の生産振興

を図るための事業であ

り、民間事業者では実

施できない。

非常に高

い

麦の品種転換を図るた

めの効果は高く、委託

や直接執行には馴染ま

ない。

非常に高

い

愛媛県による広域事業

であり、事業実施計画

の承認も行っており、適

正・公平に決定されてい

る。

非常に高

い

法による制度であり、高

い効果を得ており必要

性は高い。

非常に高

い

中山間地期は流域の上

流部に位置し、その保

全は不特定多数の利益

を実現するものである。

非常に高

い

農地保全の高い効果が

得られており、直接執行

には馴染まない。

非常に高

い

法による制度であり、下

流域全ての住民にとっ

て必要な事業のため適

正・公正な制度である。

やや高い

H26年度から組織化を

図り事業推進しており、

農産漁村の活性化には

必要な事業である。

やや高い

会員数は増加しており、

一部地域に偏った会員

の編成では無くなってお

り、公益性は確保できて

いる。

やや高い

体験だけではなく、地域

資源のPRへも着手する

など、様々な有効性を

見出すことで、委託や直

接施工では出来ない取

組が工夫されている。

やや高い

団体では常に新規会員

を募集しており、公平性

は保たれている。

非常に高

い

各大する鳥獣被害への

対処として必要不可欠

な事業である。

非常に高

い

各地域猟友会だけでは

なく、地域一体となった

取組が必要であり、民

間事業者では実施出来

ない。

非常に高

い

有害捕獲は、有資格者

のみ実施できるため委

託・直接執行は適さな

い。

非常に高

い

補助金の性質から対象

者は限定されていること

から公平性は確保され

ている。

非常に高

い

中山栗の販路拡大・知

名度向上、また中山地

域の活性化のため必要

な補助である。

やや高い

地域特産物の生産振

興、消費拡大に大きく貢

献しており、今後も期待

できる。

やや高い

中山町の地域資源の活

用、生産事業者の協力

が必要なため、委託や

直接執行には不向きと

考える。

非常に高

い

対象者が特定されてい

ることから、公平性は保

たれている。
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補助金名

柑橘放任園害

虫対策事業費

補助金

伊予市紅い

雫・さくらひめ

生産拡大支援

事業費補助金

伊予市経営体

育成支援事業

費補助金

伊予豪雨被害

営農継続緊急

支援事業費補

助金

伊予市鳥獣害

防止施設復旧

事業費補助金

伊予市経営所

得安定対策推

進事業費補助

金

伊予市米政策

改革支援事業

費補助金

伊予市中山間

地域等直接支

払交付金

伊予市グリー

ン・ツーリズム

推進協議会補

助金

伊予市有害鳥

獣駆除事業費

補助金

伊予市中山栗

の特産品開発

事業費補助金

廃止② 廃止⑤ 廃止⑦ 縮小① 縮小② 縮小④ 該当数

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × ○ × × × 1

× × × × ○ × 1

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × × × × ○ 1
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番号

予算

番号

補助金名 担当部課

補助の種

類

事業内容 補助目的 期待される効果

102 75

「ますます、い

よし。ブラン

ド」認定品支

援事業費補助

金

経済雇用戦

略課

その他事

業費補助

認定事業者が認定品の販路

拡大等のために要する経費

認定品の販路拡大のほか宣

伝費等を支援することで、認

定事業の認知度向上を図る

ため

認定事業の認知度向

上、消費拡大による地

域産業の活性化

103 76

伊予市中小企

業振興資金利

子補給金

経済雇用戦

略課

利子補給

補助

中小企業を営んでいる個人

及び法人に融資した資金に

対する保証料

伊予市内の中小企業の振興

を図るため

伊予市内の中小企業の

振興

104 77

伊予市中小企

業振興資金信

用保証料補給

金

経済雇用戦

略課

義務的補

助

伊予市中小企業振興資金融

資制度の信用保証料を引き

下げることによる愛媛県信用

保証協会の減収額

愛媛県信用保証協会の減収

額の補填

愛媛県信用保証協会の

減収額の補填

105 78

中小企業制度

資金利子補給

金

経済雇用戦

略課

利子補給

補助

商工会議所又は商工会が制

度資金を借り受けた者に対し

支払った利子補給金

中小企業経営の安定と近代

化を図るとともに本市商工業

の振興に寄与するため

中小企業経営の安定と

近代化及び本市商工業

の振興

106 79

伊予市商工振

興事業費補助

金

経済雇用戦

略課

団体運営

費補助

伊予市商工振興事業に要す

る経費

伊予商工会議所又は伊予市

商業協同組合の組織及び運

営基盤を強化充実し、積極的

な事業活動を行うことにより

商業の総合的な改善発達を

図り、あわせて社会福祉の増

進に資すること

商業の総合的な改善発

達及び社会福祉の増進

107 80

伊予市双海中

山商工会等活

動経費補助金

経済雇用戦

略課

団体運営

費補助

双海中山商工会等が行うす

べての活動経費

双海中山商工会等の円滑な

活動の実施及び育成に資す

るため

双海中山商工会等の円

滑な活動の実施及び育

成

108 81

伊予市双海中

山商工会商品

券発行事業費

補助金

経済雇用戦

略課

その他事

業費補助

双海中山商工会が実施する

商品券発行事業に要する経

費

伊予市の商業振興に資する

ため

双海・中山町の商業振

興

109 82

伊予市商工会

等地域活性化

支援事業費補

助金

経済雇用戦

略課

その他事

業費補助

中小企業振興又は地域経済

活性化を目的とする事業で

あって、戦略的かつ継続的に

実施される事業のうち、次の

各号のいずれかに該当する

事業に要する経費。

（１）新分野への進出（２）新た

な連携の推進（３）各種競争

的資金獲得を目指した取組

等

（４）モデル的・試験的イベント

の実施（５）その他特に市長

が認めたもの

地域の企画力及び組織力の

向上並びに地域課題の解決

を図ること

地域の企画力及び組織

力の向上並びに地域課

題の解決

110 83

伊予市双海中

山商工会創業

支援事業費補

助金

経済雇用戦

略課

その他事

業費補助

産業競争力強化法の認定を

受けた創業支援事業計画に

基づき、市と連携して取り組

む事業に要する経費

伊予市内の創業の促進を図

るため

伊予市内の創業の促進

111 84

伊予市観光協

会（イベント）

事業費補助金

経済雇用戦

略課

イベント・

大会補助

伊予市観光協会が実施する

観光振興のための事業及び

観光協会の運営に要する経

費

本市の観光振興を図るため

観光振興、各種イベント

事業の充実や発展によ

る地域活性化

112 84

伊予市花まつ

り事業費補助

金

経済雇用戦

略課

イベント・

大会補助

花と緑の豊かなまちづくりを

進めるとともに、地域特産物

の生産振興と消費拡大を図る

ために開催される「伊予市花

まつり」に要する経費

市内農林水産団体、商工団

体及び婦人団体が協力して

花と緑を介した楽しいふれあ

いの場で地域特産物の紹介

と、即売等を通じて消費者と

の連帯を深めながら、心豊か

なコミュニティーづくりを行うた

め

花と緑の豊かなまちづく

りを進めるとともに、地

域特産物の生産振興と

消費拡大による伊予市

の活性化

113 85

伊予市交流促

進観光振興事

業費補助金

（トライアスロ

ン大会）

経済雇用戦

略課

イベント・

大会補助

トライアスロン大会ｉｎふたみ

実行委員会が実施する伊予

市交流促進観光振興事業に

要する経費

観光振興と交流人口の拡大

を基盤とするサービス産業の

振興、地域や文化を越えた交

流の促進並びに参加者及び

市民の心と体の健康づくり推

進を図るため

本市サービス産業の振

興、地域や文化を越え

た交流の促進による地

域活性化
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補助金名

「ますます、い

よし。ブラン

ド」認定品支

援事業費補助

金

伊予市中小企

業振興資金利

子補給金

伊予市中小企

業振興資金信

用保証料補給

金

中小企業制度

資金利子補給

金

伊予市商工振

興事業費補助

金

伊予市双海中

山商工会等活

動経費補助金

伊予市双海中

山商工会商品

券発行事業費

補助金

伊予市商工会

等地域活性化

支援事業費補

助金

伊予市双海中

山商工会創業

支援事業費補

助金

伊予市観光協

会（イベント）

事業費補助金

伊予市花まつ

り事業費補助

金

伊予市交流促

進観光振興事

業費補助金

（トライアスロ

ン大会）

廃止した場合の問題点 H28決算 H29決算 H30決算 R1予算

補助開始

年度

補助金の

構成等

交付先の

特定化

申請応募

方法

認定事業者の認定事業に係る宣伝

費等に割ける財源の削減につなが

る可能性がある。また、認定事業者

として認定を受けることのメリットが

薄くなり、新規申請等の応募者数の

減少が予想される。

0 0 505 1,300

平成30年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

市内の中小企業者の事業に必要な

資金に関して、融資に係る保証料を

補給することにより、融資制度の利

用を促し、中小企業者の経営の合

理化および安定強化を図り、中小企

業者の成長発展、地域経済の活性

化に資するものであり継続が必要。

1,004 415 529 612

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

市、金融機関、信用保証協会の三

者連携により実施している融資制度

に伴い発生する愛媛県信用保証協

会の減収額の補填であるため、継

続の必要がある。

26 21 19 30

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

利子補給をすることで利用者の負

担軽減が図られ制度融資の利用促

進が期待できる。地域の経済状況

はまだまだ厳しいことから、中小企

業者の経営安定化のためにも継続

が必要。

6,551 6,301 6,023 7,044

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

補助団体の組織及び運営基盤の弱

体化、事業活動が縮小し、商工業

や地域の衰退化に繋がる。

11,280 11,280 11,280 11,280

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

商工会合併から10年以上が経過し

たこともあり、補助対象経費及び事

業内容等について、精査・協議して

いく必要がある。

10,580 10,500 10,500 10,500

平成20年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

本商品券の発行により、地域内消

費が増え地域経済の活性化に寄与

している。補助金がなくなり、商品券

事業がなくなれば、地域での消費需

要が減り、廃業（倒産）が増え、地域

経済の低迷に繋がる。

7,200 5,400 4,670 4,860

平成20年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

地域の企画力及び組織力の向上並

びに地域課題の解決を図るための

事業実施が困難となり、地域経済

の衰退化が予想される。

706 540 650 671

平成25年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

創業支援が縮小し、創業者の減少

に繋がる。延いては地域経済（商工

業）の衰退に繋がる。

0 168 225 225

平成29年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

観光事業運営に係る財源確保が難

しくなり、従前のような観光振興が

行えなくなることにより、交流人口の

減少が予想される。

15,200 16,080 12,221 15,221

平成20年

度

市単独補

助

特定・固

定してい

ない

特定の団

体対象

２日間で７，２００人が来場する一大

イベントの１つである「いよし花まつ

り」が中止となる可能性がある。ま

た、地域特産物のＰＲの場が減り、

交流人口の減少も考えられる。

1,200 1,000 900 900

平成２０

年度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

事業運営に係る財源確保が難しくな

り開催できなくなる可能性が高く、交

流人口の減少が予想される。

3,000 2,500 3,978 3,978

平成２４

年度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象
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補助金名

「ますます、い

よし。ブラン

ド」認定品支

援事業費補助

金

伊予市中小企

業振興資金利

子補給金

伊予市中小企

業振興資金信

用保証料補給

金

中小企業制度

資金利子補給

金

伊予市商工振

興事業費補助

金

伊予市双海中

山商工会等活

動経費補助金

伊予市双海中

山商工会商品

券発行事業費

補助金

伊予市商工会

等地域活性化

支援事業費補

助金

伊予市双海中

山商工会創業

支援事業費補

助金

伊予市観光協

会（イベント）

事業費補助金

伊予市花まつ

り事業費補助

金

伊予市交流促

進観光振興事

業費補助金

（トライアスロ

ン大会）

必要性 必要性説明 公益性 公益性説明 有効性 有効性説明 公平性 公平性説明

非常に高

い

認定事業の認知度向上

のためにも必要な補助

である。

年度内、補助金上限に

達していない場合であっ

ても1回限りの交付とな

る。

やや高い

認定品を全国に向けて

ＰＲすることで、認定事

業の認知度向上のみな

らず、本市の認知度向

上に期待できる。

やや高い

市の直営事業であり、

所管課において交付決

定を行っており、委託や

直接執行には向いてい

ない事業である。

非常に高

い

対象者が特定されてい

ることから、公平性は保

たれている。また、所管

課において交付決定を

行っており、適正・公平

に決定している。

非常に高

い

融資制度の利用を促

し、中小企業者の経営

の合理化および安定強

化を図り、中小企業者

の成長発展、地域経済

の活性化に資するもの

であり継続が必要と考

える。

非常に高

い

市内の中小企業者の安

定・成長・発展により、

地域経済の活性化が期

待される。

非常に高

い

市内の中小企業者の安

定・成長・発展により、

地域経済の活性化が期

待される。

非常に高

い

補助金の性質から対象

者が特定されていること

から、公平性は保たれ

ている。

非常に高

い

市、金融機関、信用保

証協会の三者連携によ

り実施している融資制

度に伴い発生する愛媛

県信用保証協会の減収

額の補填であり、今後も

必要と考える。

非常に高

い

市内中小企業者が、通

常の適用保証料率より

低利で保証を受けられ

るようにすることで、融

資の活用を促し、地域

経済の活性化に期待で

きる。

非常に高

い

愛媛県信用保証協会の

減収額の補填

非常に高

い

補助金の性質から対象

者が特定されていること

から、公平性は保たれ

ている。

非常に高

い

制度融資の利用を促

し、中小企業者の経営

の合理化および安定強

化を図り、中小企業者

の成長発展、地域経済

の活性化に資するもの

であり継続が必要と考

える。

非常に高

い

市内の中小企業者の安

定・成長・発展により、

地域経済の活性化が期

待される。

非常に高

い

市内の中小企業者の安

定・成長・発展により、

地域経済の活性化が期

待される。

非常に高

い

補助金の性質から対象

者が特定されていること

から、公平性は保たれ

ている。

非常に高

い

市内商業の総合的な改

善発達や、社会福祉の

増進に資するためにも

必要な補助である。

非常に高

い

市内商業の総合的な改

善発達や、社会福祉の

増進に資することが期

待できる。

非常に高

い

補助金額に十分見合う

市内商業の総合的な改

善発達や、社会福祉の

増進が図られると期待

できる。

非常に高

い

補助金の性質から、対

象者が特定されており、

公平性は保たれてい

る。

やや高い

商工会合併から10年以

上が経過したこともあ

り、補助対象経費及び

事業内容等について、

精査・協議していく必要

がある。

非常に高

い

双海中山商工会等の円

滑な活動の実施及び育

成は、地域経済（商工

業）の振興、市民生活の

向上に寄与することが

期待できる。

非常に高

い

双海中山商工会等の円

滑な活動の実施及び育

成をすることをもって、

地域経済（商工業）の振

興、市民生活の向上に

寄与することが期待でき

る。

非常に高

い

補助金の性質から、対

象者は特定されており、

公平性は保たれてい

る。

非常に高

い

双海・中山の地域内消

費が増え、地域経済の

活性化に寄与しており、

今後も必要と考える。

非常に高

い

市民（消費者）、地域事

業者双方にメリットが期

待できる。

非常に高

い

双海・中山の地域内消

費増、地域経済の活性

化など十分な効果が期

待できる。

非常に高

い

補助金の性質から、対

象者が特定されており、

公平性は保たれてい

る。

やや高い

地域に密着した中小企

業振興や地域経済活性

化のために必要な補助

である。

やや高い

地域の企画力・組織力

の向上、地域課題の解

決に繋がり、地域の活

性化が期待できる。

やや高い

地域における新たな連

携や、まち全体の賑わ

い創出、地域振興のた

めの支援等、十分な効

果が期待できる。

非常に高

い

補助金の性質から、対

象者は特定されており、

公平性は保たれてい

る。

やや高い

市内での創業者増、地

域経済（商工業）の活性

化を図るためにも必要

な補助である。

やや高い

市内での創業者が増え

ることで、地域経済（商

工業）の活性化が図ら

れ、もって市民生活の向

上に寄与すると期待さ

れる。

やや高い

地域経済（商工業）の活

性化、市民生活の向上

など十分な効果が期待

される。

非常に高

い

補助金の性質から、対

象者が特定されており、

公平性は保たれてい

る。

非常に高

い

本市の観光振興を図る

ためにも必要な補助で

ある。

やや高い

特定の場所ではなく、

様々な市内の観光資源

を活用し広く本市をＰＲ

し誘客することで、交流

人口の増加に期待がで

きる。

やや高い

本市の観光振興を図る

ことを目的としている特

性上、委託や直接執行

には不向きである。

非常に高

い

対象者が特定されてい

ることから、公平性は保

たれている。

非常に高

い

地域特産物の消費拡

大、花と緑を介したコ

ミュニティーづくりといっ

た目的に合った成果を

得ることができており、

今後も必要と考える。

やや高い

市内農林水産団体、商

工団体及び婦人団体の

地域特産物の生産振興

と消費拡大に大きく貢献

しており、今後も期待で

きる。

やや高い

花や緑を介した豊かな

コニュニティーづくりを目

的としているため、委託

や直接には不向きと考

える。

やや高い

補助金の性質から、対

象者が特定されている

ことから、公平性は保た

れている。

やや低い

競技の実施が主となっ

ており、補助金の目的と

ズレが生じていることか

ら、事業の内容見直し

が必要である。

やや高い

事業目的に合致した運

営が可能になった場

合、観光振興や交流人

口の増加に期待ができ

る。

やや低い

競技重視のイベントに

なっており、補助金の趣

旨である観光振興や交

流人口の拡大につな

がっておらず、補助に見

合った効果が期待でき

ない現状がある。

非常に高

い

対象者が特定されてい

ることから、公平性は保

たれている。
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補助金名

「ますます、い

よし。ブラン

ド」認定品支

援事業費補助

金

伊予市中小企

業振興資金利

子補給金

伊予市中小企

業振興資金信

用保証料補給

金

中小企業制度

資金利子補給

金

伊予市商工振

興事業費補助

金

伊予市双海中

山商工会等活

動経費補助金

伊予市双海中

山商工会商品

券発行事業費

補助金

伊予市商工会

等地域活性化

支援事業費補

助金

伊予市双海中

山商工会創業

支援事業費補

助金

伊予市観光協

会（イベント）

事業費補助金

伊予市花まつ

り事業費補助

金

伊予市交流促

進観光振興事

業費補助金

（トライアスロ

ン大会）

廃止② 廃止⑤ 廃止⑦ 縮小① 縮小② 縮小④ 該当数

× × × × × × 0

× × × × × ○ 1

× × ○ × × × 1

× × × × × ○ 1

× ○ ○ × × × 2

× ○ × × × × 1

× × ○ × × × 1

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × × × ○ × 1

× × × × ○ × 1

○ × × × × × 1
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番号

予算

番号

補助金名 担当部課

補助の種

類

事業内容 補助目的 期待される効果

114 86

伊予市観光協

会事業費補助

金（運営補助

分）

経済雇用戦

略課

団体運営

費補助

イベント・

大会補助

伊予市観光協会が実施する

観光振興のための事業及び

観光協会の運営に要する経

費

本市の観光振興を図るため

観光振興、各種イベント

事業の充実や発展によ

る地域活性化

115 87

伊予市ほたる

保護活動費補

助金

経済雇用戦

略課

団体運営

費補助

伊予市においてほたるの保

護活動を行う団体の、河川環

境の保護及び向上に資する

自主的な活動に要する経費

市内に生息するほたるの保

護及び養殖を行い、自然環境

の保護及び河川環境の保全

に努めるとともに、地域のほ

たるをアピールし、観光推進

を図るため

地域に生息するほたる

の減少の防止、河川の

美化活動や地域イベン

トへの積極参加による

観光推進及び地域活性

化

116 88

伊予市観光ボ

ランティアガイ

ド活動事業費

補助金

経済雇用戦

略課

団体運営

費補助

伊予市の観光の振興を図る

ため、観光ボランティア団体

が実施する観光ボランティア

ガイドの活動経費

伊予市の観光ガイドを行うと

共に、会員相互の親睦と組織

の充実に努め、伊予市への

誘客を図り魅力あるまちづくり

に寄与するため

伊予市への観光客や関

係人口の増加

117 89

伊予市お年寄

りに優しいま

ちづくりモデル

事業費補助金

経済雇用戦

略課

団体運営

費補助

・お年寄りの社会参画の促進

や交流の場を促進するため

の事業

・商店街情報又は地域情報

の収集、発信及び調査研究

等に関する事業

・会員相互の研鑽のための研

修に関する事業

・その他市長が必要と認める

事業

に要する経費

伊予鉄郡中駅から郡中港駅

の商店街区等をお年寄りに優

しいまちづくり先進地区とする

ことを目指し、まちづくりや店

づくりの具体的な検討を行う

と共に商店街情報・地域情報

の収集・発信並びに各種研修

事業を行い中心市街地の活

性化を図るため

中心市街地の空き店舗

等を活用した交流の場

の創出、休憩所の設置

等お年寄りに優しいまち

づくりの推進

118 90

伊予市新規創

業等経営安定

化支援事業費

補助金

経済雇用戦

略課

その他事

業費補助

伊予商工会議所が行う、新規

創業等経営安定化支援事業

に要する経費

町家の中心市街地の核として

の魅力向上と、地元中小企業

の経営安定に寄与すること

町家の中心市街地の核

としての魅力向上と、地

元中小企業の経営安定

119 91

犬・猫不妊去

勢手術費補助

金

産業建設部

環境保全課

その他事

業費補助

愛媛県内で開業している動物

病院において、犬又は猫の不

妊又は去勢手術を行った場

合に、その費用の一部を補助

する。

犬又は猫の不妊又は去勢手

術費用の一部を補助すること

により、犬及び猫の不必要な

繁殖防止と周囲への迷惑を

未然に防止する。

犬・猫の所有者が不妊

去勢手術を積極的に施

す手助けとなっており、

不必要な繁殖防止につ

ながっている。

120 92

住宅用新エネ

ルギー機器設

置事業費補助

金

産業建設部

環境保全課

その他事

業費補助

 

住宅用の新エネルギー機器

を設置する者に対し補助金を

交付し、エネルギー温室効果

ガスの排出削減等の地球温

暖化の防止を推進するととも

に、環境意識の高揚を図る。

エネルギー温室効果ガ

スの排出を抑制するとと

もに、市民の環境意識

の高揚を図るためにも、

導入支援策として有効

と思われる。

121 93

伊予市生ごみ

処理機等購入

費補助金

産業建設部

環境保全課

その他事

業費補助

市内居住者（市税完納者）

で、伊予市の区域内に設置す

る生ごみ処理機又は生ごみ

処理容器を購入する場合の

費用の一部に対して補助金を

交付する。

生ごみ処理機：１世帯につき

５年間で１基について交付。

生ごみ処理容器：１世帯につ

き３年間で２基について交

一般家庭から排出される生ご

みの減量化を推進する。

一般家庭から排出され

る生ごみの減量化

122 94

伊予市浄化槽

雨水貯留施設

改造費補助金

産業建設部

環境保全課

その他事

業費補助

市内において、下水道等を使

用することにより不用となった

浄化槽を、補助対象者自ら利

用するために雨水貯留施設

に改造するための経費

節水型まちづくりの一環とし

て、不用となった浄化槽を雨

水貯留施設に改造する経費

の一部を補助することにより、

雨水の有効利用を促進し、節

水意識の高揚を図る。

節水意識の高揚
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補助金名

伊予市観光協

会事業費補助

金（運営補助

分）

伊予市ほたる

保護活動費補

助金

伊予市観光ボ

ランティアガイ

ド活動事業費

補助金

伊予市お年寄

りに優しいま

ちづくりモデル

事業費補助金

伊予市新規創

業等経営安定

化支援事業費

補助金

犬・猫不妊去

勢手術費補助

金

住宅用新エネ

ルギー機器設

置事業費補助

金

伊予市生ごみ

処理機等購入

費補助金

伊予市浄化槽

雨水貯留施設

改造費補助金

廃止した場合の問題点 H28決算 H29決算 H30決算 R1予算

補助開始

年度

補助金の

構成等

交付先の

特定化

申請応募

方法

現在においては、脆弱な団体である

ため、観光事業運営に係る財源確

保ができていないことから、観光協

会の解体につながることになる。ま

た、従前のような観光振興が行えな

くなることにより、交流人口の減少

に繋がる。

11,500 14,240 11,850 11,850

平成20年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

ほたる保護に係る財源確保が難しく

なり、地域に生息するホタルの減少

が予想される。

200 180 160 160

平成18年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

地区ごとのガイドマップやモデル

コースの作成のほか様々な体験ツ

アーの企画・実施を通じて、伊予市

の歴史、文化、自然、物産などにつ

いて、ガイドブックだけでは得る事の

出来ない魅力を広く紹介しており、

伊予市の観光振興に大きく貢献して

いるため、観光客の減少に繋がる

可能性が大いにある。

280 250 225 225

平成28年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

商店街の空店舗を借上げ、高齢者

をはじめ街を訪れる方みんなが気

軽に利用できる交流施設「郡中いっ

ぷく亭」の運営停止の可能性があ

る。尚且つ伊予市１００円商店街な

ど好評のイベントが廃止され、中心

市街地の活性化が図れなくなると予

想される。

1,800 1,800 1,620 1,620

平成18年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

廃業（倒産）の増加、地域経済の低

迷が予想される。長引く不況で経営

が悪化し、経営に不安を感じる市内

事業者に対して、専門家による相談

指導を実施することにより、廃業（倒

産）を未然に防止するとともに、新規

創業や経営革新の取組に対して、

積極的に支援するなど、経営の安

定化を図るために必要。

600 600 419 409

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

補助することにより、所有又は飼養

している犬・猫に対して積極的に不

妊去勢手術を行うための手助けと

なっており、不必要な繁殖防止につ

ながっているため

232 212 240 240

平成25年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

誰でも申

請可

今後、太陽光発電の電力買取制度

が順次終了していく中、リチウムイ

オン蓄電池システムや燃料電池シ

ステムへの転換の需用が増えてい

くと思われる。

1,771 2,356 1,200 2,500

平成28年

度

県・市

要綱等で

特定

誰でも申

請可

家庭から出る生ごみを減らすために

は有効な手段の一つである。

42 163 79 178

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

誰でも申

請可

雨水の有効利用を積極的に行うこと

は、節水意識の高揚を図り、節水型

まちづくりの構築に寄与するもので

あるため、その支援策として本制度

は必要である。

- 117 120 120

平成22年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

誰でも申

請可
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補助金名

伊予市観光協

会事業費補助

金（運営補助

分）

伊予市ほたる

保護活動費補

助金

伊予市観光ボ

ランティアガイ

ド活動事業費

補助金

伊予市お年寄

りに優しいま

ちづくりモデル

事業費補助金

伊予市新規創

業等経営安定

化支援事業費

補助金

犬・猫不妊去

勢手術費補助

金

住宅用新エネ

ルギー機器設

置事業費補助

金

伊予市生ごみ

処理機等購入

費補助金

伊予市浄化槽

雨水貯留施設

改造費補助金

必要性 必要性説明 公益性 公益性説明 有効性 有効性説明 公平性 公平性説明

非常に高

い

本市の観光振興を図る

ためにも必要な補助で

ある。

やや高い

特定の場所ではなく、

様々な市内の観光資源

を活用し広く本市をＰＲ

し誘客することで、交流

人口の増加に期待がで

きる。

やや高い

本市の観光振興を図る

ことを目的としている特

性上、委託や直接執行

には不向きである。

非常に高

い

対象者が特定されてい

ることから、公平性は保

たれている。

非常に高

い

本市のほたる保護のた

め必要な補助である。

やや高い

ほたる保護を通じ地域

住民のつながりができ、

環境保全とあわせ、地

域振興に期待ができる

やや高い

本市のほたる保護が主

目的としている特性上、

委託や直接執行には不

向きである。

非常に高

い

対象者が特定されてい

ることから、公平性は保

たれている。

非常に高

い

年間２００万人を超える

観光客が訪れており、

今後も増加が見込まれ

る。更なる伊予市への

誘客を図り、魅力あるま

ちづくりを行っていく上で

必要な補助である。

やや高い

観光客への案内のみな

らず、市民への情報提

供を通して、郷土伊予

市の良さ・強みを後世に

継承していく役割も果た

すことが期待できる

やや高い

本市の観光振興や交流

人口増加を目的として

おり、委託や直接執行

には不向きである。

非常に高

い

対象者が特定されてい

ることから、公平性は保

たれている。また主管課

により交付決定を行って

おり、適正・公平に決定

している。

非常に高

い

お年寄りをはじめ誰もが

気軽に利用できる施設

の運営を行うなど市民

のニーズに応えた活動

を行っており、必要な補

助と考える。

非常に高

い

商店街を中心に各種事

業を展開し、中心市街

地の活性化に寄与して

いる。今後も継続して効

果が望める。

やや高い

地域振興や関係人口の

増加を目的としている特

性上、委託や直接執行

に不向きである。

非常に高

い

対象者や対象地域が特

定されていることから公

平性は保たれている。

非常に高

い

市内中小企業者等の経

営の安定等を図るため

の支援に対する補助で

あり、今後も必要な補助

である。

非常に高

い

市内中小企業者等の経

営の安定等が本市経済

の発展及び市民生活の

向上に寄与すると期待

される。

やや高い

市内中小企業者等の経

営の安定等を目的とし

ており、委託や直接執

行には不向きである。

非常に高

い

補助金の性質から、対

象者が特定されており、

公平性は保たれている

非常に高

い

犬・猫の所有者が不妊

去勢手術を積極的に施

す手助けとなっており、

不必要な繁殖防止につ

ながっている。

やや高い

犬・猫の所有者が対象

であるが、不必要な繁

殖防止を図ることで周

囲への迷惑を未然に防

止し、市民生活の安全

安心に寄与するもので

ある。

非常に高

い

犬・猫の所有者が不妊

去勢手術を積極的に施

す手助けとなっており、

不必要な繁殖防止につ

ながっている。

やや高い

補助金決定に際して、

実際に手術を行った動

物病院の証明に基づい

た審査を行っている。

非常に高

い

太陽光発電の電力買取

制度が順次終了してい

く中、今後、リチウムイ

オン蓄電池や燃料電池

への転換が増加すると

思われ、地球温暖化防

止の推進のためにも必

要なものである。

やや低い

現状ではシステムの販

売価格が高価であり、

申請者数が伸びていな

い。

やや高い

現状ではシステムの販

売価格が高価である

が、エネルギー温室効

果ガスの排出を抑制す

るとともに、市民の環境

意識の高揚を図るため

にも、導入支援策として

有効と思われる。

やや高い

要件を満たせば、誰でも

補助制度を利用するこ

とができ、交付要綱に基

づいて適正に交付決定

している。

やや高い

ごみ減量化に有効な手

段の一つであるが、購

入数の制限もあり近年

は申請件数が減少して

いる。

やや高い

一般家庭の生ごみの減

量化のための事業であ

り、ごみ処理経費の節

減という面で全体の利

益を図るものである。

やや高い

一般家庭から出る生ご

みを減らすためには有

効な手段の一つであ

る。

やや高い

要件を満たせば、誰でも

補助制度を利用するこ

とができ、交付要綱に基

づいて適正に交付決定

している。

非常に高

い

雨水を貯留し雑用水源

として有効利用すること

は、節水型まちづくりの

実現のためにも有効な

手段であり、その支援策

として必要なものであ

る。

やや高い

節水意識の高揚を図

り、節水型まちづくりに

寄与するものであり、全

体の利益の実現を図る

ものである。

やや高い

雨水を貯留し雑用水源

として有効利用すること

は、節水意識の高揚を

図り、節水型まちづくり

の実現のためにも有効

な手段として期待でき

る。

やや高い

要件を満たせば、誰でも

補助制度を利用するこ

とができ、交付要綱に基

づいて適正に交付決定

している。
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補助金名

伊予市観光協

会事業費補助

金（運営補助

分）

伊予市ほたる

保護活動費補

助金

伊予市観光ボ

ランティアガイ

ド活動事業費

補助金

伊予市お年寄

りに優しいま

ちづくりモデル

事業費補助金

伊予市新規創

業等経営安定

化支援事業費

補助金

犬・猫不妊去

勢手術費補助

金

住宅用新エネ

ルギー機器設

置事業費補助

金

伊予市生ごみ

処理機等購入

費補助金

伊予市浄化槽

雨水貯留施設

改造費補助金

廃止② 廃止⑤ 廃止⑦ 縮小① 縮小② 縮小④ 該当数

× ○ × × ○ × 2

× ○ × × ○ × 2

× × × × × × 0

× ○ × × ○ × 2

× × × × ○ × 1

× × × × × × 0

○ × × × × × 1

× × × × × × 0

× × × × × × 0
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番号

予算

番号

補助金名 担当部課

補助の種

類

事業内容 補助目的 期待される効果

123 94

伊予市雨水貯

留施設購入費

補助金

産業建設部

環境保全課

その他事

業費補助

市内において自らが居住する

住宅の敷地内に、自ら利用す

るための雨水貯留施設を設

置する場合の購入費の一部

を補助する。雨水貯留施設と

は、建物の屋根、ベランダ等

に降った雨水を散水等の雑

用水源として利用するために

貯留する施設で、次のいずれ

にも該当するもの。

○貯留容量が100リットル以

上の市販されているもの　○

水漏れしないもの

○貯留した雨水を汚染するこ

となく、日光を遮断できる材質

又は構造であるもの

○貯留した雨水の蒸発及び

ほこり等の混入防止、内部の

清掃が可能な構造であるもの

節水型まちづくりの一環とし

て、雨水貯留施設を購入する

経費に対して補助金を交付

し、雨水の有効利用を促進

し、節水意識の高揚を図る。

節水意識の高揚

124 95

伊予市飲用井

戸整備事業費

補助金

水道課

その他事

業費補助

５世帯以上の者が使用する

飲用井戸施設の設置、改修

及び修繕のための事業を実

施するために必要な経費

伊予市水道事業、簡易水道

事業、及び飲料水供給施設

の設置に関する条例に定め

る給水区域外における飲料

水の安定的な確保

伊予市水道事業、簡易

水道事業、及び飲料水

供給施設の設置に関す

る条例に定める給水区

域外の市民が使用する

飲用井戸施設の設置、

改修及び修繕を実施す

ることで、安定的に飲料

水が確保できることを期

待する。

125 96

伊予市水道事

業会計補助金

水道課

その他事

業費補助

伊予市水道事業会計補助金

交付要綱に基づき、簡易水道

事業が統合された上水道事

業において、統合前の簡易水

道事業に係る建設改良のた

めに発行された企業債の利

子償還金の額を補助金として

交付する。

水道事業の経営安定や経営

基盤強化を図るため

旧上灘地区簡易水道統

合整備事業で発行した

企業債利子償還の財源

確保及び水道事業の経

営安定や経営基盤強化

126 97

政務活動費交

付金

議会事務局

義務的補

助

議員が行う調査研究、研修、

広報、広聴、住民相談、要

請、陳情、各種会議への参加

等市政の課題及び市民の意

思を把握し、市政に反映させ

る活動その他住民福祉の増

進を図るために必要な活動

（政務活動）に要する経費

伊予市議会議員の調査研究

その他の活動に資するため

必要な経費の一部として、議

員に対し政務活動費を交付

する。

市政の課題発掘及び住

民福祉の増進に寄与す

ると期待する。

127 98

遠距離児童通

学補助金

学校教育課

その他事

業費補助

●下難小（路線バス）バス定

期及び回数券　全額

　　　　　　（ＪＲ）ＪＲ定期　全額

●由並小（路線バス）バス定

期　全額

　　　　　　（ＪＲ）ＪＲ定期　全額

●翠　小 （ＪＲ）ＪＲ定期　半額

公共交通機関の路線バス及

び鉄道を利用する児童の保

護者に対し、通学費の軽減と

均衡を図るとともに路線バス

及び鉄道の利用促進を目的

とする。

公共交通機関を通学で

利用する児童の安全確

保と保護者の経済的軽

減

公共交通機関の利用促

進

翠小の校区外通学児童

の拡大

128 98

特色ある学校

づくり補助金

（小学校）

学校教育課

その他事

業費補助

学校は、教育目標実現のた

め、それぞれ、特色ある学校

づくりを目指している。その特

色ある学校づくりのために、さ

まざまな独自の研究や活動を

実施しており、その事業内容

について補助する。

児童生徒の「生きる力」を育

むために、本市の各小・中学

校において、総合的な学習の

時間をはじめ、学校教育全体

において特色ある学校づくり

を目指し、本市教育の向上を

目的とする。

各校独自の取り組みと

して組織的、計画的、総

合的な研究や活動を行

うことで、特色ある教育

の推進と充実が期待さ

れる。

129 99

通学用ヘル

メット購入補

助金

学校教育課

その他事

業費補助

ヘルメット購入額の半額（１０

０円未満の端数がある場合

は、その端数を切り捨てた

額）を補助金額として、１，５０

０円を限度とする。

遠距離自転車通学する生徒

の保護者の経済的負担を軽

減する。

自転車で通学する生徒

の安全確保と保護者の

経済的負担の軽減。

130 99

特色ある学校

づくり補助金

（中学校）

学校教育課

その他事

業費補助

学校は、教育目標実現のた

め、それぞれ、特色ある学校

づくりを目指している。その特

色ある学校づくりのために、さ

まざまな独自の研究や活動を

実施しており、その事業内容

について補助する。

児童生徒の「生きる力」を育

むために、本市の各小・中学

校において、総合的な学習の

時間をはじめ、学校教育全体

において特色ある学校づくり

を目指し、本市教育の向上を

目的とする。

各校独自の取り組みと

して組織的、計画的、総

合的な研究や活動を行

うことで、特色ある教育

の推進と充実が期待さ

れる。

131 100

就園奨励費補

助金

学校教育課

義務的補

助

私立幼稚園に在園する伊予

市に住所を有する保護者対し

て保育料等を減免する場合、

定める額の範囲内において、

当該幼稚園の設置者に対し

補助金を交付する。

保護者の所得状況に応じて

経済的負担を軽減するととも

に、公・私立幼稚園間におけ

る保護者負担の格差是正を

図る。

私立幼稚園に在籍する

保護者の経済的負担軽

減を図ることにより、幼

稚園教育の普及、充実

を図ることができる。

132 101

児童生徒大会

出場補助金

学校教育課

その他事

業費補助

⑴　運動競技に係る活動のう

ち、伊予市小学校体育会、伊

予地区小学校体育会、伊予

地区中学校体育会、愛媛県

小学校体育連盟及び愛媛県

中学校体育連盟が主催又は

共催する大会の成績により、

上位の大会等へ派遣又は推

薦されるもの

⑵　文化活動に係る活動のう

ち、市が主催若しくは共催す

る大会、又は県大会の成績に

より派遣又は推薦されるもの

四国大会や全国大会に出場

する児童及び生徒の経済的

負担を軽減する。

優秀な児童及び生徒の

経済的負担が軽減され

る。
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補助金名

伊予市雨水貯

留施設購入費

補助金

伊予市飲用井

戸整備事業費

補助金

伊予市水道事

業会計補助金

政務活動費交

付金

遠距離児童通

学補助金

特色ある学校

づくり補助金

（小学校）

通学用ヘル

メット購入補

助金

特色ある学校

づくり補助金

（中学校）

就園奨励費補

助金

児童生徒大会

出場補助金

廃止した場合の問題点 H28決算 H29決算 H30決算 R1予算

補助開始

年度

補助金の

構成等

交付先の

特定化

申請応募

方法

雨水の有効利用を積極的に行うこと

は、節水意識の高揚を図り、節水型

まちづくりの構築に寄与するもので

あるため、その支援策として本制度

は必要である。

88 52 43 150

平成22年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

誰でも申

請可

伊予市水道事業、簡易水道事業、

及び飲料水供給施設の設置に関す

る条例に定める給水区域外におけ

る飲料水の確保が目的であるた

め、今後も継続の必要がある。

0 375 514 2,500

平成18年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

この事業は、上水道事業へ統合を

行った、旧上灘地区簡易水道統合

整備事業で発行した起債利子償還

金への補助であり、これを廃止すれ

ば、統合した地区の水道料金のみ

では、統合簡水施設の維持管理費

用が賄えないため、水道事業の経

営を圧迫する恐れがある。

9,034 9,423 4,590

平成29年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

1,791 1,734 1,983 2,160

市単独補

助

要綱等で

特定

遠距離通学をしている児童の保護

者の経済的負担の増加だけでなく、

毎日の通学の送迎等の負担も新た

に必要になる。

362 308 289 274 平成17年 県・市

要綱等で

特定

特定の団

体対象

今後も、各学校において、活発に研

究・活動することが、児童の「生きる

力」を育むための一助になり、特色

ある教育の推進と充実を図ることが

できるため、本補助金は必要であ

る。

1,800 1,800 1,800 1,800 平成17年

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

遠距離自転車通学する生徒の保護

者の経済的負担が増加するととも

に、生徒の登下校時の安全確保が

問題になる。

143 144 140 170

平成１７

年度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

今後も、各学校において、活発に研

究・活動することが、生徒の「生きる

力」を育むための一助になり、特色

ある教育の推進と充実を図ることが

できるため、本補助金は必要であ

る。

1,200 1,200 1,200 1,200 平成17年

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

令和元年10月１日からの幼稚園無

償化により、令和元年度の補助対

象期間は4～9月となり、3月の交付

後に廃止。

14,587 3,791 3,160 4,050

平成17年

度

国・市

要綱等で

特定

誰でも申

請可

　四国大会や全国大会に出場した

児童及び生徒の経済的負担が増加

する。

1,069 2,875 1,126 1,500

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象
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補助金名

伊予市雨水貯

留施設購入費

補助金

伊予市飲用井

戸整備事業費

補助金

伊予市水道事

業会計補助金

政務活動費交

付金

遠距離児童通

学補助金

特色ある学校

づくり補助金

（小学校）

通学用ヘル

メット購入補

助金

特色ある学校

づくり補助金

（中学校）

就園奨励費補

助金

児童生徒大会

出場補助金

必要性 必要性説明 公益性 公益性説明 有効性 有効性説明 公平性 公平性説明

非常に高

い

雨水を貯留し雑用水源

として有効利用すること

は、節水型まちづくりの

実現のためにも有効な

手段であり、その支援策

として必要なものであ

る。

やや高い

節水意識の高揚を図

り、節水型まちづくりに

寄与するものであり、全

体の利益の実現を図る

ものである。

やや高い

雨水を貯留し雑用水源

として有効利用すること

は、節水意識の高揚を

図り、節水型まちづくり

の実現のためにも有効

な手段として期待でき

る。

やや高い

要件を満たせば、誰でも

補助制度を利用するこ

とができ、交付要綱に基

づいて適正に交付決定

している。

非常に高

い

水道の整備されていな

い地区に対する補助で

あり、市民のニーズに応

えるために必要な支援

である。補助があること

で、水の安定供給につ

ながると考えられる。

やや高い

飲用井戸施設利用者が

事業を実施する際の補

助であるため、補助対

象者は限定されるが、

利用者の利益の実現を

図ることができる。

非常に高

い

数世帯で利用している

極小規模な水道施設が

数多く存在しており、市

での直接管理は難し

い。地形や経済的理由

から施設統合も不可能

であり、補助によること

が有効な手段である。

やや高い

安定した水の供給のた

めに施設を維持すること

は必要であり、給水区

域内居住者との公平性

を保つために、要綱を整

備し適正に執行してい

る。

非常に高

い

水道事業の経営安定や

経営基盤強化を図るた

めにも、必要な補助であ

る。

非常に高

い

水道事業の経営安定や

経営基盤強化を図るこ

とにより、市民に安全、

安心な水の供給や適正

な料金設定の実現が図

られる。

やや高い

補助金の交付により、

統合簡易水道における

起債利子の償還の補助

をすることで、水道事業

の経営の健全化や経営

基盤強化を図れる。

やや高い

国が一般会計から公営

企業に繰出することを

認めたものであり、補助

金の使途は、特定され

ており、公平性は保た

れている。

やや高い

市政の課題及び市民の

意思を把握するととも

に、先進事例を調査研

究し、市政に反映させる

活動として必要

やや高い

市政の課題発掘及び住

民福祉の増進が図られ

る。

やや高い

市政の課題及び市民の

意思を把握するととも

に、先進事例を調査研

究し、市政に反映させる

活動として必要

やや高い

補助金の性質から、対

象者は特定されている

ことから、公平性は保た

れている。

非常に高

い

公共交通機関を利用し

なければ、通学距離が

とても長くなる児童に対

する補助であり、保護者

の負担軽減が図られ必

要である。

やや高い

公共交通機関の利用を

促進する一助にもなって

いる。

非常に高

い

委託や直接執行で実施

すると、もっと多大な予

算が必要となる。

やや高い

公共交通機関を利用し

ている児童に対して、公

平に補助されている。

非常に高

い

児童の「生きる力」を育

むことは、非常に重要な

ことであり、継続的に補

助を続けることが必要で

ある。

やや高い

市内全小学校で実施

し、児童の「生きる力」の

醸成や特色ある学校づ

くりに寄与している。

非常に高

い

それぞれの学校に応じ

た活動内容を実施して

おり、実情に応じた取り

組みが行われている。

やや高い

市内全小学校に同額を

交付しているので公平

である。

非常に高

い

遠距離によって、中学校

まで自転車で通学しな

ければならない生徒の

保護者の負担軽減に

なっている。

やや高い

自転車で通学する不特

定多数の生徒に対して

補助を実施している。

非常に高

い

保護者の負担軽減だけ

でなく、生徒の通学にお

ける安全も確保されて

いる。

やや高い

自転車通学の生徒に対

して、公平に補助されて

いる。

非常に高

い

生徒の「生きる力」を育

むことは、非常に重要な

ことであり、継続的に補

助を続けることが必要で

ある。

やや高い

市内全中学校で実施

し、生徒の「生きる力」の

醸成や特色ある学校づ

くりに寄与している。

非常に高

い

それぞれの学校に応じ

た活動内容を実施して

おり、実情に応じた取り

組みが行われている。

やや高い

市内全中学校に同額を

交付しているので公平

である。

やや高い

私立幼稚園に在籍する

保護者に対して経済的

な負担の軽減を図るこ

とができた。

やや高い

私立幼稚園に在籍する

不特定多数の保護者に

補助されている。

また、民間事業が実施

できる性質のものでは

ない。

やや高い

私立・公立幼稚園間に

おける負担格差の是正

や幼児教育の普及につ

ながっている。

やや高い

伊予市に住民票のある

園児が在籍する幼稚園

に交付をしており、公平

である。

やや高い

優秀な人材が四国大会

や全国大会に出場する

場合、旅費や宿泊費の

負担が大変であるの

で、補助対象者の保護

者からは、とても助かる

との声をいただいてい

る。

非常に高

い

四国大会又は全国大会

に出場する不特定多数

の小中学生に補助され

ている。

また、民間事業が実施

できる性質のものでは

ない。

やや高い

同一の部（クラブ）に対

して年１回限りの支出

で、一人当たりの上限を

設けている。この範囲内

で補助をしている。

非常に高

い

四国大会又は全国大会

に出場する小中学生に

対して補助しているの

で、公平である。
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補助金名

伊予市雨水貯

留施設購入費

補助金

伊予市飲用井

戸整備事業費

補助金

伊予市水道事

業会計補助金

政務活動費交

付金

遠距離児童通

学補助金

特色ある学校

づくり補助金

（小学校）

通学用ヘル

メット購入補

助金

特色ある学校

づくり補助金

（中学校）

就園奨励費補

助金

児童生徒大会

出場補助金

廃止② 廃止⑤ 廃止⑦ 縮小① 縮小② 縮小④ 該当数

× × ○ × × × 1

× × × × × × 0

× × × ○ × × 1

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× × × × ○ × 1

× × × × ○ × 1

× × × × ○ × 1

× × × × × × 0

× × × × × × 0
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番号

予算

番号

補助金名 担当部課

補助の種

類

事業内容 補助目的 期待される効果

133 102

伊予市文化財

保存顕彰事業

費補助金

社会教育課

その他事

業費補助

指定文化財の保存、管理及

び修理のための事業

指定文化財の保存、伝承、修

理及び周知・活用を図る

文化財の保存・活用、観

光PR

134 103

伊予市国際っ

子事業支援補

助金

社会教育課

イベント・

大会補助

⑴  国際理解、国際協調、国

際感覚豊かな人材育成を推

進しようとするものであるこ

と。

⑵　補助対象団体が主催す

るものであること。

⑶　日程と事業内容が具体化

しており、かつ年度内に完了

するものであること。

⑷　国又は県から同種の補助

金を受けていないこと。

国際理解、国際協調、国際感

覚豊かな人材育成を図るた

め

市内の子どもたちが国

際感覚とコミュニケー

ション能力を身につける

ことができ、地域社会に

貢献できる人材を育成

するこができる。また、

市内の子どもたちが一

堂に会することにより、

将来の地域のつながり

作りの基礎となることが

期待される。

135 104

伊予市文化協

会活動補助金

社会教育課

団体運営

費補助

・文化振興に関する催しの開

催

・市内文化団体の連絡調整

・市内文化団体の育成

・その他文化振興に寄与する

公共的な事業

伊予市の文化振興を図るた

め

伊予市の文化振興

136 104

伊豫之二名島

扶桑太鼓保存

会活動補助金

社会教育課

団体運営

費補助

・扶桑太鼓の伝承者育成事

業

・扶桑太鼓の普及・宣伝事業

・青少年の健全育成と地域文

化の向上のための催しの開

催

・その他扶桑太鼓の保存に寄

与する公共的な事業

文化の振興と人間性豊かな

青少年の育成のため

伊予市の文化振興、青

少年健全育成

137 104

伊予市伝統芸

能保存団体活

動補助金

社会教育課

団体運営

費補助

保存団体が伝統芸能の保

存・伝承を図るための活動

伝統芸能の保存・伝承

伊予市の伝統芸能の保

存・伝承

138 104

伊予市ＰＴＡ連

絡協議会活動

補助金

社会教育課

団体運営

費補助

(１)　市内小中学校のＰＴＡの

連絡調整

(２)　会員の資質向上のため

の研修

(３)　児童・生徒の健全育成の

ための催しの開催

(４)　その他社会教育の振興

に寄与する公共的な事業

市内小中学校のＰＴＡの連絡

提携を図り、児童・生徒の健

全な育成を図る

学校（単Ｐ）を超えた活

動をするっことにより、

学校・家庭・地域社会の

協力により、児童・生徒

の健全な育成を図るこ

とができる。

139 104

伊予市愛護班

連合会活動補

助金

社会教育課

団体運営

費補助

　(１)　市内各校区愛護班の

連絡調整

　(２)　会員の資質向上のた

めの研修

　(３)　子どもの健全育成のた

めの催しの開催

　(４)　その他社会教育の振

興に寄与する公共的な事業

市内各校区の愛護班の連絡

提携を図り、子どもたちの健

全育成を図る

校区を超えた活動をす

ることにより、学校・家

庭・地域社会の協力に

より、子どもたちの健全

な育成を図ることができ

る。

140 104

伊予市女性団

体活動補助金

社会教育課

団体運営

費補助

利子補給

補助

女性団体の連絡提携を図り、

男女が社会を構成する対等

なパートナーとして、社会のあ

らゆる分野に参画できるまち

づくりを促進するため、市内

の女性団体連絡協議会が行

う事業

女性団体の連絡提携を図り、

男女が社会を構成する対等

なパートナーとして、社会のあ

らゆる分野に参画できるまち

づくりを促進するため

女性団体の自発的な活

動を促進するとともに、

男女共生の社会づくり

に効果あり。

141 105

伊予市公民館

運営委員会活

動補助金

社会教育課

団体運営

費補助

公民館運営委員会活動に要

する経費

公民館運営委員会の円滑な

活動の実施及び育成に資す

るため

公民館事業を通じて、

地域コミュニティの活性

化など

142 105

伊予市公民館

運営委員会活

動補助金

社会教育課

団体運営

費補助

公民館運営委員会の実施す

る事業

公民館事業の充実と促進

公民館事業を通じて、

地域コミュニティの活性

化など
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補助金名

伊予市文化財

保存顕彰事業

費補助金

伊予市国際っ

子事業支援補

助金

伊予市文化協

会活動補助金

伊豫之二名島

扶桑太鼓保存

会活動補助金

伊予市伝統芸

能保存団体活

動補助金

伊予市ＰＴＡ連

絡協議会活動

補助金

伊予市愛護班

連合会活動補

助金

伊予市女性団

体活動補助金

伊予市公民館

運営委員会活

動補助金

伊予市公民館

運営委員会活

動補助金

廃止した場合の問題点 H28決算 H29決算 H30決算 R1予算

補助開始

年度

補助金の

構成等

交付先の

特定化

申請応募

方法

市内の指定文化財の保存・活用に

ついては継続して次世代に残す貴

重な文化財として重要であり、一度

失われると再現不可能である。文化

財関係者（所有者）だけでの保存、

修繕は負担が難しく、維持管理が難

しくなる。

0 2,604 975 2,451

平成23年

度

県・市

要綱等で

特定

特定の団

体対象

補助金設定前は業務委託として継

続している事業であり、小学校児童

の保護者からは、恒例の事業であ

ると認識されている。

0 700 400 400 H29年度

市単独補

助

結果とし

て固定化

誰でも申

請可

伊予市の文化振興に資する団体の

活動が大幅に制限されることとな

り、文化振興に関する方針の抜本

的な見直し（文化協会を主体とする

事業から、直営による事業への転

換など）が必要となるが、文化振興

を担う市民団体の弱体化（企画力低

下、自主的活動の制約など）か想定

される。

910 910 819 778

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

旧伊予市が発起した伊豫之二名島

扶桑太鼓の保存・伝承活動に対す

る伊予市としてのかかわりが皆無と

なり、扶桑太鼓の伝承者育成、普

及・宣伝などに対する伊予市として

の方針を見直さなければならない。

450 450 405 405

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

歴史ある地域の伝統芸能の保存・

伝承活動に対する伊予市としての

かかわりが皆無となり、伝承者育

成、普及・宣伝などに対する伊予市

としての方針を見直さなければなら

ない。

897 837 753 715

平成17年

度

市単独補

助

結果とし

て固定化

特定の団

体対象

伊予市内の各校PTA役員をもって

組織されており、学校を越えた活動

により、地域づくりにも貢献してい

る。次代を担う児童・生徒の豊かな

人間性を培うための活動であり、伊

予市社会教育基本方針に掲げる重

点目標を達成するためにも、必要な

補助であると考える。

165 150 150 143

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

伊予市内の各校区愛護班連絡協議

会をもって組織されており、校区を

越えた活動により、地域づくりにも貢

献している。地域の子どもたちの健

全育成のための活動であり、伊予

市社会教育基本方針に掲げる重点

目標を達成するためにも、必要な補

助であると考える。

200 200 165 157

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

補助金を廃止することにより、女性

団体連絡協議会の財政基盤を失う

ことは、女性団体の自発的な活動を

支援できず、男女共同参画のまち

づくりに支障をきたすため、補助金

交付の継続は必要である。

270 240 216 194

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

公民館事業の充実と促進、地域コ

ミュニティ活性化の目的があるた

め、事業推進などが困難になる。

100 100 80 80

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

公民館事業の充実と促進、地域コ

ミュニティ活性化の目的があるた

め、事業推進などが困難になる。

100 100 80 80

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象
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補助金名

伊予市文化財

保存顕彰事業

費補助金

伊予市国際っ

子事業支援補

助金

伊予市文化協

会活動補助金

伊豫之二名島

扶桑太鼓保存

会活動補助金

伊予市伝統芸

能保存団体活

動補助金

伊予市ＰＴＡ連

絡協議会活動

補助金

伊予市愛護班

連合会活動補

助金

伊予市女性団

体活動補助金

伊予市公民館

運営委員会活

動補助金

伊予市公民館

運営委員会活

動補助金

必要性 必要性説明 公益性 公益性説明 有効性 有効性説明 公平性 公平性説明

非常に高

い

文化財の保存、活用に

は不可欠であり、次世

代に残していかなけれ

ばならない。

非常に高

い

指定文化財として市民

の文化財を保存していく

ためには必要である。

直接的な収入があるわ

けではないため、民間

事業者での実施は難し

い。

やや高い

文化財を保存、活用し

ていくことで市の観光PR

にもつなげていくことが

可能。

やや高い

要綱に基づき補助して

おり、文化財保護審議

会でも対象を検討してい

るため、公平性は保た

れている。

やや高い

交流活動を通じて思い

やりの心を育み、未来を

担う子どもたちの国際感

覚を養い、地域社会に

貢献できる人材育成に

も通じることから、必要

な補助である。

やや低い

市内各小学校に呼びか

け、参加者を募集してい

る。定員・参加割合等か

ら公益性が高いとは言

い難いが、採算性によ

る民間での実施も難し

いと思われる。

やや高い

Ｈ28年度までは業務委

託で実施していたものを

補助金に切り替えた経

緯がある。

やや低い

同様の事業を実施でき

る他の団体等が潜在的

に存在するか不透明で

はあるが、現団体の経

験・実績等を考慮する

と、交付先として適当で

あると思われる。

やや高い

伝統文化や地域文化を

担う市民グループを社

会教育関係団体として

統括し、文化祭支援を

筆頭とする文化事業に

おいて発表の場を提供

したり、愛好家の輪を広

げる活動を行っている。

やや高い

文化芸術振興基本法の

趣旨に則し、基本的に、

地域文化の振興を公益

と捉えている。

やや低い

文化交流センターによ

る文化事業との混同、

重複などが発生し得る

ため、有効性の検証は

必至である。

やや高い

伝統文化や地域文化を

担う市民グループを社

会教育関係団体として

統括している唯一の団

体に対する補助であり、

団体運営も開かれてい

るため公平性は一定高

いものと判断できる。

非常に高

い

伊予市が発起した地域

芸能であり、伝承者等

の活動によりその演奏

レベルも高く維持されて

おり、市内外で開催され

るイベントでの演奏を通

じてファンを獲得するな

ど、伊予市のPRに貢献

していると考えられる。

やや高い

文化芸術振興基本法の

趣旨に則し、基本的に、

地域文化の振興を公益

と捉えている。

やや低い

補助金のほとんどが、

活動を維持するための

義務的経費に充てられ

ている状況にあって、必

要性の説明欄に記載の

成果をあげており、メン

バーの士気も高く、有効

性は高いものと考えら

れる。

やや高い

伊予市が発起した団体

であることや、市内外で

一年を通して活動を行う

など、他の地域伝統芸

能団体の活動内容とは

異なり、著しく偏重した

補助とは考えていない。

非常に高

い

文化芸術振興基本法の

趣旨に則し、基本的に、

地域文化の振興のため

必要と捉えている。

やや高い

文化芸術振興基本法の

趣旨に則し、基本的に、

地域文化の振興を公益

と捉えている。

やや低い

平成29年度に2団体が

活動を取りやめているこ

とを踏まえ、経費補助が

団体を存続させるインセ

ンティブとなっていない

のではないかと考えら

れる。

やや低い

本来は一定の基準に基

づき補助金を算定する

必要があると考えるが、

これまでの補助実績に

基づき補助金額を決定

せざるを得ない状況で

ある。

やや高い

市内小中学校ＰＴＡの連

絡提携を図るため、継

続支援が必要であると

考える。

やや高い

上記理由により、民間

事業者では実施されな

い事業である。

やや高い

上記理由により、委託・

直接執行によるもので

はないと思われる。

やや高い

各校ＰＴＡの連合である

ことから、交付先は適正

であると思われる。

やや高い

各校区愛護班の連絡提

携を図るため、継続支

援が必要であると考え

る。

やや高い

上記理由により、民間

事業者では実施されな

い事業である。

やや高い

上記理由により、委託・

直接執行によるもので

はないと思われる。

やや高い

各校区愛護班の連合で

あることから、交付先は

適正であると思われる。

非常に高

い

補助金を廃止すること

により、女性団体の自

発的な活動を支援でき

ず、男女共同参画の地

域づくりに支障をきたす

ため、継続支援が必要

である。

非常に高

い

利潤追求活動でないた

め、民間事業者では実

施されない事業である。

非常に高

い

女性団体が集い、女性

の立場から地域を良く

するため自発的な活動

を展開し、男女共同参

画の地域づくりに効果あ

り。

やや高い

年間を通して自主的に

かつ積極的に活動を展

開している地域女性団

体の集まりであり、公平

性は高いと考える。

非常に高

い

地域活性化のために継

続的に事業を実施する

必要があるため。

非常に高

い

地域住民のために実施

されているため。

やや高い

目に見えて効果がある

かどうかは、不明だが、

補助金があることによっ

て事業を円滑に遂行で

きているのは間違いな

いと思われる。

非常に高

い

全ての地区公民館に同

額の補助金額となって

いるので、公平性は保

たれていると思われる。

非常に高

い

地域活性化のために継

続的に事業を実施する

必要があるため。

非常に高

い

地域住民のために実施

されているため。

やや高い

目に見えて効果がある

かどうかは、不明だが、

補助金があることによっ

て事業を円滑に遂行で

きているのは間違いな

いと思われる。

非常に高

い

全ての地区公民館に同

額の補助金額となって

いるので、公平性は保

たれていると思われる。
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補助金名

伊予市文化財

保存顕彰事業

費補助金

伊予市国際っ

子事業支援補

助金

伊予市文化協

会活動補助金

伊豫之二名島

扶桑太鼓保存

会活動補助金

伊予市伝統芸

能保存団体活

動補助金

伊予市ＰＴＡ連

絡協議会活動

補助金

伊予市愛護班

連合会活動補

助金

伊予市女性団

体活動補助金

伊予市公民館

運営委員会活

動補助金

伊予市公民館

運営委員会活

動補助金

廃止② 廃止⑤ 廃止⑦ 縮小① 縮小② 縮小④ 該当数

× × × × × × 0

○ × × × × × 1

○ ○ × × × × 2

○ ○ × × × × 2

○ ○ × ○ × × 3

× ○ × ○ × × 2

× ○ × × ○ × 2

× ○ × × ○ × 2

× ○ × × ○ × 2

× ○ × × × × 1
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番号

予算

番号

補助金名 担当部課

補助の種

類

事業内容 補助目的 期待される効果

143 105

伊予市公民館

運営委員会活

動補助金交付

社会教育課

団体運営

費補助

組織した公民館運営委員会

の円滑な活動の実施及び育

成に関する事業

公民館運営委員会の円滑な

活動の実施及び育成

伊予市公民館設置条例

第６条に規定している公

民館運営委員会の円滑

な活動、研修等の実施

により、委員の公民館

活動に対する意欲の向

上、知識の獲得に効果

あり。

144 105

伊予市公民館

運営委員会活

動補助金

社会教育課

団体運営

費補助

その他事

業費補助

公民館運営委員会の実施す

る事業

公民館事業の充実と促進

公民館事業を通じて、

地域コミュニティの活性

化など

145 105

伊予市公民館

運営委員会活

動補助金

社会教育課

団体運営

費補助

公民館運営委員会の円滑な

活動の実施及び育成に関す

る事業

公民館運営委員会の円滑な

活動の実施及び育成

伊予市公民館設置条例

第６条に規定している公

民館運営委員会の円滑

な活動や研修等の実施

により、委員の公民館

活動に対する意欲向上

や知識習得に効果あ

り。

146 105

伊予市公民館

運営委員会活

動補助金

社会教育課

団体運営

費補助

公民館運営委員会の実施す

る事業

公民館事業の充実と促進

公民館事業を通じて、

地域コミュニティの活性

化など

147 106

愛媛県人権教

育協議会伊予

市支部運営補

助金

社会教育課

団体運営

費補助

○人権・同和教育に関する調

査研究及び資料収集並びに

配布

○研究会・学習会・講演会等

の開催

○関係団体との連絡委提携

○その他目的達成に必要な

事項

人権問題に関する差別意識

の解消に向けた教育・啓発を

推進し、差別のない社会を構

築する

学校教育と社会教育と

が連携した人権・同和

教育の推進

148 107

伊予市スポー

ツ関係団体活

動補助金

【ビーチバ

レー普及事業

補助金】

社会教育課

団体運営

費補助

(1)社会スポーツの普及、向上

のために行う事業

(2)市内スポーツ関係団体の

連絡調整

(3)スポーツ、運動競技若しく

はレクリエーションに関する催

しの開催

(4)社会スポーツに関する調

査研究事業

(5)市内スポーツ関係団体の

育成

(6)その他社会スポーツの振

興に寄与する公共的な事業

ビーチバレーの普及及び底

辺を拡大し、伊予市をビーチ

バレーのメッカにする

ビーチバレーの普及及

び底辺を拡大すること

で、えひめ国体の競技

会場となった伊予市五

色姫海浜公園のＰＲが

期待できる。また、大会

時にはビーチバレー

コートの海岸清掃も行っ

ていることから、景観の

保持にも貢献している。

149 108

愛媛スポー

ツ・レクリエー

ション祭出場

助成金

社会教育課

イベント・

大会補助

愛媛県スポーツ・レクリエー

ション祭の参加料及び当該大

会に出場するために必要な

経費。

ただし、必要経費は、出場選

手一人当たり中学生以上

2,000円、小学生以下1,000円

とする。

市民の体力の向上及び生涯

スポーツの推進を図るため

　出場枠が決まっている

ので、伊予市代表として

大会へ参加するために

は継続した練習が必要

であり、意識して運動に

取組むことができる。

150 108

愛媛県スポー

ツ少年大会出

場助成金

社会教育課

イベント・

大会補助

愛媛県スポーツ少年大会の

参加料及び当該大会に出場

するために必要な経費。

ただし、必要経費は、出場選

手一人当たり中学生以上

2,000円、小学生以下1,000円

とする。

（出場選手とは、監督、コー

チ、マネージャーとする。）

団員の体力の向上及び生涯

スポーツの推進を図るため

　個人負担を少しでも削

減することにより、継続

してスポーツ少年団活

動を続けていくことがで

きる。

151 109

伊予市スポー

ツ関係団体活

動補助金

社会教育課

団体運営

費補助

　（１）社会スポーツの普及、

向上のために行う事業

　(２)　市内スポーツ関係団体

の連絡調整

　(３)　スポーツ、運動競技若

しくはレクリエーションに関す

る催しの開催

　(４)　社会スポーツに関する

調査研究事業

　(５) 市内スポーツ関係団体

の育成

伊予市のスポーツ振興を図る

ため

合　　計
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補助金名

伊予市公民館

運営委員会活

動補助金交付

伊予市公民館

運営委員会活

動補助金

伊予市公民館

運営委員会活

動補助金

伊予市公民館

運営委員会活

動補助金

愛媛県人権教

育協議会伊予

市支部運営補

助金

伊予市スポー

ツ関係団体活

動補助金

【ビーチバ

レー普及事業

補助金】

愛媛スポー

ツ・レクリエー

ション祭出場

助成金

愛媛県スポー

ツ少年大会出

場助成金

伊予市スポー

ツ関係団体活

動補助金

合　　計

廃止した場合の問題点 H28決算 H29決算 H30決算 R1予算

補助開始

年度

補助金の

構成等

交付先の

特定化

申請応募

方法

教育基本法第３条「国民一人一人

が、自己の人格を磨き、豊かな人生

を送ることができるよう、その生涯に

わたって、あらゆる機会に、あらゆる

場所において学習することができ、

その成果を適切に生かすことのでき

る社会の実現が図られなければな

らない。」この文言では「生涯学習」

の意義が唱えられており、公民館は

生涯学習の拠点であると考えられ

る。補助金の廃止によりその公民館

の活動方針策定に携わる運営委員

会の財政基盤を失うことは、当市の

生涯学習の拠点を失うに等しいこと

であり、継続が必要であると考え

100 100 80 80

平成１７

年度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

公民館事業の充実と促進、地域コ

ミュニティ活性化の目的があるた

め、事業推進などが困難になる。

100 100 80 80

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

公民館は生涯学習の拠点であるこ

とから、補助金を廃止することによ

り、その公民館の活動方針策定に

携わる公民館運営委員会の財政基

盤を失うことは、当市の生涯学習の

拠点を失うに等しいことであり、継続

が必要である。

100 100 80 80

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

公民館事業の充実と促進、地域コ

ミュニティ活性化の目的があるた

め、事業推進などが困難になる。

100 100 80 80

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

各種事業推進や研修会等への参加

ができなくなり、人権・同和教育の推

進が妨げられる

6,100 5,490 6,100 5,795

平成１７

年度

市単独補

助

要綱等で

特定

誰でも申

請可

伊予市ビーチバレー普及委員会に

より、ビーチバレー大会等を行い、

伊予市のＰＲにも貢献している。ま

た、伊予市社会教育基本方針に掲

げる、伊予市をビーチバレーのメッ

カにするため、全国大会をはじめと

する各種大会や教室を開催するた

めにも必要な補助であると考える。

300 300 300 300

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

760 648 342 550

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

　大会参加料等の全てが自己負担

になるため、スポーツ少年団活動に

影響がでる可能性がある。

630 591 342 441

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

4,336 4,066

平成17年

度

市単独補

助

要綱等で

特定

特定の団

体対象

488,746 491,740 523,318 497,868
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補助金名

伊予市公民館

運営委員会活

動補助金交付

伊予市公民館

運営委員会活

動補助金

伊予市公民館

運営委員会活

動補助金

伊予市公民館

運営委員会活

動補助金

愛媛県人権教

育協議会伊予

市支部運営補

助金

伊予市スポー

ツ関係団体活

動補助金

【ビーチバ

レー普及事業

補助金】

愛媛スポー

ツ・レクリエー

ション祭出場

助成金

愛媛県スポー

ツ少年大会出

場助成金

伊予市スポー

ツ関係団体活

動補助金

合　　計

必要性 必要性説明 公益性 公益性説明 有効性 有効性説明 公平性 公平性説明

非常に高

い

補助金の廃止によりそ

の公民館の活動方針策

定に携わる運営委員会

の財政基盤を失うこと

は、当市の生涯学習の

拠点を失うに等しいこと

であり、継続が必要であ

ると考える。

やや高い

利潤追求活動で無いた

め、民間事業では実施

されない事業である。

やや高い

視察研修や事例紹介を

行うことで、運営委員の

知識習得や意欲向上に

貢献できていることか

ら、有効性は高いと判

断。

非常に高

い

交付先は各地区公民館

に決定されており、公平

性は高いと考える。

非常に高

い

地域活性化のために継

続的に事業を実施する

必要があるため。

非常に高

い

地域住民のために実施

されているため。

やや高い

目に見えて効果がある

かどうかは、不明だが、

補助金があることによっ

て事業を円滑に遂行で

きているのは間違いな

いと思われる。

非常に高

い

全ての地区公民館に同

額の補助金額となって

いるので、公平性は保

たれていると思われる。

非常に高

い

補助金の廃止によりそ

の公民館の活動方針策

定に携わる運営委員会

の財政基盤を失うこと

は、当市の生涯学習の

拠点を失うに等しいこと

であり、継続が必要であ

ると考える。

やや高い

地区公民館活動のた

め、ひいては地域住民

のために実施されてい

るため。

やや高い

運営委員会や視察研修

等の実施により、運営

委員の公民館活動に対

する意欲向上や知識習

得に効果あり。

非常に高

い

交付先は各地区公民館

に決定されており、公平

性は高いと考える。

非常に高

い

地域活性化のために継

続的に事業を実施する

必要があるため。

非常に高

い

地域住民のために実施

されているため。

やや高い

目に見えて効果がある

かどうかは、不明だが、

補助金があることによっ

て事業を円滑に遂行で

きているのは間違いな

いと思われる。

非常に高

い

全ての地区公民館に同

額の補助金額となって

いるので、公平性は保

たれていると思われる。

非常に高

い

市民のニーズがなくと

も、学校教育と社会教

育を通して常に啓発を

推進する必要がある。

やや高い

利益の実現を目指すも

のではなく、採算性はな

い。

人権が尊重される地域

社会の構築を目指して

教育と啓発を推進する

ものである。

やや高い

効果が表れるには時間

を要する。

その時々のニーズに応

じた事業を柔軟に推進

するため、補助金が望

ましい。

やや高い

人権教育団体は１つし

かない。

非常に高

い

平成30年度時点でビー

チバレー大会参加人数

は述べ1万人を超え、伊

予市のに大きく貢献して

いると考えている。ま

た、これまでの活動が評

価され、第18回大亀財

団スポーツ賞を受賞し

ている。

やや高い

ＨＩＭＥカップ実行委員会

のボランティアによって

事業が継続できている

ため、採算性により民間

企業での実施は難しい

と考えられる。

やや高い

ビーチバレー大会を年5

回以上開催しており、約

40名～100名の参加者

がいるため、伊予市のＰ

Ｒに貢献していると考え

ている。

やや高い

ＨＩＭＥカップ実行委員会

のボランティアによって

事業が継続できている

ため、補助金の交付先

として適当であると考え

ている。

やや高い

　スポーツ活動を継続し

ていく上で、貴重な財源

となっている。

やや高い

　伊予市の代表として参

加するもので、各競技で

予選等が行われてお

り、毎年同じ団体が出

場しているわけではな

い。

やや高い

　実際に大会に出場し

た団体にのみ支給して

いる。（大会に参加しな

かった場合は、返金して

もらっている。）

やや高い

　交付要綱で対象となる

大会が明記されている

ため公平性は保たれて

いる。

非常に高

い

　スポーツ少年団活動

を継続していく上で、大

会に参加するということ

は貴重な経験となって

いる。

やや高い

　日本スポーツ少年団

への登録がないと参加

できない大会であるた

め、平等に参加資格が

ある。

やや高い

　実際に大会に出場し

た団体にのみ支給して

いる。（大会に参加しな

かった場合は、返金して

もらっている。）

やや高い

　交付要綱で対象となる

大会が明記されている

ため公平性は保たれて

いる。

非常に高

い

　伊予市のスポーツ振

興を図るため、スポーツ

大会等の運営及び事業

に要する経費として必

要である。

やや高い

　補助金を支給すること

により、個々の競技団

体が独自で大会を開き

運営することができる。

非常に高

い

　競技によっては、活動

している人数が少数で

あったりするが、補助金

活用し、大規模な大会

を開催しいている団体も

ある。

やや高い

　実績報告書等の提出

により適正に運営されて

いる。
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補助金名

伊予市公民館

運営委員会活

動補助金交付

伊予市公民館

運営委員会活

動補助金

伊予市公民館

運営委員会活

動補助金

伊予市公民館

運営委員会活

動補助金

愛媛県人権教

育協議会伊予

市支部運営補

助金

伊予市スポー

ツ関係団体活

動補助金

【ビーチバ

レー普及事業

補助金】

愛媛スポー

ツ・レクリエー

ション祭出場

助成金

愛媛県スポー

ツ少年大会出

場助成金

伊予市スポー

ツ関係団体活

動補助金

合　　計

廃止② 廃止⑤ 廃止⑦ 縮小① 縮小② 縮小④ 該当数

× ○ × × ○ × 2

× ○ × × × × 1

× ○ × × ○ × 2

× ○ × × × × 1

× ○ × × ○ × 2

× ○ × × ○ × 2

× × × × × × 0

× × × × × × 0

× ○ × × × × 1

12 50 13 9 32 12 128
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